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2026年　年賀交歓会　1

一般社団法人 日本電機工業会

2026年　年賀交歓会
一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）は、1 月 6 日（火）、ANA インターコンチネンタルホテル東京

において「2026 年 年賀交歓会」を会員やご来賓など、640 名の参加を得て開催した。
漆間啓 会長のあいさつに続き、ご来賓を代表して赤澤亮正 経済産業大臣よりごあいさついただき、 

稲村純三 元会長（株式会社 明電舎 特別顧問）の発声により乾杯が行われた。

漆間啓 会長 あいさつ

稲村純三 元会長（株式会社 明電舎 特別顧問） 乾杯

赤澤亮正 経済産業大臣 あいさつ



ＪEMA の活動史をたどっていくと、今か
らおよそ 90 年前に活動していた「八

日会」という集まりにたどり着きます。
1929（昭和 4）年に始まった世界恐慌などの

波を受け、昭和初期の電機業界は過度な受注競
争に巻き込まれ、倒産に追い込まれる企業が少
なくありませんでした。しかし、1931（昭和 6）
年 12 月の金輸出再禁止に伴う為替の急落が輸
出を後押しし、さらに時勢柄軍事産業が伸びた
ことなどが追い風となり、1932（昭和 7）年下
期以降、電機業界は次第に活気を取り戻します。
こうした景況の変化から、電気機器メーカ各社
の間にも協調の気運が高まり、やがて親睦を目
的とした八日会が生まれました。

八日会が結成された後、日本電気協会では標
準電動機の特性や材料寸法に関する標準化作業
が進められていました。当時は坑内用誘導電動
機の据付寸法統一の必要性が叫ばれていたとの
こと。しかし、諸事情により同協会での本標準
化作業が取り扱われなくなったことから、親睦
団体だった八日会がその役割を引き継ぎ、1936

（昭和 11）年 5 月 8 日、本格的な技術団体へと
改組しました。私たち JEMA の源流は、まさに
ここにあるのです。

最初に制定された八日会標準第 1 号は、日本
電気協会時代から審議されてきた「JEM 1：全
閉外被通風型低壓籠形三相誘導電動機特性」。
現代風のタイトルに直すと「全閉低圧かご形三
相誘導電動機特性」です。全 2 ページで構成
され、うち 2 ページ目では第一表を PS（馬力）
に変換した表を掲載しています。

この標準は、八日会改組からわずか半年後の
1936 年 11 月に制定へとこぎつけています。こ
のことからも、本規格が当時いかに重要視され
ていたか、そして技術団体としての八日会に寄
せられた期待の大きさが伺えることでしょう。

また、次ページの JEM 1 画像の左下に見え
る表記から、八日会事務所は東京・丸ビルの中
にあったことが分かります。社会的信用や格
式、利便性等を備えた日本を代表するビジネス
街に事務所を構えることで、八日会ひいては電
機業界のステータスをさらに高めていきたいと
いう、先人達の強い意思を感じました。

90 年前の先人達が築いた、標準化活動をは
じめとする土台が、今日の JEMA の活動につな
がっています。過去の取組みに思いをはせつつ、
これからも電機業界の発展に寄与していきたい
と思います。

ＪＥＭＡ温故知新
本年は、一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）の前身である「技術団体としての八日会」が誕生し

てから 90 年の節目に当たります。そして 2028 年には、当会も創立 80 周年を迎えることになります。

この節目に合わせて、過去の記事を手掛かりに、当時の様子や先人たちの歩みをたどる新連載「JEMA

温故知新」をスタートします。

第 1回：1936（昭和 11）年� 新連載
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八日會標準第 1 號（JEM 1：1936）『全閉外被通風型低壓籠形三相誘導電動機特性』より抜粋

当時の国内外情勢および八日会の動き
1929（昭和 4 ）年	 世界恐慌の開始
1931（昭和 6 ）年	 満州事変
1931（昭和 6 ）年	 金輸出再禁止
1932（昭和 7 ）年	 満州国建国宣言
1933（昭和 8 ）年	 日本、国際連盟を脱退
1933（昭和 8 ）年	 米国、ニューディール政策を開始

この頃、親睦団体としての八日会が設立
1936（昭和 11）年	 二・二六事件
1936（昭和 11）年� 技術団体としての八日会へ改組

【参考資料】
日本電機製造協会：『日本電機製造協会会報 第 1 巻 第 1 号』（1942 年発行）

社団法人 日本電機工業会：『日本電機工業史』（1951 年発行）
社団法人 日本電機工業会：『日本電機工業会 50 年のあゆみ』（1998 年発行）

［JEMA 温故知新］　3



謹賀新年
2026年　元旦
一般社団法人 日本電機工業会

4　電 機　2026・1月号



5

20261No.850
1月23日発行

トピックス
JEMAの福島復興支援活動 
～2025年度の取組み～	 72

一般社団法人 日本電機工業会 原子力業務委員会　豊崎 庄二

中堅企業政策委員会 
チェコ、オーストリア海外調査概要	 75

一般社団法人 日本電機工業会 中堅企業政策委員会 
2025年度 中堅企業海外調査団

2025年度上期 太陽光発電用 
パワーコンディショナの出荷量動向調査報告	 81

一般社団法人 日本電機工業会 PVパワコン統計委員会

2025年　電機業界とJEMAを取り巻く出来事	 87

国際標準化活動紹介
第89回 IEC大会（ニューデリー〈インド〉大会）

	 一般財団法人 日本規格協会　小坂 英明	 88

IEC/TC8/SC8A, SC8B, SC8C 
2025　プレナリ　ニューデリー（インド）会議

	 IEC/TC8/JWG10　高橋 浩一	 92

IEC/TC23/SC23E/WG12（家庭用過電流保護装置付き半導体
式漏電遮断器）デルフト（オランダ）会議

	 IEC/TC23/SC23E/WG12　栗栖 皐貴	 94

IEC/TC121/SC121A/MT5, WG10 
（低圧開閉装置、制御装置通則）ヴェゾナ（スイス）会議
	 SC121A国内対応委員会　柿迫 弘之	 95

理事会報告
2025年度 第3回 理事会	 98

●JEMA温故知新	 2

●機関誌『電機』に関する各種手続きのご案内	 43

●各種統計データのご紹介	 51

●機関誌『電機』PDF版のご案内	 97

●『電機』総目次	 100

●編集後記 	 104

●機関誌『電機』広告掲載のご案内� 105

ハイライト
漆間会長　記者発表 
～2025年度　上期の電気機器の状況～	 44

一般社団法人 日本電機工業会

2025年度（第74回）電機工業技術功績者表彰 
正会員会社 最優秀賞および優秀賞の紹介	 52

最優秀賞

大型ターボ機械用メガワット級 
高速ダイレクトドライブシステムの開発	 53

株式会社 明電舎 
松尾　圭祐、松本　忠弘、宮本　恭昌

優秀賞（電力部門）

系統連系変換器の円滑導入を可能とする 
系統状態に応じた高調波共振抑制制御の開発	 57

株式会社 東芝　関口　慧、真木　康次 
東芝エネルギーシステムズ株式会社　石黒　崇裕

優秀賞（産業部門）

高い視認性とEMC性能を両立する 
透明導電フィルム「FineX」の開発	 60

パナソニック インダストリー株式会社 
山田　博文、宮下　貴裕、瀬川　諒

優秀賞（家電部門）

人の感情を推定し快適性と省エネ性を高めた 
ルームエアコン「霧ヶ峰 Zシリーズ」	 63

三菱電機株式会社 
手塚　元志、岡崎　淳一、森岡　怜司

優秀賞（ものづくり部門）

低圧遮断器の欠陥形状を正確に計測可能な 
AI外観検査装置の開発	 66

富士電機株式会社 
髙橋　洋輔、徳増　匠

優秀賞（IoT・AI・DX部門）

食品ロス削減に貢献！ 
AIカメラ搭載冷蔵庫と食材認識技術の開発	 69

パナソニック株式会社 くらしアプライアンス社 
仮屋崎　拓、堀井　慎一、三並　俊満

特 集

第7次エネルギー基本計画実現に向けた 
原子力メーカにおける取組み� 14

一般社団法人 日本電機工業会 原子力部 
原子力技術委員会　原子力広報委員会

一般社団法人 日本電機工業会　2026年　年賀交歓会	 1

年頭所感	 一般社団法人 日本電機工業会　会長	 6

	 経済産業大臣	 7

	 経済産業省　製造産業局長	 11

	 経済産業省　商務情報政策局長	 13

［広 告］
三菱電機株式会社（表2）、大洋電機株式会社（表4）
株式会社 明電エンジニアリング（表3）
株式会社 かわでん、株式会社 三社電機製作所（後付）



明けましておめでとうございます。

皆さまには、日頃より一般社団法人 日本電機工業

会（JEMA）の活動に、多大なるご支援、ご尽力を賜り、

心より御礼申し上げます。

2026年の年頭に当たり、謹んで所感を申し上げます。

昨年は、世界と日本の政治・経済において大きな転換

点となる出来事が相次ぎました。1月にはトランプ大統

領の就任、2月には第7次エネルギー基本計画の閣議決

定、7月にはいわゆるトランプ関税が合意に至りました。

10月には高市内閣が発足し、日本初の女性首相が誕生

しました。

一方、JEMAでは、11月にオートメーションと計測

の最先端技術を紹介する総合展示会「IIFES（アイアイ

フェス）」を開催し、前回実績を上回る入場者数を記録

しました。皆さまのご支援・ご協力により、成功裏に終

了できましたことを、改めて深く感謝申し上げます。

さて、2026年、日本は新たな成長戦略の実行フェー

ズに入ります。高市政権発足後、政府は将来の産業基

盤を形づくる政策を矢継ぎ早に打ち出しています。それ

ら戦略分野として掲げられた方針の多くは、JEMAがこ

れまで取り組んできた方向性に合致しており、私たちの

技術力が国全体の発展に直結する時代が到来しています。

具体的には、安全性確保を大前提とした原子力発電

所の再稼働、次世代革新炉の早期社会実装、風力、地

熱等の再エネ導入の促進、ペロブスカイト太陽電池の研

究開発と市場展開、変動電源の調整力確保やレジリエン

ス向上のため、セキュリティが確保された蓄電池の導入

などです。

さらにフュージョンエネルギー分野では、2030年代

の発電実証を目指し、研究開発を進めています。

またAIに関しては、単なる生成の段階を超え、実空

間で自律的に行動する「フィジカルAI」へと進化しつつ

あり、モーターや電源、制御システムなど、フィジカル

AIを担う要素技術は、その重要性を一層増していきま

す。これら中核技術はまさに会員各社が長年蓄積してき

た強みであり、AIの実空間実装を支える産業基盤とし

て、新たな市場創出の大きな可能性を秘めています。

一方、白物家電の世界でも、暮らしのスマート化・省

エネ化を軸に、AI・IoTを組み合わせた新しい価値づく

りが進んでいます。生活データの活用、効率化、快適性

の向上といった観点から、冷蔵庫・洗濯機・調理家電な

どが進化を続け、家庭の中でもAI活用が着実に広がっ

ています。

今年は重電・家電・デジタルの各分野がこれまで以上

に結びつきを強め、産業の輪郭が大きく変わっていく年

になると考えています。

JEMAは、会員企業の皆さま、関係省庁、関連団体と

共に、「電気をつくる・送る・使う」機器・システム分野

で未来を切り開き、日本および世界の持続的発展とカー

ボンニュートラルに引き続き貢献してまいります。

最後になりますが、この一年の皆さま方のさらなるご

発展とご活躍を祈念いたしまして、私の新年のごあいさ

つとさせていただきます。

本年もどうぞよろしくお願いいたします。
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はじめに

令和8年の新春を迎え、謹んで新年の御挨拶を申し上

げます。昨年は、岩手県大船渡市で発生した林野火災

や度重なる豪雨・台風、青森県東方沖を震源とする地

震をはじめとして、多くの自然災害が発生した一年でし

た。被災されたすべての皆様にお見舞いを申し上げると

ともに、なりわいの再建に全力を尽くします。防災は私

のライフワークであり、国家の生命線に関わる課題と考

え、心血を注いで取り組んできました。天災は忘れる間

もなくやってくるものであり、次の災害に十分に備えて

いきます。

我が国経済がおかれた状況

世界では、米国の関税措置や、米中欧をはじめ各国に

よる自国優先の大規模な産業政策の展開など、自由主義

経済に代わる新たな国際秩序が生まれようとしています。

国内に目を向けると、賃上げや国内投資が約30年ぶり

の高水準となり、名目GDPも600兆円の大台を超える

など、日本経済に明るい兆しが現れています。

他方で、我が国は人口減少や少子高齢化という構造的

要因に直面しております。労働力人口の縮小は、生産能

力の低下を通じて供給面に制約をもたらします。加えて、

世界的な資源価格の変動など、外部要因も重なり、イン

フレ圧力が高まる懸念があります。

こうした状況の中では、官民の投資により、日本経済

の供給力を高めることが、需要と供給のバランスや物価

の安定に繋がっていきます。米国の関税措置などの国際

秩序の変化に対応しつつ、現下のマクロ経済環境認識を

踏まえて、高市内閣が目指す「強い経済」を実現してい

くために、供給力の強化や輸出拡大も含めた経済産業政

策、成長戦略の重要性がますます高まっています。

物価高対策

まずは、高市内閣の最優先課題である、物価高対策に

取り組みます。物価高に苦しむ多くの国民、事業者の皆

様に、一日も早く物価高対策の効果をお届けできるよう、

令和7年度補正予算の迅速な執行に努めてまいります。

高市総理からの極めて強い思いがこもった補正予算

の早期執行の指示を受け、私は昨年12月19日に経済

産業省の会議を緊急で開催し、関係局長に対して直々

に、例年にないスピードで予算執行を急ぐとともに、施

策を周知徹底するよう、指示を出しました。この1月に

も、補正予算の執行状況を関係部署から報告させ、フォ

ローアップするとともに、進捗状況を私自ら発信してい

きます。

具体的には、寒さの厳しい冬の間の電気・ガス代支

援として、標準的な家庭で1月から3月までの3か月で

7300円程度、特に、寒さの厳しい1月と2月は、それ

ぞれ3000円を超える支援を行ってまいります。ガソリ

ンについては、補助金を段階的に拡充し、昨年末に暫定

税率を廃止いたしました。軽油については、本年4月1

日に暫定税率を廃止する方向です。

物価高を乗り越えて「強い経済」を実現するために

は、物価上昇を上回る賃上げを実現しなければなりません。

中小企業・小規模事業者が、最低賃金の引上げへの対応

年頭所感　7
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を含む賃上げの原資を確保できるよう、従来から、価格

転嫁対策・取引適正化やデジタル化・省力化による生産

性向上、事業承継・M＆A等による事業再編を支援し

てまいりました。今般成立した令和7年度補正予算も活

用し、こうした取組をさらに力強く支援していくことに

より、労働供給制約社会において、「稼ぐ力」を高め「強

い中小企業・小規模事業者」を目指して経営を行ってい

る中小企業・小規模事業者を全力で応援してまいります。

具体的には、価格転嫁対策については、中小企業等

が事業の正当な対価を得て投資や賃上げの原資を確保

するために、官公需も含めた取引適正化を徹底します。

特に、1月1日に施行された中小受託取引適正化法（取

適法）に基づき、新たに規制対象とされた、協議に応じ

ない一方的な代金決定の禁止等を徹底するとともに、受

託中小企業振興法（振興法）に基づき、サプライチェー

ンにおける多段階の事業者が連携する取組を支援してま

いります。

さらに、労働供給制約社会における、中堅・中小企

業の「稼ぐ力」の強化に向けて、昨年よりも3000億円

増額した8364億の補正予算と既存基金を併せ、総額

1兆1300億円規模の支援を実施します。中堅企業や売

上高100億円を目指す中小企業の成長投資や、中小企

業・小規模事業者の生産性向上に向けた取組、事業承

継・M&A等による事業再編を徹底的に支援するととも

に、伴走支援体制も強化します。「強い中小企業・小規

模事業者」への行動変容を促し、張り切った人が報われ

る社会、現状維持ではなく、変化に挑む企業や人が報わ

れる方向に軸足を移していきたいと考えています。

危機管理投資・成長投資による強い経済の実現

「危機管理投資・成長投資」は、高市内閣の成長戦略

の肝です。強い経済を実現するため、AI・半導体や量子、

バイオ、航空・宇宙、エネルギー・GXなど戦略分野を

中心に、大胆な設備投資や研究開発の促進など、総合

的な支援措置策を早急に検討し、官民の積極的な投資

を引き出します。

具体的には、AI・半導体については、今後Rapidus

株式会社に対して1000億円を出資する考えです。こう

した取組を通じて先端半導体の国内生産基盤を整備し

てまいります。また、AIを活用したロボットについても、

新しい市場を開拓し、社会実装を進めるための取組を進

めてまいります。

量子についても、約1000億円の補正予算を確保し、

次世代量子コンピュータの開発を加速させ、国際競争力

ある産業化を目指します。

エネルギー分野では、DXやGXの進展で電力需要

が増加する中で、安全性確保と地域理解を大前提とし

て、原子力を最大限活用します。ペロブスカイト太陽電

池、洋上風力、地熱等の再生可能エネルギーは、エネ

ルギー自給率の向上に寄与するエネルギーであり、地域

共生を前提として導入を進めます。一方で、安全、景観、

自然環境等の観点から、環境アセスメントの対象拡大や

電気事業法の執行強化など厳格な対応を検討するととも

に、2027年度以降の新たなメガソーラーへの支援は廃

止を含めて検討するなど、経済産業省として適切に対応

してまいります。

資源調達先の多角化にも注力しつつ、国産資源開発

も進めます。日本のエネルギー制約を抜本的に変えうる

フュージョンエネルギーや、次世代革新炉の早期の社会

実装も目指します。

コンテンツ産業は、既に半導体を上回る海外売上5.8

兆円を実現していますが、2033年には20兆円に拡大す

べく、コンテンツ産業の海外展開を支援してまいります。
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「新技術立国・競争力強化」の担当大臣として、昨年

末の税制改正大綱に盛り込まれた、即時償却等の大胆な

投資促進税制の創設や戦略的に重要な技術領域におけ

る研究開発税制の重点強化、官公庁による新技術の調

達等、日本に強みがある技術の社会実装の推進や日本の

勝ち筋となる産業分野の国際競争力強化に資する取組を

進めてまいります。

さらに、ディープテックスタートアップの研究開発・

事業化の支援や政府による調達の拡大、地方大学発・

高専発スタートアップの育成強化に取り組みます。

対外経済政策・経済安全保障

昨年7月22日に成立し、9月4日に関連する大統領令

等が発出された日米間の合意について、昨年の高市総理

とトランプ大統領の会談結果も踏まえ、引き続き誠実か

つ速やかに実施します。

国内への影響については、日米関税交渉を通じて、5

兆円超毎年課されるはずの関税を2兆円超削減したこと、

そして他国に負けない交易条件や予見可能性を確保した

ことについて、一定の評価を頂いています。

しかしながら、一定の税率が残っているのも厳然たる

事実であり、自動車をはじめ様々な産業への影響に適切

に対応する必要があります。中小企業向けの資金繰り支

援や国内市場の活性化を進めます。

5500億ドルの戦略的投資イニシアティブの具体化を

通じた米国市場の開拓に取り組みます。日本政府が主導

する米国への戦略的投資に係る融資保証を実施するため

の手当として、株式会社日本貿易保険（NEXI）に対し

て約1000億円の出資を行い、さらに交付国債の措置も

講じることで、財務基盤を強化します。

日米は特別なパートナーであり、両国が協力して、経

済安全保障上、重要な分野のサプライチェーンを構築す

ることで、日米両国の経済を力強く成長させ、我が国の

国益を最大化します。

米国関税対応など米国との調整を進めていくのと同時

に、CPTPPやAPEC、AZEC等の様々な枠組みを通

じて、有志国と連携した自由貿易と法の支配の取組を進

める、ハイブリッドな通商戦略を展開します。グローバ

ルサウスを含む新市場の開拓を一層推進していきます。

経済安全保障の観点では、レアアースや半導体等の

重要な物資について、特定の国に過度に依存することの

ない強靱なサプライチェーンを構築することが重要です。

官民が一体となった国内生産力の強化や供給源の多角化、

国家備蓄の強化等を強力に進めます。

福島の復興

本年は、東日本大震災から15年を迎えるとともに、

第3期復興・創生期間が始まる節目の年です。

福島の復興なくして東北の復興なし、東北の復興なく

して日本の再生なしとの思いは変わりません。

福島の復興と東京電力福島第一原子力発電所の安全

かつ着実な廃炉は、経済産業省の最重要課題であり、着

任後すぐに福島県に足を運びました。廃炉の進捗を確認

するとともに、知事や被災自治体の首長の皆様とお会い

して、私自身が先頭に立って、現場主義を徹底し、福島

の復興に最後まで責任を持って取り組んでいく決意をお

伝えしました。

引き続き、安全かつ着実な廃炉とALPS処理水の海

洋放出や、避難指示解除に向けた取組、事業・なりわいの

再生や新産業の創出などに、全力で取り組んでいきます。
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能登半島地震と豪雨災害からの復興についても、伝統

産業を含めて被災した事業者のなりわいの再建を支援

します。

おわりに

私の信念は「力を合わせて世界を変えよう！」です。

経済産業省が掲げるミッション・ビジョン・バリュー

（MVV）には「未来に誇れる日本をつくる。」とあり、私

の信念に通ずる部分があります。

今年の干支である「午（うま）」はスピード感や力強

さの象徴です。高市総理も、総裁就任時に「働いて×5 

まいります」と仰っていましたが、干支にちなんで、私

も「馬車馬」のように働き、全身全霊で職務に取り組ん

でまいります。

本年も、経済産業政策に対して、より一層の御理解と

御協力を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

10　電 機　2026・1月号



総 論

令和8年の新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。

世界では、米国の関税措置や、米中欧をはじめ各国に

よる自国優先の大規模な産業政策の展開など、自由主義

経済に代わる新たな国際秩序が生まれようとしています。

国内に目を向けると、賃上げや国内投資が約30年ぶ

りの高水準となり、名目GDPも初めて600兆円の大台

を超えるなど、日本経済に明るい兆しが現れています。

他方で、我が国は人口減少や少子高齢化という構造的要

因に直面するとともに、世界的な資源価格の変動などの

外部要因も重なったインフレ圧力の高まりなどの多くの

懸念も抱えています。

こうした状況の中、現下のマクロ経済環境を踏まえ、

米国の関税措置などの国際秩序の変化に対応しつつ、事

業者の皆様とともに強い経済を実現していくために、供

給力の強化や輸出拡大も含めた成長戦略、産業の国際

競争力強化の重要性がますます高まっています。

関税対応

米国関税措置については、昨年7月に日米間の合意

が成立し、9月4日に関連する大統領令等が発出され

ました。

日米関税交渉を通じて、関税を引き下げることはでき

ましたが、引き続き一定の税率が残っているのも厳然た

る事実であります。これらの影響は、我が国の基幹産業

である自動車・自動車部品分野をはじめとする様々な分

野に、また、大企業のみならず、中小企業を含むサプラ

イチェーン上の様々な企業に影響を与える可能性があり

ます。実際に、中小・小規模事業者からは、関税の影響

を受けて受注が停滞している、今後の業績に悪影響を及

ぼす可能性を懸念している、といった声が聞こえており

ます。

こうした影響を緩和するため、経済産業省としては、

資金繰り支援や価格転嫁をはじめとした取引適正化の推

進、生産性向上を目的とした各種補助金における関税影

響を受けた事業者の優先採択、中小企業等の販路拡大

支援、見直された車体課税の活用を着実に実施してまい

ります。

特に取引適正化については、本年1月1日より中小受

託取引適正化法・受託中小企業振興法が施行されまし

た。同法により新たに規制対象とされた、協議に応じな

い一方的な代金決定の禁止を徹底するとともに、サプラ

イチェーン上の複数事業者の連携を支援してまいります。

危機管理投資・経済安保

昨年10月に誕生した高市政権において、重要鉱物を

含むマテリアル分野、航空宇宙分野、防衛産業分野など、

危機管理投資・成長投資を集中的に行う17つの戦略分

野が示されました。こうした投資を官民一体で推し進め

ることは、経済安全保障の観点からも重要であり、我が

国の自律性・不可欠性を高めることにもつながります。

昨年は、経済安全保障推進法に基づき、新たに無人

航空機と人工衛星・ロケットの部品が特定重要物資に指

定されました。こうした新規物資や、既存の特定重要物

資である重要鉱物や永久磁石に対して、安定供給の確

保・サプライチェーン強靭化を図るべく、令和7年度補

正予算において供給源の多角化や国内生産能力強化等

に関する費用を措置しました。

レアアースや半導体等の重要な物資については、特定

の国に過度に依存することのない強靭なサプライチェーン
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を構築するため、有志国と連携し、代替供給源の形成を

進めてまいります。事業者の皆様におかれましても、供

給源の切替も含め、特定の国に依存しない生産体制の構

築をよろしくお願いいたします。

G X

GXの分野においては、昨年来、改正GX推進法に基

づく排出量取引制度を具体化すべく、各産業界の現状を

踏まえつつ、分野別の排出量原単位等の作りこみを行っ

てきました。2026年度は、いよいよ本制度を本格稼働

させるときです。経済産業省としては、こうした規制措

置に加えて、グリーン鉄などの需要創出、排出削減が困

難な産業向けの燃料転換や製造プロセス転換に対する

支援を継続し、脱炭素化に向けた事業者の皆様の取組を

後押ししてまいります。

D X

生成AIの技術革新と社会受容の加速、そして半導体

の高性能化は、様々な分野に影響を与えています。

ロボットとAIを組み合わせた「AIロボティクス」の

普及により、ロボットの活用範囲が拡大し、日本が強み

を持つ製造業や、日本の勝ち筋である高齢化、災害等

の社会課題の解決に活用されることが期待されています。

政府としてもAIロボティクスの戦略を策定し、供給体

制の強化と需要創出を戦略的に進めてまいります。

自動車産業においては、SDV化の進展により、自動

車の付加価値の源泉がハードウェアからソフトウェアへ

と急速に移行しつつあります。E2Eに基づく自動運転の

技術開発・実証など、官民で連携してSDV化を実現し

てまいります。

また、こうした重要な分野を含めて投資を促進してい

くことは経済産業政策の重要な役割のひとつであり、高

付加価値な投資を後押しする「大胆な投資促進税制」

の創設が令和8年度与党税制改正大綱に盛り込まれまし

た。事業者の皆様におかれましては、本税制を活用して、

国内設備投資により資本ストックの質を向上させ、供給

能力を抜本的に強化していただくことを期待しております。

結 語

最後になりますが、大阪・関西万博は2,900万人を超

える来場者をお迎えし、成功裏に閉幕することができま

した。また、様々なビジネス交流も生まれ、「未来社会

の実験場」というコンセプトどおり、自動運転バスや空

飛ぶクルマ等、多様な分野で最先端の技術実証が展開

されました。関係者の皆様におかれましては、多大なる

御支援を賜り、深く感謝申し上げます。今後は、一連の

成果を整理し、「レガシー」としてどのように継承してい

くか、検討を進めてまいります。

以上、申し述べました通り、経済産業行政は多くの課

題に直面しております。様々な御意見に耳を傾けながら、

全身全霊で職務に取り組んでまいります。

最後に、皆様の益々の御発展と、本年が素晴らしい年

となることを祈念して、年頭の御挨拶とさせていただき

ます。
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令和8年の新春を迎え、謹んで新年のご挨拶を申し上

げます。

世界では米国の関税措置や各国による自国優先の大

規模な産業政策の展開等により、新たな国際秩序が生ま

れようとしています。国内に目を向けますと物価高、人

口減少、企業の国際競争力の低下等の課題がありますが、

企業の賃上げや国内投資、株価は高水準にある等、明る

い状況もあります。内外の情勢の変化を踏まえた機動的

な対応が不可欠であり、経済産業省は今後も産業政策

を緩めずに継続・発展させ、高市内閣が目指す「強い経

済」の実現に努めていきます。

最優先課題である物価高への対応として、電気・ガス

料金負担軽減支援の実施、中小企業の生産性向上等支

援対策の強化等を実施します。また、経済安全保障の強

化も重要であり、サプライチェーンの強靱化、AI・半導

体等の戦略分野への投資等の強化に取り組みます。さら

に、新たな付加価値を生む成長投資の継続と高度化に向

けた構造改革、好循環を生み出す賃上げの定着と中堅・

中小企業の成長促進・地方創生による国民所得の拡大、

不確実なグローバル環境と交易条件の悪化に対応する

ための強靱な経済基盤の構築等により高付加価値化に向

けた成長投資の促進にも取り組んでいきます。

我が国の産業向上については、デジタル分野の活用が

重要であると考えています。

成長戦略17分野の第1にAI・半導体が位置づけられ

ております。生成AIの急速な進化・活用に代表される

ように、社会におけるデジタル化の重要性はさらに増し

ており、国内の開発力強化等の課題とも向き合いつつ、

今後もさらに強化していきたいと考えています。我が国

の産業の基盤となる半導体も世界から注目を集めて期待

感は変わらず高まっております。これらAI・半導体につ

いては、経済安全保障及びエネルギー政策の観点から

複数年度にわたり、大規模かつ戦略的に支援を行ってお

り、AI・半導体産業基盤強化フレームを活用して必要な

支援を進めていきます。関連するサイバーセキュリティ

の強化等も引き続き進めていきます。

また、2050年カーボンニュートラルを目指した脱炭

素世界の潮流はさらに強まっています。我が国はエネル

ギーの安定供給、経済成長を、脱炭素とともに一体的に

目指した産業界の変革が求められています。政府として

GX推進戦略を基にした取組を後押ししていきます。

経済産業省は今後も様々な施策を講じて産業界の皆

様と連携しながら、我が国の成長のために力を尽くして

いく所存です。

最後に、皆様の益々の御健勝と御発展を祈念いたしま

して、新年の御挨拶とさせていただきます。

令和8年1月
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特集 第7次エネルギー基本計画実現に向けた
原子力メーカにおける取組み

2025 年 2 月に閣議決定された第 7 次エネルギー基本計画では、原子力の今後に向けた前向きな方針が 
示されました。
中でも、東日本大震災以降、長らく中断していた新規発電所建設について「脱炭素電源としての原子力を
活用していくため、原子力の安全性向上を目指し、新たな安全メカニズムを組み込んだ次世代革新炉の 
開発・設置に取り組む」と明記され、新しい方向性が打ち出されています。
こうした国の動きを踏まえ、一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）原子力部が所管する原子力技術委員会 
と原子力広報委員会は共同で本特集記事を企画しました。
原子力プラント・機器メーカ 5 社が、原子力分野におけるこれまでの実績やこれからの取組みについて 
紹介します。

JEMAウェブサイト
トップページ▶サステナビリティと電機▶JEMA「2050CN実現へのロードマップ」

JEMA 2050CN実現へのロードマップ PDF版
https://www.jema-net.or.jp/sustainability/evefa20000002wkl-att/JEMA2050CNroamap01.pdf ▶
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1．はじめに

2025年2月に閣議決定された第7次エネルギー基本
計画（以下、エネ基）では、第6次エネ基からの大きな
変更として、安全性の確保を大前提に、原子力の活用が
明記された。本稿では、第7次エネ基を踏まえつつ、東
芝エネルギーシステムズ（以下、当社）の福島復興への
取組みと共に、既設炉の再稼働、核燃料サイクル、次世
代革新炉の開発・設置などの取組みを紹介する。

2．福島復興に向けた取組み

当社は、福島第一原子力発電所（以下、1F）に深く関
わってきたプラントメーカとして、総力を挙げて1F事故
の収束、安全確保に取り組んでいる。

2．1　原子炉格納容器内部調査
燃料デブリ取り出し工法を検討していく上で、燃料

デブリが落下した原子炉格納容器（PCV：Primary 
Containment Vessel）の内部状況調査が重要となる
が、当社は、2号機および3号機のPCV内部調査に携
わった。2号機では、PCV内に発生する霧の影響を除去
する画像鮮明化技術などを駆使し、燃料集合体の一部
のほかに、全域にわたって砂状・塊状の堆積物が存在し、
燃料デブリの可能性があることを確認した。2019年2
月にはその堆積物に接触し状態を確認、2024年9月に
開始された燃料デブリの試験的取り出しに資する情報の

取得に成功した（図1）。本件は、技術研究組合国際廃
炉研究開発機構の一員として実施したものであり、経済
産業省／廃炉・汚染水対策事業補助金により得られた成
果を含む。

2．2　2 号機における使用済燃料プールからの 
燃料取り出し

2号機は、東日本大震災において水素爆発には至らず
原子炉建屋は崩壊しなかったが、建屋内は高線量環境と
なっているため、有人作業が困難な状況が現在も続いて
いる。建屋内の使用済燃料プールに貯蔵されている615
体の原子燃料は、自発核分裂による崩壊熱を継続的に除
熱する必要があり、震災後に設置した循環冷却系により
プールの水温を維持しているが、より安全に管理するた
め1F構内の共用プール施設への移送を計画している。

燃料取り出し作業は、高線量環境下であるなどから既
設設備は使えないため新たな設備が必要となった。従来
門型クレーン式の設備にて行われるが、2号機に従来型
の設備を設置するには建屋上部を全面解体する必要があ
る。一方で、解体すれば放射性物質の飛散や雨水の流入
による汚染水の増加等が懸念されるため、2号機の燃料
取り出しは建屋壁面に設ける小開口から建屋内へ燃料取
出し設備を投入することとした。

基礎となる走行台車上に機能が異なる3基のクレーン
を備え、建屋内のプールに貯蔵されている燃料を輸送容
器に収納し建屋外へ搬出する一連の作業を本設備のみで
遂行する。前例のない設備の開発に当たり、原子燃料の
取り扱いに求められる安全機能の実装、耐震要求適合の
ための補強、建屋内の高線量かつ狭隘（きょうあい）な
環境における遠隔操作性や故障時復旧機能の実装により、
既存の燃料取り出し設備と同等の安全性を確保した。

工場試験において機能検証を完了した後に、東京電
力ホールディングス株式会社と協働で設備の現地への輸
送・設置までを計画通りに完遂した。現地での機能検証

出所：東京電力ホールディングス株式会社

図 1　2 号機における接触調査結果
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を完遂し、2026年度に計画追加されている2号機燃料
取り出し開始に向け、対応していく（図2）。

2．3　汚染水対策
1Fでの大量の放射性汚染水を処理するため、当社は

事故直後にセシウム吸着装置（SARRY™）などを納入
して放射性セシウムを除去するとともに、原子炉冷却用
に再利用できる浄化ループを構築した。また、浄化ルー
プにおいて淡水化装置を経た高濃度汚染水からトリチウ
ムを除く62種類の放射性核種を告示濃度限度より十分
低いレベルに低減できる設備として、Advanced Liq-
uid Processing System（ALPS）を納入し、2013年
3月から運転を開始した。2014年9月には設置済みの
ALPS（以下、既設ALPS）の処理実績および実液を使
用したラボ試験結果から、改良を加え核種除去性能を向
上させたALPS（以下、増設ALPS）の運転を開始した。

既設・増設ALPSは汚染水処理の主力設備として用い
られ、2020年8月には、溶接型タンクに貯蔵されている
ストロンチウム処理水（汚染水からSARRY™などによっ
て放射性セシウム、放射性ストロンチウムを処理した水）
のうち、日々の水処理に必要な運用タンクを除く全ての
水の処理を完了した。2025年11月時点で1Fに保管し
ているALPS処理水量約126万m3のうち、当社の既設・
増設ALPSでは約9割以上を処理している。

2．4　福島復興に向けた今後の取組み
2025年6月、当社は福島県大熊町に1F廃炉作業お

よび福島復興を担う新事務所「福島リコンストラクショ
ンベース（略称FRB）」を開所した。1Fに近く、アクセ
ス性が良く、また、事務所と物流拠点を集約したことで、
廃炉作業の効率化とコミュニケーション向上を図っている。

出所：東京電力ホールディングス株式会社資料

図 2　2 号機 燃料取扱設備概要と現地設置後当該設備
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1～4号機の廃止措置は、2024年9月の燃料デブリの
試験的取り出しの開始により中長期ロードマップにおけ
る第3期に移行している。今後、さらに難易度の高い作
業が続くが、プラントメーカとしてのノウハウとこれまで
の知見を生かし、今後も1Fの廃炉・汚染水対策に取り
組んでいく。

3．既設炉の最大限活用

2040年度電源構成に占める原子力発電比率2割程度
とするために既設原子力発電所の再稼働への取組みは肝
となる。2024年11月、東北電力女川原子力発電所2号
機（以下、女川2号機）は、2011年3月以降、沸騰水
型原子炉（以下、BWR）プラントとして初めて再稼働
した。1F事故後の教訓を踏まえた新規制基準に基づき、
津波対策、電源多重化、耐震強化、火災対策、多様な冷
却手段の確保、フィルタベント設置等、安全対策の強化
が求められた。当社は、東北電力株式会社（以下、東北
電力）の下で土木・建築会社を含む関係会社と共に安全
対策工事および長期停止機器等の健全性確認を進め、原
子炉建屋等の機電工事や高台に設置した緊急時対策所な
どの主要工事および統括業務を担った。

3．1　フィルタベント設置工事
フィルターベントシステムは万が一の炉心損傷などの

際、原子炉格納容器の過度な圧力上昇に伴う破損によ
り大量の放射性物質が外に漏れ出すことを防ぐため、格
納容器内の蒸気をフィルターを介して外部に放出して圧
力を低減する設備である。女川2号機では、このフィル
ター装置を原子炉建屋内の狭隘な一室に、3基（1基当
たり直径2.6m、高さ6m）設置する必要があった（図3）。
設置スペースが狭く、そこまでの搬入等、複雑かつ精度
の高い作業計画が必要となった。

そこで、装置の搬入、立て起こし、据え付けの各手
順の検討に、3DCADを用いたシミュレーションを活用
し、本体や架台の動きと周辺設備との数mmレベルの
クリアランスをステップごとにチェックしながら工事手
順を精緻に確認した。加えて、3Dプリンタにて製作し
た20分の1スケールのモデルを活用し、実作業を行う
現場工事担当者と綿密にすり合わせすることで、フィル

ター装置3基とその架台を安全かつ効率的に設置するこ
とができた。

図 3　フィルタベント設備

3．2　工事推進の取組み
安全対策工事は膨大な物量の工事を可能な限り短期間

で行う必要があるため、当社が各種工事を効率的に推進
するために開発した各種ツールを活用した。

（1）総合配置調整（3D プラントビューワ）
現場工事では既設の建屋内に当社が施工する設備だけ

でなく、他社が施工する設備も配置される。短期間に手
戻りなくこれら工事を終わらせるには、計画段階に関連
情報を共有して干渉を回避する必要があった。

これら干渉の調整に、当社が開発した3DCADや
3D点群データ、360度カメラ画像をデータベース化し
てウェブブラウザで簡単に見られる3Dプラントビュー
ワ（図4）を適用し、既存設備の3D点群と計画設備
の3DCADと組み合わせて設計段階に当社と各社間で
1300箇所以上に及ぶ干渉を調整し、計画した工程の維
持に貢献した。また、定期的に現場の定点撮影をして情
報を更新し、工事の進捗確認や設計者による現場の仕上
がり確認等にも活用した。

図 4　3D プラントビューワ
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4．1　バックエンド
当社は、日本原燃六ヶ所再処理工場において、低レベ

ル廃棄物処理・貯蔵施設や制御建屋などの施設全体から、
再処理特有の重要設備の設計、建設に携わってきた。現
在はしゅん工に向け、新規制基準に適合するための設備
の評価・改造を進めている。

新規制基準前に定められていた考慮すべき安全評価
に加えて、新規制基準への適合のため、火災防護、溢水

（いっすい）防護、設計基準地震動の見直し、多重故障
を想定した重大事故評価に基づく改造工事を実施してい
る。具体例として、重大事故の一つである臨界事故への
対策では、臨界事故を検知するための検知器の設置、臨
界を止めるための薬剤（可溶性中性子吸収材）の自動注
入設備の設置、事故時に発生する放射性物質を含む気体
を滞留させ大気への放射性物質の放出量を低減する、廃
ガス貯留設備の設置を行っている。

4．2　燃料製造
当社の関係会社である原子燃料工業（以下、NFI）と

協力し、BWR向けに現在の9×9燃料技術を基盤とし
た10×10燃料を開発し、導入に向けて許認可に必要な
手続きの準備を進めている。10×10燃料は、燃料棒本
数を増加させることで燃料棒1本当たりの熱的負荷を低
減する等、安全性および信頼性を向上させている。また、
燃料1体当たりのウラン重量を増加させ、かつ燃料を効
率的に使用することで、燃料取り替え体数の削減（使用
済燃料発生量の低減）への寄与が可能となっている。当
社では、さらなる安全性や経済性の向上に寄与する後継
の燃料集合体の開発も計画している。

炉心材料の観点でも、1F事故を踏まえた研究開発を
当社は進めている。現在燃料被覆管等に用いられている
ジルコニウム基合金の特性に鑑みて、事故時の事象進展
を遅らせ、かつ水素発生量低減が可能な「事故耐性燃料

（ATF：Accident Tolerant Fuel）」が求められている。
当社は酸化反応が穏やかで急激な温度上昇を引き起こさ
ず、事故時水素発生量を大幅に低減でき、中性子経済性
が向上する炭化ケイ素（SiC）複合材を用いた炉心材料
の開発を進めており、国内外の大学、開発機関との産官
学連携体制の下、2030年代の実用化に向けて研究開発
を加速している。

（2）工事計画調整（エリア管理システム）
従来は紙の図面ベースで調整していた各工事の作業

予定エリアをウェブ上で入力できるようなシステムを開
発した。このシステムに当社のみならず、東北電力およ
びその協力会社がデータを入力することで、各社の工事
エリアや干渉状況が画面上の色分けで事前に可視化され、
かつタイムリーに分かるようになった。これにより、工程
調整結果も即座に反映でき、また、システム化で中長期
計画も容易になったため、調整業務の効率化に寄与した。

3．3　原子炉起動および再稼働への取組み
女川2号機の原子炉起動前の準備として、原子炉起動

および発電再開までに想定外の事象を発生させないため
に、リスク抽出と低減策を検討し、万が一の際に迅速に
対応するよう各分野の専門家450名からなる支援体制を
構築した。

プラント起動後は、プラント運転に精通した東芝運転
プラントサービス（TOPS）のメンバーが24時間中央制
御室に常駐し、運転支援に当たった。また、主要イベン
トに関連した専門家を発電所に駐在させ、課題の早期拾
い上げと支援チームと共に迅速な対応を実施した。これ
らの支援策を通じて、東北電力と共に課題を克服し、主
要マイルストーンを踏破し、2024年12月26日に営業
運転を開始した。

3．4　運転保守と後続の再稼働に向けて
引き続き女川2号機においては保守業務を通じて安

定運転に尽力するとともに、蒸気タービンの更新などに
よりプラント全体の付加価値向上に貢献していく。また、
現場のデジタル化など、女川2号機での経験を踏まえて、
後続のBWRプラントの再稼働に向けた工事および起動
支援対応、その後の定期点検業務に当たっていく。

4．バックエンドを含めた燃料サイクル

エネルギー資源の少ない日本では、使用済燃料を再処
理し、回収されるプルトニウム等を有効利用する原子燃
料サイクルの確立が求められる。
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なお、近年活用が進む再生可能エネルギーと共存す
るための性能を持つかどうかも重要なファクターとなる。
BWRは、従来、再循環流量制御により柔軟な出力制御
ができ、これにより再生可能エネルギーの発電量増減に
追従し電力需給を満たすことが可能であり、iBRでもこ
の設計を踏襲する。

また、iBRは実績のあるABWRをベースとし、系統
構成および建設工事に長年培ったノウハウを駆使するこ
とで高い実現性という特徴も有する。

開発・設計のみならず、将来のiBR設置に向けた技術
活動も進めている。日本原子力学会の「次期軽水炉の技
術要件検討WG」では、次期軽水炉の重要コンセプト
および技術要件がまとめられ、続いて「BWRブランチ」
が立ち上げられ、BWR特有の対応方針が協議された。
その実施例として、iBRがその技術要件に適合すること
を確認している。WGには大学、研究機関、電気事業者、
メーカ技術者・研究者が参加しており、iBRの適合性確
認の意義は大きく、今後の革新軽水炉iBRの建設に大き
く寄与すると考えている。

5．2　その他次世代炉
革新軽水炉以外の次世代革新炉についても、当社は実

用化に向けた技術開発に継続的に取り組んでいる。
高温ガス炉では、当社は国立研究開発法人 日本原子

力研究開発機構（JAEA）が建設した高温工学試験研究
炉（HTTR）に制御棒、中間熱交換器等の主要機器を
納入した。

5．将来の原子力発電への取組み

原子力発電所の寿命を考えると、供給能力を維持する
ためには、最新技術を組み込んだ高い安全性を有する次
世代革新炉の開発、早期建設の実現に向けて取り組む必
要がある。

5．1　革新軽水炉 iBR
当社の開発する革新軽水炉iBRは、1F事故の教訓を

反映した国内の新規性基準に対応し、また、グローバル
な動向を踏まえた高い安全性を有した設計をコンセプト
としている（図5）。長期の全交流電源喪失が起きても、
静的安全システムの採用により原子炉を冷却することが
でき、仮にシビアアクシデント（SA）が発生した場合で
も、コアキャッチャ、二重円筒格納容器、静的フィルタ
システムの採用で、放射性物質を高い信頼度で閉じ込め、
公衆被ばく線量を抑制する。また、これらを最大7日間
は運転操作不要で実現している。さらに、厳しい自然事
象や航空機衝突にも耐える頑健な建屋の採用で、格納容
器と静的安全系を防護し、プラントの安全設備の頑健性
を強化する（図6）。

図 6　iBR の静的安全システムの作動メカニズム

図 5　iBR イメージ図
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当社が開発する超小型炉MoveluX™（Mobile-Very-
small reactor for Local Utility in X-mark）は、事
故時には減速材物性に基づく自律的な機能により人的操
作なしで自然に炉が静定し除熱ができる。冷却材に替え
てヒートパイプを採用することで動的機器を排除し、固
体減速材の採用によりシステムを低圧化することでプラ
ントの簡素化を図っている。

また、小型高速炉4S（Super-Safe, Small & Simple）
は、長期間（10～30年間）燃料交換が不要なナトリウ
ム冷却高速炉である。臨界実験やナトリウム試験ループ
等を用いた機器開発を行ってきており、基本設計を終了
した。

フュージョンエネルギーへの取組みでは、当社は、国
際熱核融合実験炉（ITER）やJT-60SAの国際プロジェ
クトに参画し、主要機器の製作・組立を担ってきた。さ
らに、国内外の大学、研究機関、スタートアップが推進
するトカマク型以外の多様なフュージョン方式にも、機
器供給や技術支援を行っている。これらの活動を通じて
得た経験と実績を活用し、今後も原型炉計画やトカマク
型以外の多様なフュージョン炉の実現に向けて貢献して
いきたいと考える。

6．原子力サプライチェーンの維持・確保

原子力発電を持続的に活用するためには、東日本大震
災以降、新規建設案件が減少したことによる原子力産業
基盤や人材基盤の維持・強化の課題がある。

電力システム改革で競争が進展した環境下でも、大規
模かつ長期の投資・事業期間の長さなどといった特徴が
ある原子力産業だが、サプライヤとの連携強化・理解醸
成のため、定期的に調達取引先との会議を開催し、原子
力事業の状況、今後の見通しなどの共有や、品質保証や
安全文化などに関わる理解促進活動を行っている。

それでもサプライヤの事業撤退や製造中止品の供給途
絶は想定される。その対策として、サプライヤへの継続
的な機会創出、仕組み構築などを実施している。

現在、経済産業省のGX移行債の補助金事業の支援を
受け、プラントメーカとサプライヤが連携して、iBRの
開発・設置に向け、原子力の安全上重要な設備の実用化
に向けた技術開発および開発品の製造実証を実施し、さ

まざまな設備に対して開発と製造実証を行っている。一
例として、原子炉の冷却材である水を循環する再循環ポ
ンプ用のインバーターシステムの耐震性や動的制御特性
の検証を行うための試験計画の立案、試験体の製作、実
証試験、検証結果の評価を行う。先進製造技術（AM技
術）を用いたサプライチェーンの高度化も、本補助金事
業の中で実施している。

7．海外原子力発電への貢献

エネルギー安全保障の確保とカーボンニュートラルを両
立できる手段として、世界では、小型炉から大型炉まで
の多様な原子力発電プラントの建設需要が増加している。

当社は、国内のBWRの建設や運転・保守で培った技
術に基づき、PWRも含めて多種の機器供給、運転・保
守サービスを世界に提供している。特に大型PWRの建
設では、1F事故以降に着工したプラント8基に対して
タービン・発電機設備を供給している。これまでの大型
炉の経験や火力発電向けタービン・発電機の豊富な知見
と経験を活用することで、グローバルスタンダードに対
応できる品質保証体制の下、継続して信頼性の高い機器
と運転・保守サービスを提供し、世界のカーボンニュー
トラルの実現に貢献していく。

米国トランプ政権下における原子力設備容量の4倍化
目標、2025年5月に署名された大型炉10基を2030年
までに着工させる大統領令、そして2025年10月に日
米政府から対米5500億ドル投資に関するファクトシー
トの公表があり、米国での原子力需要増加は顕著である。
今回の機会においても同様に蒸気タービンおよび発電機
や炉内構造物などの供給を検討していく。

8．まとめ

カーボンニュートラル、エネルギー安定供給など、
「S+3E」に対する原子力の役割や期待は極めて大きい。
東芝グループでは、その期待に応えられるよう、サプラ
イチェーンの拡充、人材の維持・強化を図りながら、原
子力事業を推進していくことで、GX実現に貢献していく。
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1．はじめに

東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所
事故からまもなく15年が経過する。2021年の第6次エ
ネルギー基本計画策定以降、ロシアによるウクライナ侵
攻や中東情勢の緊迫化などの経済安全保障上の要請の高
まりと、DXやGXの進展に伴う電力需要増加の見通し
により、わが国を取り巻くエネルギー情勢は大きく変化
した。

生成AIをはじめ、デジタル技術の目覚ましい発展に
より、データセンター需要が急激に拡大している。今後
増加が予測されるAIデータセンターではさらに大きな電
力需要が見込まれている。これらの電力需要の高まりに
対して、現在停止中の原子力発電所の再稼働および建設
中の発電所の運転開始が重要な役割を果たす。さらには、
既存の原子力発電所と比較して建設コストを低く抑える
ことができるSMR（小型モジュール炉）にも大きな期待
が寄せられている。

本稿では、日立グループにおける原子力事業の取組み
として、福島復興への貢献、国内BWRプラントへの取
組み、燃料サイクル事業への取組み、海外事業への取組
み、次世代革新炉への取組み、廃炉事業への取組み、お
よびデジタル事業への取組みについて紹介する。

2．福島復興への貢献

福島第一原子力発電所の廃炉、および福島復興へ向
けて、「東京電力ホールディングス株式会社福島第一原
子力発電所1 ～ 4号機の廃止措置等に向けた中長期ロー
ドマップ（中長期ロードマップ）」や「廃炉中長期実行プ
ラン」で示された廃止措置等の取組みに対して、日立グ
ループは、汚染水対策やプール燃料取り出しに関する設
備を東京電力ホールディングスへ納入している。現在は、
燃料デブリ取り出しの技術開発、環境改善（線量低減

対策）、および汚染水対策を中心に取り組んでいる。ま
た、現場における作業の安全性向上や効率化・省力化を
目的として、DX導入による作業環境改善を推進してい
る。ここでは、燃料デブリ取り出しと汚染水対策につい
ての取組みを紹介する。

2．1　燃料デブリ取り出し
東京電力ホールディングスは、福島第一原子力発電

所2号機において、2024年11月および2025年4月
に、事故後初めてとなる燃料デブリの試験的取り出し
に成功した。日立グループでは、燃料デブリ取り出し
や、PCV（Primary Containment Vessel、原子炉格
納容器）およびRPV（Reactor Pressure Vessel、原
子炉圧力容器）の内部調査のため、ROV（Remotely 
Operated Vehicles、遠隔操作機器）を開発し、作業
の安全性と効率性向上に取り組んでいる（図1）。

図 1　原子炉格納容器内部詳細調査用 
潜水機能付ボート型アクセス調査装置

2．2　汚染水対策
事故直後、1 ～ 3号機の原子炉建屋で発生した放射性

物質を含む滞留水（汚染水）は、高温焼却炉建屋とプロ
セス主建屋内の地下階に受け入れられた。両建屋の地下
階には、汚染水中の放射性物質を吸着するためのゼオラ
イト土のうが設置されており、両建屋の床面露出に向け

日立 GE ベルノバニュークリアエナジー株式会社
経営企画本部

本部長　吉 川 和 宏

日立グループにおける原子力事業の取組みによる
第7次エネルギー基本計画への貢献
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現在、中国電力島根原子力発電所3号機（図2）、電
源開発株式会社大間原子力発電所、および東京電力ホー
ルディングス東通原子力発電所の建設中プラントの設備
維持や新規制基準対応の支援を行っている。

図 2　島根原子力発電所 3 号機（中国電力）

4．燃料サイクル事業への取組み

燃料サイクルは、使用済燃料の再処理とMOX燃料
（ウラン・プルトニウム混合酸化物燃料）の利用を通じて、
資源の有効活用と廃棄物負荷の低減を図るものである。
原子力発電所の再稼働後、日本では使用済燃料の貯蔵量
が課題となっており、日立グループでは ①再処理・製造
技術の開発による再処理工場の稼働・プルサーマルの拡
大 ②MOX燃料の高燃焼度化や高性能化による燃料利
用効率の向上 ③高レベル廃棄物負荷の低減による高速
炉サイクルへの移行を視野に金属燃料製造技術の開発に
取り組んでいる。ここでは、再処理事業、キャスク事業、
および高速実験炉「常陽」についての取組みを紹介する。

4．1　再処理事業
日本の原子力政策において、再処理は使用済燃料の有

効利用と廃棄物負担軽減を目的とする重要な要素である。
青森県六ヶ所村に建設中の再処理工場（日本原燃株式会
社）（図3）の竣（しゅん）工に向けて、安全性向上対策
工事を推進している。日立グループは、凝縮器や空冷設
備などの重大事故対策設備の設計・製作・据付工事や、
内部火災・溢水（いっすい）対策工事、耐震補強工事な
どを推進している。

て、現在、日立グループではゼオライト土のうの回収作
業の準備を進めている。回収・集積されたゼオライトの
容器封入作業においても日立グループが開発したROV
が活用される。

3．国内 BWR プラントへの取組み

日立グループは、国内のBWR（Boiling Water Re-
actor、沸騰水型原子炉）プラント、ABWR（Advanced 
Boiling Water Reactor、改良型沸騰水型原子炉）プ
ラントの建設実績を基に、グループの総力を結集しOne 
Hitachi体制で新規制基準対応、新プラント建設に取り
組んでいる。ここでは、国内のBWRプラントの再稼働
と、新設ABWRプラントについての取組みを紹介する。

3．1　BWR プラントの再稼働
2011年3月の福島事故以来、国内では、原子力規制

委員会（NRA）が新たに設置され、NRAによる新規制
基準審査が実施されている。日立グループは、電源の多
重化、原子炉冷却設備の多重化等、新規制基準審査へ
の対応を行い、BWRプラントの再稼働の支援を行って
いる。

具体的には、中国電力株式会社島根原子力発電所2号
機の新規制基準対応を推進し、同発電所は、2024年12
月に再稼働を達成、2025年1月10日に営業運転を再開
している。また、東京電力ホールディングス柏崎刈羽原
子力発電所7号機および6号機の早期再稼働に向けた取
組みを進めている。6号機については、2025年6月21
日に燃料装荷が完了しており、2026年の再稼働・営業
運転再開に向けた準備が進められている。さらに、日本
原子力発電株式会社東海第二発電所、北陸電力株式会
社原子力発電所志賀2号機等のBWRプラントについて
も、新規制基準対応を推進している。

3．2　新設 ABWR プラント
日立グループは、多くの原子力発電プラントの建設に

ついて、先進型統合CAEシステムによる設計・建設管
理の高度化、大型モジュール採用による工事期間の短縮
化等、常に最新の技術、情報を駆使して実績を積み重ね
てきている。

日立グループにおける原子力事業の取組みによる第7次エネルギー基本計画への貢献
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日立グループでは、リサイクル燃料貯蔵株式会社
（RFS）向けのキャスクを製造・納入し、同社のリサイク
ル燃料備蓄センターが2024年11⽉に事業を開始した。
また、東京電力ホールディングス福島第一原子力発電所
向けのキャスクも製造・納入し、使用済燃料が安全に保
管されている。今後もキャスクの製造・納入により、使
用済燃料の安全な管理に貢献していく。

4．3　高速実験炉「常陽」
高速炉は、資源の有効利用と高レベル廃棄物の減容化

に寄与する次世代技術として、国の研究開発戦略におい
て重要な役割を担っている。その中で、国立研究開発法
人 日本原子力研究開発機構（JAEA）が保有する高速実
験炉「常陽」は、燃料・材料照射試験や炉心構造の実証
に不可欠な設備である。「常陽」は1977年に運転を開始
し、長年にわたり高速炉研究の基盤を支えてきたが、現
在は停止中であり、再稼働に向け新規制基準に基づく安
全対策工事が進められている。日立グループはJAEAと

4．2　キャスク事業
原子力発電所の再稼働の加速や、廃炉・バックエンド

対策の強化が求められる中、使用済燃料の安全な管理
は喫緊の課題である。日立グループは、使用済燃料の輸
送・貯蔵に用いる「金属キャスク」の開発・製造で国内
をリードしている。特に、乾式貯蔵方式を採用したキャ
スクは、電力や水を使わず自然対流で冷却するシンプル
かつ信頼性の高い構造を特徴としている。使用済燃料の
長期保管における安全性を確保するため ①放射性物質
の閉じ込め（二重のふたに長期間の使用に耐える金属製
ガスケットを挟んで密封。さらに内圧を大気圧より低く
することで放射性物質の漏えいを防止）②未臨界維持

（中性子吸収材を組み込んだバスケットで燃料間距離を
確保し核分裂連鎖反応を防止）③除熱機能（使用済燃
料から生じる熱を伝熱フィンを通じてキャスク表面に伝
え自然空冷で冷却）④放射線遮へい（金属製の胴・ふた
と中性子遮へい体で放射線量を大幅低減）の四つの安全
機能を備えている。

図 3　再処理工場（日本原燃）

図 4　BWRX-300 完成予想図
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入を計画している。さらに、ポーランドやスウェーデンな
どのヨーロッパを中心に、BWRX-300導入に向けた事
業の計画が進行中である。

6．次世代革新炉への取組み

2050年のカーボンニュートラル達成に向け、既存原
子力発電所の再稼働加速と共に、次世代革新炉の研究開
発、および導入の具体化が示された。ここでは、革新軽
水炉HI-ABWR、高速炉Natrium、および国際熱核融
合実験炉（ITER）についての取組みを紹介する。

6．1　革新軽水炉 HI-ABWR
革 新 軽 水 炉 HI-ABWR （Highly Innovative 

ABWR）（図5）は、福島事故の教訓を反映した英国・
欧州の規制要求を満たし、英国の設計認証を取得した国
際標準ABWR設計をベースに、さらに新たな安全メカ
ニズムを組み込んだ次世代の軽水炉である。

HI-ABWRの特徴の一つは革新的安全性である。地
震や津波などの自然の脅威、航空機の衝突による物理的
損傷、内部火災、溢水（いっすい）など、さまざまな災
害に対応できるように設計している。また、仮に事故が
発生した場合でも、外部電源や運転員の操作がなくとも、
自然の力で作動し、事故の被害を抑制するメカニズムを
取り入れたシステム（静的安全システム）により、事故
の進展と外部環境への影響を抑制する。さらに、高性能
な高燃焼度燃料による環境負荷の低減や、細かい出力制
御による負荷追従運転、保全を合理化する設計による稼
働率向上により、電力系統安定化と電力の安定供給、再
生可能エネルギーとの共存、カーボンニュートラル社会
の実現に貢献する。

図 5　HI-ABWR

連携して、新規制基準対策工事と再稼働準備を進めてお
り、2026年度の運転再開をめざしている。

5．海外事業への取組み

AI普及による電力需要拡大の観点から、再生可能エ
ネルギーの導入拡大に加え、小型モジュール炉（SMR）
の開発・導入への期待が高まっている。日立グループは、
GEベルノバ日立ニュークリアエナジーと連携して、革新
的な小型軽水炉「BWRX-300」（図4）を核とした海外
事業を積極的に展開している。BWRX-300は、従来炉
と比較してシンプルな設計と自然循環冷却による高い安
全性、建設コストの大幅低減を特徴とし、世界の脱炭素
化ニーズに応えるソリューションである。ここでは、カナ
ダ ダーリントン新原子力発電所プロジェクトと後続プラ
ントについての取組みを紹介する。

5．1　カナダ ダーリントン新原子力発電所 
プロジェクト

ダーリントン新原子力発電所プロジェクトは、カナダ
初の商用小型モジュール炉として、BWRX-300をカ
ナダ・オンタリオ州ダーリントンに建設する計画であり、
2025年5月にBWRX-300初号機の建設が開始された。
オンタリオ・パワー・ジェネレーション社は、GEベルノ
バ日立ニュークリアエナジーをテクノロジー・パートナー
に選定し、2030年の商用運転開始をめざして、サイト
建設工事および機器調達を推進中である。日立グルー
プとしては、RIN（Reactor Internals、炉内構造物）、
FMCRD（Fine Motion Control Rod Drive、改 良
型制御棒駆動機構）、HCU（Hydraulic Control Unit、
制御棒駆動水圧ユニット）などの主要機器を提供してい
く計画である。

5．2　後続プラント
米国のテネシー川流域開発公社は、テネシー州オーク

リッジ近郊のクリンチリバー施設におけるBWRX-300
の建設許可申請を準備している。また、カナダにおける
サスカチュワン州のサスクパワー社は、同州内における
小型モジュール炉の建設計画の中で、BWRX-300を選
定した。サスクパワー社は2030年代半ばにSMRの導
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らにはNBTFに続き、フランスに建設中の実機向けの機
器も受注し、製作を開始している。

また、核融合炉内に設置される最重要機器の一つであ
る「ダイバータ」の主要部品「外側垂直ターゲット」に
ついて、実機大モックアップとなる「プロトタイプ2号
機」を2025年3月に完成させた。この外側垂直ターゲッ
トの「高熱負荷試験体」が、ITERを建設・運転する国
際機関であるITER機構による厳しい認証試験に合格し
たことで、日立グループの高い製作技術が認められ、認
定証を受領している。

7．廃炉事業への取組み

運転を停⽌した原⼦⼒発電所は、安全に解体し、跡
地を再利⽤するための「廃⽌措置」、いわゆる廃炉が必
要である。原⼦⼒発電所の廃炉作業は段階的に進められ、
まず、使⽤済燃料を適切な施設へ搬出し、汚染状況の調
査と除染を実施する必要がある。次に、タービンや配管
などの周辺設備を撤去し、原⼦炉本体の解体へ移⾏する。
内部の解体が完了し、放射性物質の除去が確認された後、
最後に建屋全体を解体する。原⼦⼒発電所の廃炉作業
は30年以上の⻑期間に及ぶ⼤規模なプロジェクトであり、
⽇本では18基の原⼦炉の廃炉が決定（2025年9月2日
時点、福島第一原子力発電所を除く）している。日立グ
ループは、運転中の原子力発電プラントの定検や大型取
替工事の実績等に基づき、原子力発電施設の廃止措置に
取り組んでいる。汚染密度の高い炉内構造物や周辺系統
の解体前除染技術、海外実績を有する炉内構造物および
原子炉容器切断技術、大型バンドソー等による原子炉周
辺設備解体技術、制御棒等の放射化金属切断技術等に
より、電力事業者の廃炉を支援していく。

8．デジタル事業への取組み

カーボンニュートラルの実現に向けて、既設プラント
の着実な再稼働に加えて、再稼働後の設備利用率向上が
重要である。一方で、日本における少子高齢化や労働力
不足の進行に伴い、原子力業界においても人財不足や技
術伝承が喫緊の課題となっている。

6．2　高速炉 Natrium
高速炉の商業化には、燃料サイクル技術の確立が不可

欠である。日立グループは、金属燃料製造技術や乾式再
処理技術の研究開発を進めており、Pu・MA金属燃料
の量産化に向けた差別化技術の開発を進めている。さら
に、国内では実証炉の概念設計検討に参画し、将来的な
高速炉導入に向けた規制対応や技術基盤の構築を進めて
いる。これにより、海外協業と国内開発の「二本柱」で
高速炉事業を推進し、長期的なエネルギー安定供給に貢
献する。

さらに、米国Terra Power社が開発を進めるナトリ
ウム冷却高速炉“Natrium”プロジェクトへの協力を通
じて原子力技術の発展に貢献している。Natriumは、液
体ナトリウムを冷却材とする革新的な炉型であり、ナト
リウム冷却による高効率熱交換、グリッド安定化に寄与
する蓄電機能、再生可能エネルギーとの高い親和性など
の安全性と柔軟性を有しており、脱炭素への貢献に向け、
化石燃料代替として、2030年頃の米国での商業運転開
始をめざしている。

6．3　国際熱核融合実験炉（ITER）
究極の脱炭素エネルギー源である核融合エネルギーは、

CO2および高レベル放射性廃棄物フリーであり、運転時
に機器の故障などが発生した場合には核融合反応が停止
するため、本質的に安全なエネルギー源になり得ると考
えられている。さらに、燃料が海水中に普遍的に存在す
るため資源の偏りがなく、エネルギー安全保障を実現す
ることが期待されている。

国際熱核融合実験炉（ITER）は、エネルギー問題と
環境問題の根本的な解決が期待される「核融合エネル
ギー」の科学技術的成立性を実証するために、世界7極
の参画の下、フランスに建設中である。日立グループは、
国立研究開発法人 量子科学技術研究開発機構（QST）
より中性子ビーム入射装置（NBI）用超高電圧電源の試
験設備（NBTF）を受注し、製作を進めてきた。この装
置は、従来実績をはるかに超える絶縁性能（1MV）や、
核融合プラズマ定常維持に求められる長時間（60分）
運転対応など、NBI用高電圧電源として現時点での世界
最高の性能を有するものであり、2017年8月にイタリア
に向け出荷完了し、現在、現地試験を実施中である。さ
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日立グループではデジタル技術を活用し、これらの課
題を解決するための取組みを進めており、メタバースと
AI活用により原子力発電所の安全対策工事や、今後の
新規建設・保全・廃止措置における設計、現場施工から
資産管理までの作業効率化を実現する「原子力メタバー
スプラットフォーム」を開発した（図6）。高精度な点群
データと3D CADデータを基にメタバース空間上に原
子力発電所を再現したもので、電力事業者や工事施工会
社などのパートナーとの活用により、ステークホルダー
間での情報共有・工程調整・資産管理における生産性向
上をめざす。今後は、原子力メタバースプラットフォー
ムをベースに、設備状態などの現場データを収集・集約
し、故障の事前検知や設備状態の将来予測を行うことで
最適な投資計画やプラント保全計画の立案を支援する
など、データに基づく意思決定を実現するデータドリブ
ン発電所を構築する。これにより、設備の信頼性向上と
ワークマネジメントの改善、それに伴う稼働率の向上と
いった、電力事業者が抱えるさまざまなニーズや課題に
対して、データを活用した価値提供・課題解決を行うこ
とをめざす。

図 6　メタバース技術で再現される現場空間イメージ

9．まとめ

日立グループは国内外での原子力事業の多角的な展
開を通して、第7次エネルギー基本計画に貢献していく。
各分野での取組みは、持続可能な社会の実現に向けた日
立グループの責任と挑戦である。今後も、技術革新と社
会的信頼の両立を図りながら、原子力の価値を最大限に
引き出す事業を推進していく。
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1．はじめに

近年、世界のエネルギー情勢は大きく変化し、エネル
ギー安全保障や安定供給の重要性の高まりや脱炭素社会
の実現に向けた動きを踏まえ、各国・地域が原子力エネ
ルギーに改めて注目し、活用に大きくかじを切っている
状況である。

日本国内においても、2023年2月に閣議決定された
「GX実現に向けた基本方針」では、気候変動対策に加え、
エネルギー安定供給と経済成長を同時に実現するために
既設炉の再稼働推進と運転延長、次世代革新炉の開発・
建設、燃料サイクルの確立等に取り組む方針が示された。
また、2025年2月に閣議決定された「第7次エネルギー
基本計画」においても、政策の方向性として原子力を最
大限に活用することが明記され、さらに、東日本大震災
以降で初めて、国内での原子力発電所の新設（次世代革
新炉への建て替え）に取り組む方針が示された。

2．三菱重工の原子力事業ロードマップ

当社事業活動を通じて、将来に向けて原子力エネル
ギーを持続的に最大限活用し、脱炭素化とエネルギー

安定供給に貢献していくために、短・中・長期にわたる
原子力事業の取組みをロードマップとしてまとめている

（図1）。
短期的には、足元の電力安定供給と持続的な原子力エ

ネルギー利用に向けて ①既設発電所の早期再稼働 ②燃
料サイクルの早期実現 ③革新軽水炉SRZ-1200の開発
に注力している。

①既設発電所の早期再稼働
当社が建設に携わった加圧水型軽水炉（PWR）に
加え、沸騰水型軽水炉（BWR）も含めて電力会社
各社を支援し、これまでに国内原子力発電所14基
の再稼働が達成された。先行プラントで得た知見も
生かしながら、引き続き後続プラントの早期再稼働
に向けた支援を継続する。

②燃料サイクルの早期実現
燃料サイクルの確立は原子力エネルギーの持続的な
活用には欠かせないものであり、その実現に向けて、
使用済燃料の再処理工場やMOX燃料加工工場の
早期竣工を目指す事業者の支援等に取り組んでいる。

三菱重工業株式会社
原子力セグメント

技師長　池 田 秀 晃

原子力最大限活用に向けた三菱重工の取組み
原子力メーカ各社の取組み

出所：三菱重工 原子力事業説明会（2023 年 6 月 5 日）説明資料

図 1　原子力事業ロードマップ
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原子力最大限活用に向けた三菱重工の取組み

3．2　プラント仕様
SRZ-1200は、経済性と電力系統上の運用性を考慮

し、120万kW級の電気出力を基本としている。大型炉
向けに開発した蒸気発生器や1次冷却材ポンプなどの主
要機器を適用することで、同等出力の既設PWRプラン
トに対し、1次冷却材の循環ループを一つ削減した3ルー
プ構成としている（表）。また、再生可能エネルギーとの
共存のために、出力調整運転の機能を強化する。日間の
電力負荷変動に対応するための出力調整幅を既設プラン
トの100％ -50％から100％ -30％まで拡大し、加えて、
短時間での負荷変動に対応するための周波数制御能力も
既設プラントの約4倍に当たる3％ /分まで向上させる

（図3）。
表　SRZ-1200 の標準プラント仕様
項　目 SRZ-1200 既設 PWR

電気出力（Gross） 〜 1,210MWe 1,180MWe
炉心熱出力 3,411MWt 3,411MWt
1 次冷却材ループ数 3 ループ 4 ループ
燃料集合体 193 体 193 体

出所：令和 7 年第 5 回原子力委員会資料第 2 号

図 3　SRZ-1200 の出力調整機能強化

3．3　特 徴
（1）地震・津波・その他自然災害への耐性強化

建屋基礎版の拡幅や低重心化等により地震の影響を
低減し、国内の厳しい地震条件に余裕を持った耐震設
計とする。また、津波の影響を受けない敷地高さへの
建屋配置などによるドライサイト設計を採用し、さら
に、台風、竜巻、火山灰侵入防止その他自然災害への
耐性も大幅に強化する。

③革新軽水炉SRZ-1200の開発
国内新設を見据え、世界最高水準の安全性を実現す
る革新軽水炉SRZ-1200を早期に実用化し、カー
ボンニュートラルの加速に貢献する。

中期的には、将来多様化する社会ニーズに対応すべく、
高速炉、高温ガス炉、小型軽水炉、マイクロ炉の開発を
進め、長期的には、恒久的な「夢のエネルギー源」であ
る核融合炉の開発にも挑戦を続けていく。

3．革新軽水炉（SRZ-1200）開発

3．1　開発コンセプト
当社は、2030年代の国内での商用化を見据え、電力

会社と共同で革新軽水炉SRZ-1200＊の開発を進めてい
る（図2）。
＊ SRZ-1200 の意味

S　：Supreme Safety（超安全）、Sustainability（持続可能性）
R　：Resilient（しなやかで強靭な）、light water Reactor（軽水炉）
Z　：Zero carbon（CO2 排出ゼロ）で社会に貢献する究極型（Z）

1200：電気出力 120 万 Kw 級

出所：『三菱重工技報』Vol.61 No.4（2024）原子力特集

図 2　革新軽水炉 SRZ-1200®

SRZ-1200は、プルーブンな（実証済み）技術をベー
スに高い経済性を確保しつつ、設計段階から福島第一原
子力発電所事故の教訓を踏まえた安全対策を取り入れ、
さらに、革新的な技術を導入することで安全性を大幅に
高めた加圧水型軽水炉である。自然災害への耐性を大幅
に高めることや、万一の事故に対応するためにコアキャッ
チャ等の新たな安全メカニズムを採用することで世界最
高水準の安全性を実現する。
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コアキャッチャは、燃料が溶融し原子炉容器から流
出した場合でも原子炉容器下部に設置する拡散槽内に
溶融炉心を広げ、水源からの重力注水により冷却・保
持することで格納容器内にとどめるものである。

3．4　開発状況
三菱重工は、電力会社4社（関西電力、北海道電力、

九州電力、四国電力）と共同で標準プラント設計を進め、
許認可で必要となるプラント設備の基本設計をおおむね
完了した。現在は、安全性向上や経済性・運用性向上等
のさまざまな観点から採用する改良技術や既設プラント
で適用していない新技術を対象とした検証試験を実施し
ている（図6）。

出所：三菱重工技報 Vol.61 No.4（2024）原子力特集

図 6　検証試験の例（炉内流動試験）

3．5　早期実用化に向けた取組み

（1）許認可の予見性向上
SRZ-1200では新たな技術が採用されることから、

それらの規制適合に関わる予見性を高めることで、建
設時のスムーズな許認可取得を期待できる。許認可の
予見性向上に向けて、2024年12月より、原子力エネ
ルギー協会（ATENA）を中心に、SRZ-1200の標準
設計を題材とした原子力規制庁との対話が進められて
いる。

（2）大型航空機衝突対策
原子炉格納容器を、高強度鋼板を用いた鋼製格納

容器と頑健化した外部遮蔽（しゃへい）壁からなる二
重構造とすることで、大型航空機衝突への耐性を強化
する。

（3）炉心冷却・格納容器閉じ込め機能強化
事故収束に必要な安全系設備を従来の2系統から3

系統に増強することで多重性を強化する。万一、事故
時にこれらが機能不全に陥った場合等に備え、独立し
た常設のシビアアクシデント専用設備を新たに設ける。
ここでは、安全系設備の非常用発電機にはディーゼル
発電機を設置することに対し、シビアアクシデント専
用設備にはガスタービン発電機を採用する等、多様性
にも十分に配慮した設計とする（図4）。

出所：『三菱重工技報』Vol.61 No.4（2024）原子力特集

図 4　SRZ-1200 の安全設備構成

（4）溶融炉心対策
万一の炉心溶融事故時の対策として、コアキャッ

チャを採用する（図5）。

出所：令和 7 年第 5 回原子力委員会資料第 2 号

図 5　コアキャッチャ
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（2）産業基盤の維持・強化
原子力発電プラントの新設には設計だけでなく製

造・調達面での準備も必要であり、当社はSRZ-1200
の機器製作に不可欠な大型専用設備の改修・高機能
化を進めている。また、サプライチェーンの維持・強
化のために、サプライヤ（ビジネスパートナー）と連
携してSRZ-1200建設に向けた新製品・新材料開発
などの技術開発も推進するとともに、200社以上のビ
ジネスパートナーとの新設機会への対応に向けた協議
にも着手した。今後も体制強化に向けた取組みを継続
していく。

4．次世代革新炉開発

4．1　高速炉
高速炉は核分裂反応で生じる高速状態の中性子を減速

せずに核分裂反応に利用し、その熱を取り出す原子炉で
ある。高速中性子を用いることで、軽水炉では燃料とし
て使用できないさまざまな核種（元素）でも核分裂反応
させることができ、燃料となるウラン資源の有効利用に
貢献する。また、高速炉では使用済燃料の再処理で回収
されるマイナーアクチニド（長期にわたって放射能を持
ち続ける元素）を寿命の短い核種に変換でき、高レベル
放射性廃棄物の減容化と有害度低減を図ることができる。

当社は、2007年に高速炉のエンジニアリングを専業
とする三菱 FBR システムズ株式会社を設立し、2023
年には高速炉の実証炉開発を担う中核企業に選定され、
国が目標とする2040年代半ばの実証炉運転開始を目指
し、概念設計および技術開発を進めている（図7）。

出所：三菱重工ウェブサイト

図 7　高速炉

4．2　高温ガス炉
カーボンニュートラルの実現には、発電のみならず、

CO2排出量が多い産業分野（鉄鋼、化学などの製造業）、
運輸分野等での脱炭素化も不可避である。一例として、
国内CO2排出量の約13％を占める鉄鋼業界では水素還
元製鉄による脱炭素技術の開発が進められるなど、さま
ざまな領域で水素活用が検討されている。その実現には
水素の大量・安定供給が必要であり、高温ガス炉で得ら
れるCO2フリーな高温熱を用いた高効率な水素製造へ
の期待が高まっている。

国の「GX基本方針」では、高温熱源を用いた革新的
な水素製造技術の研究開発・実証を推進する方針が示さ
れ、2023年に当社は、高温ガス炉の実証炉開発を担う
中核企業に選定された。現在は実証炉の概念設計および
技術開発を進めるとともに、国立研究開発法人 日本原子
力研究開発機構（JAEA）と協力して、高温工学試験研
究炉（HTTR）に水素製造設備を接続するための設計お
よび研究開発を行っている（図8）。

出所：『三菱重工技報』Vol.61 No.4（2024）原子力特集

図 8　高温ガス炉

4．3　小型軽水炉
小型炉は、出力を小さくし、プラント規模を小型化す

ることで初期投資費用の抑制等を目指す原子炉であり、
海外ではグリッド未整備地域や老朽石炭火力発電所の代
替への適用として注目され、幅広く開発が進められている。

当社は、将来のエネルギー需要や電源用途の多様化を
見据え、電気出力30万kW級の小型軽水炉の概念検討
を進めている。現在はプラントの具体化を進め、要素技
術試験に向けた計画も策定中である。引き続き、国、な
らびに電力会社や研究機関、サプライヤと連携しながら
開発を進めていく（図9）。
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出所：『三菱重工技報』Vol.61 No.4（2024）原子力特集

図 9　小型軽水炉

4．4　マイクロ炉
マイクロ炉は、既存の発電用原子炉と比べて極めて小

型な原子炉であり、へき地や極地、災害地など送電網が
充実していない地域での電源・熱源利用等を目的にさま
ざまな機関で開発が進められている。また、海外では教
育・研究目的のためにマイクロ炉を大学等に設置する動
きも見られる。

当社は、全固体原子炉の採用により安全性を追求する
多用途モジュール式マイクロ炉の開発を進め、その成立
性を確認するために炉心や安全の概念を策定した。また、
炉心材料の基礎物性データを取得する等により、全固体
原子炉のキー技術である高熱伝導体を用いた熱輸送性能
の成立性を確認している。今後、本マイクロ炉の概念設
計を進めながら、安全性の実証に必要な要素試験を実施
する計画である（図10）。

出所：『三菱重工技報』Vol.61 No.4（2024）原子力特集

図 10　マイクロ炉（原子炉構成案）

4．5　核融合炉
核融合炉は、軽い元素の原子核同士が融合してより重

い元素の原子核となるときに発生するエネルギーを活用
する原子炉である。

当社は、世界7極（日本、欧州、米国、ロシア、中国、
韓国、インド）の国際協力で進められている国際核融合
実験炉“ITER”計画に参加し、高度な設計・製造技術
を生かして主要機器の製作等を担っている。2020年に
は世界に先駆けて世界最大規模の超伝導コイル（トロ
イダル磁場コイル）の初号機を完成した（図11）。また、
原型炉の早期実現に向けてITER計画と並行して進めら
れている国際活動“Broader Approach”にも参画し
ている。今後もITER計画および原型炉計画に積極的に
取り組み、核融合エネルギーの実現に挑戦していく。

出所：三菱重工 原子力事業説明会（2023 年 6 月 5 日）説明資料

図 11　完成したトロイダル磁場コイル

5．おわりに
原子力発電は、既に社会実装されたカーボンフリー、

かつ大規模・安定電源であり、わが国においても安全性
の確保を大前提に将来にわたって原子力を最大限に活用
していく基本方針が第7次エネルギー基本計画でも打ち
出されている。また、半世紀以上をかけて構築されたわ
が国の高度、かつ広範な原子力サプライチェーンは、世
界トップレベルの技術・品質を有する貴重な財産であり、
これを維持することは国際競争力や技術自給率維持の面
でも重要である。

三菱重工は、原子力の最大限活用に向け、既設プラ
ントの早期再稼働と弛まぬ安全性向上に努めるととも
に、持続的な原子力利用のために燃料サイクルの確立に
取り組んでいる。その上で、来たる国内新設・リプレー
スを見据え、世界最高水準の安全性を実現する革新軽
水炉SRZ-1200、さらには将来を見据えた次世代革新炉
の開発・実用化、ならびに原子力産業基盤の強化に注力
し、原子力産業界のトップランナーとしての気概と責任
を持って、カーボンニュートラルとエネルギー安定供給
の実現に貢献していく。
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1．まえがき

現代社会において、エネルギーの安定供給は経済活
動や生活基盤の維持・向上に不可欠である。このエネ
ルギー政策の基本的な方向性を示すために第7次エネル
ギー基本計画が2025年2月18日に閣議決定された。富
士電機は、持続的な企業価値向上のため、エネルギー・
環境事業に注力しており、本計画の実現に向けて、エネ
ルギーの安定供給、最適化、安定化に貢献していく。

当社の原子力事業は、エネルギー事業本部の発電プ
ラント事業部に属し、グリーントランスフォーメーショ
ン（GX）に伴う原子力市場の拡大を見据え、核燃料サ
イクル、廃止措置・放射性廃棄物処理および次世代革
新炉を対象とした安全・安心な原子力設備やサービス
を提供する。

本稿では、当社の原子力事業のこれまでの取組みと第
7次エネルギー基本計画において大きな方針転換である

「原子力の最大限活用」に関する今後の取組みを述べる。

2．技術・事業の変遷

当社の原子力事業は、当社が手掛け1966年に運転を
開始した日本初の商用炉である日本原子力発電株式会社

（日本原電）の東海発電所が始めである。その後は、商
用炉から開発炉やMOX燃料製造設備などの設計製作に
携わり、原子燃料サイクル開発の一翼を担ってきた。

2．1　開発炉システム
開発炉として手掛けた新型転換炉原型炉ふげんは

1978年に運転を開始し、主に当社は燃料取扱設備、燃
料貯蔵設備および放射性廃棄物処理設備を担当した。ふ
げんは、2003年3月に運転を停止した。この新型転換
炉は2008年に廃止措置計画が認可されて廃止措置の
フェーズに入った。当社は、廃止措置に必要な仕分け・

分別装置と圧縮装置等を納入するなど、積極的に取り組
んでいる。

高速実験炉常陽でも、主に燃料取扱設備、燃料貯蔵
設備および放射性廃棄物処理設備を担当した。常陽では、
照射性能等を飛躍的に高めるMK-Ⅲ炉心への改造が行
われた。これに伴い、新型の燃料交換機の製作と燃料取
扱施設の完全自動化に関わる施設改造工事を受注し納入
した。これによって燃料交換期間は約3分の1に、定期
検査期間も約4分の3に短縮することに貢献した。2007
年には、試験に用いた計測線付実験装置（MARICO-2）
の試料部が炉内で干渉し、燃料交換機能が喪失する事
象が発生した。当社はこれを復旧するために、原因把
握段階から日本原子力研究開発機構（JAEA：Japan 
Atomic Energy Agency）へ全面的に協力した。さまざ
まな課題を克服して回収装置を開発し、2014年度に無
事MARICO-2試料部の回収につなげた（図1、図2）。

MARICO-2
試料部回収装置

仮設ピット蓋

大回転プラグ

原子炉容器

ガイド管

UCS撤去孔

炉内監視装置

ドアバルブ

ガイド管

ガイドスリーブ

図 1　常陽 MK- Ⅱ向け 
燃料交換機

図 2　MARICO-2 
試料部回収装置

高速増殖原型炉もんじゅでも主に燃料取扱設備、燃料
貯蔵設備および放射性廃棄物処理設備を担当した。もん
じゅでは、1995年末に発生したナトリウム漏えい事故
を受けて、当社はEVST（炉外燃料貯蔵槽）系のナトリ
ウム漏えい対策の強化に向けた工事を受注し、完遂した。

富士電機株式会社
エネルギー事業本部　発電プラント事業部

原子力事業推進室長　山 田 裕 之

富士電機の原子力技術と今後の取組み
原子力メーカ各社の取組み
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その後多数の検査漏れ等が問題となり、2016年に廃炉
が決定した。廃炉決定後は早急な燃料体の取り出しが必
要となった。当社は納入した燃料取扱設備を用いた燃料
体の取り出しを予定通り完遂した（図3）。

高温ガス炉のHTTR（High Temperature Engi-
neering Test Reactor：高温工学試験研究炉）では、
日本で初めての高温ガス炉の炉心設計、安全解析などを
実施し、主に炉内構造物および燃料取扱設備を納入した。
高温ガス炉は、2001年に850℃定格運転に至り、2004
年には世界最高となる原子炉出口温度950℃を達成した。
当社が開発に携わった炉心や炉内構造物に関わる技術が
実証された。なお、2021年7月には他の炉に先駆けて
再稼働を果たした（図4）。

2．2　核燃料サイクルシステム
当社の核燃料サイクルシステムにおける取組みは、

1980年代のJAEA向け燃料製造施設から始まり、日本
原燃株式会社向け再処理施設、そして日本原燃向け燃料
製造施設へと発展した。

（1）JAEA 東海の MOX 燃料施設関連
JAEA東海（日本原子力開発機構東海事業所）の

MOX燃料製造施設向けには、2000年までに高速増殖
炉（FBR：Fast Breeder Reactor）燃料のペレット仕
上検査設備や保管庫搬送設備等の設備を納入し、安定し
た燃料の製造に貢献した。21世紀に入り、高速炉（FBR）
燃料を安定供給することを目的として、燃料製造上の要

図 3　もんじゅ燃料体の搬出ルート

図 4　HTTR 炉内構造物全体図
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となる「仕上検査設備」と「密度抜取測定設備」の制御
用計算機システムの更新業務を受注し、これを納入した。

2008年には、高速炉用燃料ペレット仕上検査設備2
号機を受注し、2010年に納入した。この設備では従来
の常陽やもんじゅ向け燃料に加えて、実証炉向けに検討
された太径中空ペレットの取り扱いが可能である。さら
に、最新の画像処理技術を採用し、また運転経験を生か
して運転性を向上させている（図5）。

（2）日本原燃再処理施設関連
日本原燃再処理施設においては、三菱マテリアル株式

会社経由でウラン・プルトニウム混合脱硝施設を受注し
た。また、石川島播磨重工業株式会社（現・株式会社
IHI）経由で高放射線のガラス固化体を取り扱う機器類
を受注し、2004年までに現地据え付けを完了させた。

このうちウラン・プルトニウム混合脱硝施設の受注範
囲は、脱硝後のMOX粉末を取り扱うグローブボックス
の内装設備である。

また、ガラス固化体を取り扱う「固化セルクレーン」は、
高レベル廃液ガラス固化施設の中枢部に設置され、高線
量の機器を遠隔で分解・組立するのに使われている。

（3）MOX 燃料製造工場
2008年11月には日本原燃のMOX燃料製造工場で

あるJ-MOX（Mixed Oxide：混合酸化物）の燃料製
造施設を受注した。

J-MOXは、隣接する再処理工場からのMOX粉末を
原料として、軽水炉燃料用のMOX燃料集合体に加工す
る施設である。2010年10月に着工した。MOX燃料加
工工場では、粉末調整工程、ペレット成形工程、燃料棒
加工工程、燃料集合体組立工程と梱包・出荷工程を行う。
当社は粉末調整工程とペレット成形工程から成る主要工
程設備と、MOX燃料工場全体の管理システムを主に担
当している。

J-MOXは、新潟県中越地震や東日本大震災を契機と
して、設計上考慮する地震条件（耐震性）や安全規制体
系の見直しが続き、その都度設備設計変更の対応を行っ
てきた。特に耐震性については、より大きな加速度でも
閉じこめ機能を確保できるよう、耐震確証試験を実施し
てきた。なお、2022年10月には設計および工事方法の
部分的な認可がなされ、現在、2027年度の竣工に向け
て建設は最盛期を迎えている（図6）。

図 5　高速炉用燃料ペレット仕上検査設備全体図
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2．3　廃止措置・放射性廃棄物処理システム
当社が初めて手掛けた日本原電東海発電所は、1998

年3月に運転を終了し、廃止措置の段階に入った。これ
はわが国初の商用炉の廃止措置である。特に原子炉の解
体に関しては、東海発電所の実機大のセクターモデルを
用いた「原子炉遠隔解体装置」を受注し、5年にわたる
総合解体試験を2004年に完了させた。

福島第一原子力発電所の事故以降、当社は英国の
AMEC社（当時）と共に、スロバキアでSIALの商標で
実用化されたジオポリマーを活用した廃棄物の固化技術
の、国内でのマーケティング活動を行ってきた。本技術
は、セメントによる固化に比べて固化対象が広く、取り
扱いも容易なことから多くの関心を集めている。これま
でに当社の川崎工場の試験施設や発電所での試験も行い、
国内での採用に向け、さまざまなデータを取得した。こ
れらの技術は、福島第一原子力発電所の原子炉格納容器
や原子炉圧力容器の止水への適用に向けた研究開発も進
めている（図7）。

3．今後の原子力事業の取組み

上述のとおり、当社の原子力事業は、日本初の商用炉
である東海発電所以降は、直接発電には関わらない、研

究開発炉や再処理関連の遠隔ハンドリング装置やMOX
燃料製造設備など、バックエンド関連設備を手掛けてきた。

高温ガス炉（HTTR）や高速炉（常陽、もんじゅ）お
よび高速炉用燃料製造や再処理施設等の各プラント建設
で培った技術は、今後開発および建設が計画されている
次世代革新炉へも適用可能と考えている。また、安全・
安心が第一である原子力関連施設の廃止措置についても、
当社で培ってきたさまざまな技術が適用できると考えて
いる。

今後も原子力技術の強化と人財育成を両輪にして、国
内外における「原子力の最大限活用」に向け、大きく貢
献していきたい。

図 6　J-MOX 燃料製造工程

図 7　SIAL による廃棄物固化装置
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1．はじめに

三菱電機（以下、当社）は、日本の原子力発電の黎明
（れいめい）期である1970年代から事業に参画し、国内
の全ての加圧水型原子力発電所（PWR）に電気・計装
制御システムを供給してきた。1990年代以降、アナロ
グ製品の生産継続性の課題、およびデジタル計算機技術
の向上を背景として、運転操作性、信頼性、保守性の向
上を目的に、計装制御システムのデジタル化を進めてき
た。また、2000年代以降、デジタルシステムに対する
サイバー面の脅威に備え、国内のガイドラインが明確化
されるより前に、海外のセキュリティ規制を参考にしつ
つ、サイバー攻撃に対応するシステムの開発・製品化を
行い、国内PWRプラントへの導入を推進し、納めてきた。

2011年に起こった東日本大震災後は、国内のプラン
ト再稼働向けに、新規制基準に求められる安全対策工事
等に、三菱重工業株式会社と一丸となって取り組み、工
事を完遂させ、現在12基のPWRプラントの再稼働に
貢献するとともに、BWRプラントも含めた再稼働支援
を継続実施している。また、原子力発電の安定的かつ継

続的な利用に向け、六ヶ所再処理施設の早期竣工が不可
欠となっており、核燃料サイクルの推進という国の基本
的方針の下、当社は電気・計装制御の分野で最大限の支
援を行っている。

一方、海外においては、新設工事に参画し、技術の維
持や国際規格に準拠したノウハウを蓄積している。米国
では、プラントメーカーと協業し、革新炉（小型炉）の
新設工事にも参画している。

以上のように、当社は、GX2040ビジョンであるエネ
ルギー安定供給、経済成長、脱炭素社会の「三位一体」
の実現に貢献している。

本稿では、原子力分野において、当社が主に取り組ん
できた代表的な取組みを紹介するとともに、今後の展望
を記載する。

2．これまでの取組み

本項では、これまでの取組みとして、計装制御システ
ムのデジタル化の取組み、およびサイバーセキュリティ
に対する取組みを記載する。

三菱電機株式会社
電力システム製作所 原子力部

杉 野 孔 一

三菱電機の原子力事業の取組みと今後の展望
原子力メーカ各社の取組み

図１　中央制御盤他取替工事（設備デジタル化更新実績例）
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2．1　計装制御システムのデジタル化の取組み
当社は各プラント設備の最新デジタル機種への更新を

段階的に推進している。各事業者と共に計画的に更新を
進めており、累計更新システム数は150件以上に及ぶ。

2023年度に再稼働した高浜1、2号機では、関西電力
株式会社、三菱重工業株式会社と共に実施した中央制御
盤他取替工事によって1、2号機合わせて200面以上の計
装制御設備を最新の総合デジタル計装制御システムに一
括更新し、保守性の確保とデジタル型中央制御盤によるプ
ラント運転性の改善を実現している（図1）。本工事では建
設時に検討しているプラント運転タスクの洗い出しや運転
操作性の検証など最新の規制動向を踏まえ、更新するデ
ジタル型中央制御盤に対して改めて実施し、事業者と共に
中央計装に関する技術のアップデートと伝承に努めている。

2．2　サイバーセキュリティに対する取組み
従来、原子力分野では発電所の安全への取組み（安全

設計）を継続して行ってきた（プラントの深層防護、誤
操作防止、設備多重化など）。セキュリティ対策に関して
も、安全機能を持つ設備には、直接的な外部ネットワー
クへの接続禁止、独自装置・プロトコルなどを採用する
ことで、デジタル化制御システムのセキュリティ安全性
を確保している。昨今、これらの取組みに加えて、高度
化するサイバー攻撃への対応、内部脅威対応、最新の規
制指針対応など、新たな観点でのサイバーセキュリティ
対策が求められるようになっている。外部からの遮断を
より確実に行うデータダイオード装置や、状態を監視し
事象発生時に迅速に対策できる仕組みの導入など、主な
取組み例を以下にまとめる。

（1）原子力向けセキュリティ要件
原子力向けの要件は、米国国立標準技術研究所

（NIST）によって策定されたセキュリティ分析のガイド
ラインNIST SP800－30や、ISO/IEC27001に記載
のセキュリティリスク軽減を図るためのガイドライン
ISMS（Information Security Management Sys-
tem）などの手法を用いた分析結果や、国際原子力機関

（IAEA）発行のNuclear Securityシリーズ、米国原子
力規制委員会（NRC）発行のRG5.71などの規制指針・
ガイドラインより抽出した（表）。

表　原子力向けセキュリティ要件
分 類 No. 要件定義

技術要件

① 不正アクセス、マルウェア感染、サービス妨害、 
データ改ざん等への対策

② セキュリティレベルの異なるセグメント間の 
データ通信の物理的な一方向化

③ 記憶媒体のライフサイクル管理

運用要件
① セキュリティ状態監視
② セキュリティ事故対応組織の確立
③ 迅速な復旧対応

（2）監視制御システムのセキュリティ対策技術
原子力向けセキュリティ要件のうち、技術要件①の実

現に向け、セキュリティチェック装置、技術要件②の実
現のためにデータダイオード装置の導入が必要である。
対策として、全ての国内PWRプラント、および六ヶ所
再処理施設、BWRプラントの一部に対し、当社製品が
採用されている。

①セキュリティチェック装置
デジタル装置に対するセキュリティ機能（ウィル

ス対策、ホワイトリスト、アクセス管理等）を搭載し、
セキュリティ確保を実現するとともに、複数装置のセ
キュリティ状態を集約監視することで、同一ネットワー
ク上の装置のセキュリティの一元管理を行う。

②データダイオード装置
データ通信を物理的に一方向化するネットワーク装

置である。セキュリティレベルの異なるシステムの境
界に設置することで、セキュリティレベルの低いネッ
トワークからの不正侵入を遮断する。

（3）監視制御システムのセキュリティ運用対策
原子力向けセキュリティ要件のうち、運用面について

はソフト面での対応が主となるが、セキュリティ状態監
視（運用用件①）については、システム導入も行われて
きている。

監視制御システム向けセキュリティ状態監視は、情報
システムで導入されている汎用セキュリティデバイス（侵
入検知システム〈IDS：Intrusion Detection System〉）、
ファイアウォール、セキュリティ情報イベント管理システ
ム（SIEM：Security Information Event Manage-
ment）による監視の仕組みに、監視制御システムの特
質を踏まえて実現する。情報システムのセキュリティ監
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視対象は主にシステム内のデータ（個人情報、資産情報
等）であり、その情報がサーバ内に格納されているため、
汎用セキュリティデバイスによるセキュリティ監視が効
果的である。

一方、監視制御システムのセキュリティ監視対象には、
システム内のデータに加えてプラント設備、および制御
装置がある。これらは、汎用セキュリティデバイスでは
監視をサポートしているケースが少ないため、汎用セキュ
リティデバイスでの監視の仕組みに加え、プラント設備
のパラメータ情報や、プラント運転情報の異常からセキュ
リティ事故を検知・分析するセキュリティシステムにより
実現する（図2）。

2．3　安全対策工事の取組み
本項では、プラント再稼働に向け、当社が実施したさ

まざまな安全対策工事の中から、工事例および安全対策
に資するコンポーネント開発例を記載する。

（1）高エネルギーアーク損傷（HEAF）対策
高エネルギーアーク損傷（HEAF：High Energy Arc-

ing Fault）とは、主に開閉器等の導体間に大電流のア
ーク放電が発生し、急激なエネルギー放出が起こる爆発
性の電気故障を指す。本事象は国内でも発生例があり、
原子力発電所の重要安全施設へ電力供給する電気盤に
対してHEAFによる損傷を防止するよう、2017年7月
に規制化された。当社設備では非常用の高圧（6.6kV）・
低圧（440V）配電盤が対象となり、対策が求められた。

具体的には、配電盤の遮断器で短絡事故が発生し、そ
の際の断路端子破損等で遮断失敗して事故継続した場合
に、HEAFによる火災に至ることを想定する。この時、事
故点である遮断器への短絡電流供給を断つために、その上
流遮断器を開放する必要があるが、電流が流れ続けた時
間に応じてアークエネルギーが増大して火災に発展し得る。

そこで、当該回路の過電流保護装置の動作を従来と比
較して早める方針としたが、動作を早めると原子力所内

図 3　発電所内における過電流保護協調イメージ

図 2　情報システムと計装制御システムのセキュリティ監視の違い
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電源系統の保護協調が崩れる可能性があり、保護動作か
ら遮断完了までの動作シーケンス明確化や上流・下流保
護装置間の動作時間や近接限界の検証、系統短絡電流
詳細評価によりHEAFによる火災防止と系統の保護協調
を両立する設計を実現した（図3）。

国内PWRプラントでは、再稼働した全ての発電所で
HEAF対策を完了しており、原子力発電所の安定稼働と
安全性確保に貢献している。

（2）高耐震性配電盤
安全対策設備においては、設計基準施設よりもさらに

強固な耐震性が要求されるものがあり、特定重大事故等
対処施設に設置される設備では、より高い固有振動数を
クリアする剛構造の設計が必要となる。当社は、安全対
策設備としてさまざまな電気設備を納入しており、電気
系統を構成する上で重要となる配電盤においても専用の
高耐震機種を開発した。

具体的には、6.6kV高圧配電盤や440V低圧配電盤
があり、特に後者は動力変圧器盤のさらなる耐震性確
保が課題であったが、動力変圧器盤を中心に低圧フィー
ダ盤を両端4箇所列盤構成とする一体構成とすることで、
盤全体の固有振動数を向上させた。また、構成盤それぞ
れの構造見直しを実施することで、盤の保守に必要なス
ペースは従来と同等に収め、要求される固有振動数を達
成し、規制説明性を確保した（図4）。

2．4　六ヶ所再処理施設の竣工に向けた取組み
核燃料サイクルのバックエンドである六ヶ所再処理施

設の竣工に向け、当社製の電気・計装設備を納めてきた。

計装設備だけでも、その数は約600面に上る。本項では、
当社代表的な工事として、緊急時対策建屋の建設工事の
うち、通信設備の強化等に関わる安全対策工事について
記載する。

再処理施設では、PWRプラントと同様、東日本大震
災以降に施行された新規制基準への適合に向けた安全
対策工事を推進しており、重大事故等における支援拠点
として緊急時対策建屋の建設工事を行っている。当社は、
事業指定基準規則で要求される通信連絡設備などの装置
を受注し、PWRプラントで得た技術知見を活用しつつ、
計画から現地施工までを担当した。

通信連絡設備は、データ伝送設備、およびTV会議シ
ステム等から成り、設計基準事故等が発生した場合にお
いて、国、地方公共団体、その他関係機関等の必要箇所
へ事故に関わる通信連絡を映像・音声等により行うこと
ができる設備である他、再処理施設外の緊急時対策支援
システムへ必要なデータを伝送できる機能を有した設備
である（図5）。これらの設備は、原子力のセキュリティ
要求および多様性・多重性要求を満足した有線回線、無
線回線または衛星回線による通信方式の構成で実現して
いる。また、各回線を専用通信回線に接続し、輻輳（ふ
くそう）等による制限を受けることなく常時使用可能な
設計としている。さらに、重大事故等が発生した場合に
おいても、同等の性能を発揮するよう、安全対策設備に
要求される電源対策、および設計基準施設より強固な耐
震性を有した設備を導入することで、再処理施設の緊急
時対策支援に資する安全対策工事を推進した。

再処理施設の竣工に向けて、当社は引き続き、事業者
と一丸となり取組む所存である。

図４　安全対策向け高耐震低圧配電盤の開発概要 図 5　通信連絡設備の概要図
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開発している。具体的には、制御・監視盤と現場計測用
機器間の信号授受に適用し、これをケーブルレスで達成
することでケーブル火災発生要因を排除することや、将
来的に侵入監視用に自動走行ロボットやドローン等の適
用が可能となった場合に無線通信を利用した機動的な
24時間侵入監視など、物理セキュリティの向上などが挙
げられる（図6）。

このように、従来培ってきた電気・計装制御技術の強
みを生かし、新たな技術開発を踏まえて、今後の原子力
プラント運営に貢献し、GX2040ビジョンを支えていく。

3．2　海外展開
2011年東日本大震災後、国内での新設需要がない中

で、海外の新設工事にも参画し技術維持や国際規格準拠
のノウハウを蓄積してきた。2009年には、当社の計装
制御システムに対して、中国 国家核安全局から許認可を
取得するとともに、CPR1000（14基）向け計装制御シ
ステムの納入を完遂した。また、2018年には米国原子
力規制委員会から当社の計装制御システム向け許認可を
取得した。

当社は、2016年にHoltec International 社（以下、
Holtec社）と共同開発契約を締結し、初期段階から小
型炉（SMR-300）の開発に参画している。小型炉は従
来の発電用原子炉の3分の1 ～ 6分の1程度の出力の原
子炉であり、その特長として小型化による安全性向上と
設備合理化、柔軟な負荷追従運転による再生可能エネル
ギーとの共存等がある。

3．今後の展望

3．1　国内次世代計装制御の取組み
第7次エネ基において「原子力最大限活用」「廃炉を

決定した原子力発電所を有する事業者の原子力発電所の
サイト内での建替」について明記され、60年超運転等、
プラントの稼働率向上と共に、国内の建替に向けた開発
の活発化が期待される。

当社は、既存プラントの長期運転に資する安全・保全
向上の取組みに加えて、建替時においても電気・計装制
御のメジャーサプライヤとして貢献すべく、原子力サプ
ライチェーン維持に努めるとともに、安全・運用性向上
に資する技術開発を行っている。

一般産業界においてはデジタルトランスフォーメー
ション（DX）が本格的に進展しており、当社において
もDXに関連する価値を共創するデジタル基盤として、
Serendie®を提供している。原子力プラントのDX実現
に向けても、高信頼・高セキュアな無線技術やさまざま
な業務革新のベースとなるデータ基盤、OT&IT技術の
改善に向けたAI、拠点間での遠隔保全を実現する技術
の開発などを戦略的に推進している。本稿では一例とし
て無線技術開発を紹介する。

原子力プラントは分離、独立性の考慮などさまざまな
規制要求があり、また高いセキュリティの確保が求めら
れることから、主に有線での通信が行われてきた。その
ため、無線適用は通話設備など、限られた範囲にとど
まっていたが、原子力プラントの安全やセキュリティ向
上を目的に、レジリエントな無線通信の導入を目指して

図 6　無線適用によるプラントのセキュリティ向上例
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建設で得た革新炉技術・プラント建設の経験を国内次期
軽水炉・革新炉、さらには将来の融合炉などへ活用する。

3．3　原子力応用技術への展開（核融合）
当社は、日本を含む世界7極による国際熱核融合実験

炉ITER（International Thermonuclear Experi-
mental Reactor）のプロジェクトに参画し、炉本体を
構成する主要大型超電導コイルの一つであり、高い巻線
精度が要求されるトロイダル磁場コイル巻線部（WP, 
Winding Pack, 約110t, 日本担当分9台中5台分）

（図8）の製作に携わってきた。また、量子科学技術研究
開発機構（QST）那珂フュージョン研究所で建設が進め
られている核融合実験装置JT-60SA用超電導コイル日
本担当分（中心ソレノイド、平衡磁場コイル）の製作や
現在進められている大型改造工事に参画し、技術の蓄積
を図っている。これらのプロジェクトへの参画によって得
られる技術を、将来の原型炉の設計・製作にも活用でき
るよう取り組む。

図 8　TF コイル（TF09WP）完成時の記念写真 
（提供元：量子科学技術研究開発機構）

4．むすび

当社は、これまで重要な社会インフラを支える一員
として、原子力分野の発展と電力の安定供給に貢献し
てきた。

今後も、当社がこれまで培ってきた幅広い電力技術と
その革新力を生かし、電力の安全性・安定性・経済性の
調和を図るとともに、カーボンニュートラルで持続可能
な社会の実現に向けて、グローバルな貢献をしていく所
存である。

SMR-300開発のうち、当社は、Holtec社が設計する
プラントシステムの制御・保護機能を実現する計装制御
システムの設備構成等の設計を担当している。計装制御
システムの開発に当たっては（1）デジタル技術の適用
範囲最大化による小型・高信頼を実現した制御・保護設
備（2）自動化によって操作が少なく監視主体になる運
転に最適化した監視操作設備等の設計を進めている。ま
た、Holtec社は、2030年初頭に、米国パリセーズ原子
力発電所サイト内で、2基のSMR-300（図7）の建設計
画を発表しており、それに伴い、当社は、実機建設に向
けた計装制御システムの設備設計や許認可活動を加速し
ている。

図 7　「SMR-300」発電所の完成予想図

他方、海外動向として、エネルギー安全保障の観点や
データセンター、電気自動車などの電力ニーズの増加に
伴い、2024年11月のCOP29（国連気候変動枠組条
約第29回締約国会議）において、「原子力3倍」（2050
年までに発電容量3倍）への署名国が25カ国から31カ
国に増加しており、また、米国において2050年までに、
原子力発電設備容量を4倍とする方針とするなど、原子
力プラントの新設に向けた動きが、さらに加速すること
が予想される。

当社は、上述した海外動向を踏まえつつ、Holtec
社と共に初号機となるパリセーズ原発サイト内2基の
SMR-300建設完遂に取り組むとともに、原子力対応の
高信頼なデジタル計装制御技術を継承・発展させ、安
定に稼働するシステムの提供によって持続可能なエネ
ルギー供給に貢献していく。また、米国市場だけでなく、
欧州、その他の地域へのグローバルな展開に向け、高度
なデジタル技術を最大限活用したリモート保守を含めた
保守高度化を進めていく予定である。さらに、小型炉の
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当誌をより確実にお届けするため、標記手続きを以下のとおりご案内しております。
手続きは、当会サイト内専用フォームよりお願いいたします。

手続き方法

その他『電機』に関するお問い合わせは下部「通信欄」をご利用ください。

JEMA ウェブサイト https://www.jema-net.or.jp
左下「お問い合わせ」をクリック

「こちらの専用フォームからお願いいたします」をクリック
手続き項目

（1）送付先の変更　（2）送付部数の変更　（3）送付の停止
いずれかを選択し、必要事項をご記入ください。

手続きは
こちらから▶

機関誌『電機』に関する

各種手続きのご案内

送 付 部 数 の 変 更 送 付 の 停 止送 付 先 の 変 更

特集：第7次エネルギー基本計画実現に向けた原子力メーカにおける取組み／［機関誌『電機』に関する各種手続きのご案内］　43



1．経済の概況

IMF 世界経済見通し（10 月）では、2025 年の世界
経済の成長率を +3.2％とし、前回 7 月時点の見通しか
ら 0.2 ポイント引き上げました。世界経済は想定よりも
底堅く推移しているとしながらも、米国による広範な関
税措置や保護主義の影響で、ひずみの兆しが見られると
警告しています。

日本経済は、米国の通商政策による影響が一部の産業
を中心に見られますが、全体としては緩やかな回復基調
にあります。今後も、雇用・所得環境の改善や各種政策
の効果が引き続き下支えすると見込まれます。

ただし、米国・日本の政権運営の行方、国際景気の下
振れ、中東地域やウクライナを巡る情勢、金融資本市場
の変動等の影響に十分注意する必要があります。

高市政権に替わり、先般の所信表明演説において、原
子力やペロブスカイト太陽電池をはじめとする国産エネ
ルギーの重要性、脱炭素電源の最大限活用や省エネ／燃
料転換の促進、加えて次世代革新炉やフュージョンエネ

ルギーの早期社会実装を目指すことを力強く述べられま
した。さらに、2025 年 11 月 4 日には「日本成長戦略
本部」が新たに設置され、17 分野の重点投資対象は多
くの分野で電機業界が貢献できると考えます。

また、日米関税交渉で合意に至った対米投資について、
投資先の候補企業を共同文書にまとめられ公表されまし
た。投資分野はエネルギー、人工知能（AI）向け電源開
発、AI インフラの強化等であり、電機業界としても、大
きな関心を寄せております。

2．重電機器分野

2．1　上期の状況
重電機器分野の国内生産は、1 兆 7438 億円、前年

同期比 106.6％と、前年同期を上回りました（表 1）
（図 1）。電力向け機器のうち、発電用原動機は前年同期
を下回りましたが、変電機器は前年同期を上回りました。
また、産業用汎用電気機器も前年同期を上回り、その結
果として重電機器全体も前年同期を上回りました。

漆間会長　記者発表 
～2025年度　上期の電気機器の状況～

一般社団法人 日本電機工業会

2025 年 11 月 20 日、電機工業会館にて、プレス関係者
12 人の出席者を得て、漆間会長の記者発表を行いました。
以下、発表内容と、質疑応答の概要をご紹介いたします。

リリース文および詳細データは JEMA ウェブサイトでも
ご覧いただけます。

JEMA ウェブサイト 
「2025 年度 上期の電気機器の状況」 
https://www.jema-net.or.jp/about/news/251120.html
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次に、回転電気、静止電気、開閉制御装置等は、それ
ぞれ前年同期を上回りました。電力向けが中心の、変圧
器、監視制御装置は、前年同期を上回りました。

一方、製造業向けの設備投資においては、インバータ
は流通在庫過多の状況が続いており下回りましたが、半
導体、電子部品産業からの需要減による影響が解消に向
かい、サーボモータやサーボアンプなどの産業用汎用電
気機器は前年同期を上回りました（図 2）。

2．4　下期　国内生産の動向
発電用原動機は、上期に引き続き、ボイラ、蒸気ター

ビンは低調な水準ですが、再エネを補完する調整力電源
としてガスタービンの輸出向けが伸長し、前年同期を上
回ると見通しております。

2．2　上期　国内生産の状況
重電機器を四つに分類し、発電用原動機、回転電気機

械、静止電気機械器具、開閉制御装置・開閉機器のそれ
ぞれについて、主な機器の国内生産金額を記載いたしま
した（表 2）。

2．3　上期　国内生産の増減内訳
まず、発電用原動機についてですが、全体としては、

前年同期を下回りました。要因として、火力発電機市場
の縮小による影響は継続しており、ボイラ、蒸気タービ
ンは低調な水準となり、さらに、再エネを補完する調整
力電源としてガスタービンの輸出向けは高水準ではあり
ますが、昨年度上期には及ばず前年同期を下回ったこと
によります。

16,352

-28

481 129

FY24上期 発電用原動機 回転電気機械 静止電気機械器具 開閉制御装置・
開閉機器

FY25上期

503 17,438
（単位：億円）

表 2　主な重電機器の国内生産金額

（単位：億円、％） 2024 年度
上期

2025 年度
上期

前年 
同期比

重電機器合計（１＋２＋３＋４） 16,352 17,438 106.6

１．発電用原動機計 1,663 1,635 98.3
ボイラ 487 584 119.8
蒸気タービン 249 197 79.0
ガスタービン 926 854 92.2

２．回転電気機械計 4,586 5,067 110.5
うち交流電動機 1,760 1,935 109.9
うちサーボモータ 395 412 104.3

３．静止電気機械器具計 3,125 3,255 104.1
うち変圧器 1,254 1,305 104.0
うち電力変換装置 1,476 1,481 100.3

うちインバータ 637 622 97.7
うちサーボアンプ 394 399 101.5

４．開閉制御装置 ･ 開閉機器計 6,978 7,482 107.2
うち監視制御装置 881 954 108.2
うち低圧開閉器・制御機器 2,350 2,638 112.3

うちプログラマブルコントローラ 420 480 114.2
※ 端数四捨五入のため、積み上げ値と合計が一致しない場合がある

出所：経済産業省　生産動態統計

出所：経済産業省 生産動態統計

図 2　重電機器　国内生産の増減内訳

表 1　重電機器　国内生産金額

単位：億円、％ 24 年度 
上期

25 年度 
上期

前年 
同期比

重電機器　国内生産 16,352 17,438 106.6

出所：経済産業省 生産動態統計

出所：経済産業省　生産動態統計

図 1　重電機器　国内生産金額

16,352 17,438 16,575

FY24
上期

FY25
上期

10年平均
（参考値）

（単位：億円）
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3．白物家電機器分野

3．1　上期の状況
白物家電機器分野の国内出荷は、1 兆 3911 億円、前

年同期比 103.5％と、前年同期を上回りました（表 3）
（図 3）。その要因としては、3 年連続で史上最も暑い
夏の記録を更新していることにより、ルームエアコンの出
荷が好調だったこと、空気清浄機、ジャー炊飯器、電気
シェーバー等も好調に推移したことによります。上期とし
ては、1991 年に次ぐ過去 2 番目の出荷金額となりました。

電力向け中心の、変圧器、監視制御装置等は、再エネ
の主力電源化に伴う、次世代電力ネットワーク、送電網、
配電網の構築により、引き続き需要の増加が見込まれる
ため、前年同期を上回ると見通しております。

製造業向けの設備投資においては、半導体、電子部品
産業向け需要減が解消に向かい、サーボモータ、サーボ
アンプなどの産業用汎用電気機器は、上期に引き続き前
年同期を上回ると見通しております。

一方、リスク要因として、米国や中国を中心とした各
国関税政策などによる影響を注視する必要があると考え
ております。

13,440

456

-114 -8

18 23 25 71 13,911

FY24上期 ルームエアコン 電気冷蔵庫 電気洗濯機 空気清浄機 ジャー炊飯器 電気シェーバー その他 FY25上期

（単位：億円）

表 4　主な白物家電機器の国内出荷金額

（単位：億円、％） 2024 年度 
上期

2025 年度 
上期

前年 
同期比

白物家電機器合計 13,440 13,911 103.5

ルームエアコン 5,049 5,505 109.0

電気冷蔵庫 2,136 2,022 94.7

電気洗濯機 1,904 1,896 99.6

空気清浄機 189 207 109.7

ジャー炊飯器 483 506 104.8

電気シェーバー 265 290 109.7

その他（上記品目以外） 3,414 3,485 102.1

※ 端数四捨五入のため、積み上げ値と合計が一致しない場合がある
出所：日本電機工業会統計、日本冷凍空調工業会統計（ルームエアコン）

出所：日本電機工業会統計、日本冷凍空調工業会統計（ルームエアコン）

図 4　白物家電機器　国内出荷の増減内訳

出所：日本電機工業会統計、日本冷凍空調工業会統計（ルームエアコン）

図 3　白物家電機器　国内出荷金額

13,440 13,911 13,065

FY24
上期

FY25
上期

10年平均
（参考値）

（単位：億円）

表 3　白物家電機器　国内出荷金額

単位：億円、％ 24 年度 
上期

25 年度 
上期

前年 
同期比

白物家電機器　国内出荷 13,440 13,911 103.5

出所：日本電機工業会統計、日本冷凍空調工業会統計（ルームエアコン）
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3．2　上期　国内出荷の状況
白物家電機器のうち、ルームエアコンや冷蔵庫などの

主要製品の、国内出荷金額を記載いたしました（表 4）。

3．3　上期　国内出荷の増減内訳
ルームエアコンは、記録的な暑さに加え、早期試運転

推奨の効果もあって出荷が好調に推移し、前年同期を上
回りました。

冷蔵庫は、大型から中型シフト等により、401L 以上
の大型タイプが低調で、前年同期を下回りました。

洗濯機は、ドラム式は伸長を続けているものの、物価
高騰による消費者の買い控えもあり、前年同期を下回り
ました。

空気清浄機は、コロナやインフルエンザの流行や、イ
ンバウンド向けホテル需要の高まりがあり、前年同期を
上回りました。

ジャー炊飯器は、政府備蓄米の放出もあり、新米でな
くても美味しく炊ける高機能製品への注目が高まり、前
年同期を上回りました。

電気シェーバーは、高機能・高付加価値製品の需要拡
大により、前年同期を上回りました（図 4）。

3．4　下期　国内出荷の動向
物価高騰による耐久消費財の買い控え傾向は、継続す

ると考えられます。また、冬の寒さは全国的にほぼ平年
並みと見込まれますが、夏場に好調だったエアコンの反
動減も想定されるため、国内出荷は前年を下回ると見通
しています。一方で、上期にインバウンド需要により好
調だった空気清浄機や、電気シェーバーについては、引
き続き需要拡大が見込まれます。
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18,501 18,042 18,724
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114.4 109.2 111.4 101.2
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％億円

重電機器 生産 前年同期比

出所：経済産業省　生産動態統計

※ 2025 年度下期見通しは、2025 年 3 月 13 日に発表したものである

参 考 資 料

重電機器　国内生産額推移　半期別
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出所：経済産業省　生産動態統計

※2025年度下期見通しは、2025年 3月 13日に発表したものである

※2025年度下期見通しは、2025年 3月 13日に発表したものである
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出所：日本電機工業会統計、日本冷凍空調工業会統計（ルームエアコン）

重電機器　国内生産額推移　生産分類別

白物家電機器　国内出荷額推移　半期別

重電機器　国内生産実績　生産分類別

（単位：億円、％） 2024 年度
上期

2025 年度
上期

前年 
同期比

重電機器合計 16,352 17,438 106.6
受注生産品＊ 1 6,438 6,360 98.8

発電用原動機 1,663 1,635 98.3
電力・一般産業用機器 4,775 4,725 99.0

産業用汎用電気機器＊ 2 6,631 7,089 106.9
その他の重電機器＊ 3 3,283 3,989 121.5

※ 端数四捨五入のため、積み上げ値と合計が一致しない場合がある
出所：経済産業省　生産動態統計

＊ 1　受注生産品：	� 発電用原動機（蒸気・ガスタービン等）、発電機、 
大容量変圧器等 
電力及び産業用（自動車、鉄鋼等）向けの電気設備

＊ 2　産業用汎用電気機器：	�汎用インバータ、サーボモータ、プログラマブルコントローラ等 
需要先が多岐にわたる、主に標準仕様で生産する量産品 
流通は代理店経由が多い

＊ 3　その他の重電機器：	� 電気炉、電気溶接機、分電盤等 
機器としては重電機器受注生産品または産業用汎用電気機
器であるが、データとして分類できない機器
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Q2　本日発表の民生用電気機器国内出荷 2025 年 10
月度実績につきまして、ルームエアコンは 10 月単月とし
て過去最高の出荷金額となったと書かれています。これ
は昨年に引き続き過去最高ということですが、昨年度同
様残暑が長引いたことが寄与したということでよろしい
ですか。

A2（浅井 家電部長）かなり夏の暑さが続いておりまし
たので、その分の影響があったことは間違いないと思っ
ております。

Q3-1　重電の生産実績ですが、ガスタービンが上期に
減少したことに伴い、当初生産見通しとの比較において
も減少しているようなのですが、この背景についてもう
少しお聞きできたらと思います。

A3-1（漆間会長）ガスタービンが減少したといいます
が、先ほど申し上げたように、今後、輸出等々で増加し
ていくと思います。今は既に受注が入っていますので、
上期で一喜一憂するというよりも、今の受注の入り方で
各企業の合計が現れてくると考えていただければと思い
ます。

Q3-2　期ずれのようなものだと理解すればいいですか。

A3-2（漆間会長）大体、下期に集中するような状況が
起きていると思えばよいのではないかと思います。

Q3-3　JEMA ウェブサイトでも紹介されていたトップラ
ンナー変圧器の需給状況関連で、もう一問お願いします。

トップランナー基準の切り替えによる駆け込み需要に
伴い、納期の遅延が生じるような可能性がありそうなの
ですが、メーカー各社の生産最大化に向けた取組みをど
のようにご覧になっているでしょうか。

また、基本的なことですが、年度内の納期が間に合わ
ない場合は、新基準対応品の納入について、当然、発注
者と納期・数量・コストや価格について相談していくと
いうことになるのでしょうか。

質疑応答

Q1　冒頭、重電分野のところで対米投資の話に触れて
いたと思いますが、日米間の投資に関する共同ファクト
シートの中には複数の JEMA 会員企業が名前を連ねて
おり、また事業規模という形で一部金額規模も示されて
いました。こちらについて、JEMA として、例えば早期
に具体的な議論を進めていくべきだとか、今後どのよう
に進めていくべきかということを、JEMA の会長として、
どういったご意見をお持ちかも含めて伺いたいと思います。

A1（漆間会長）今回のファクトシートには幾つかのメー
カーが出ています。これは今からの動きということでご
理解いただければと思いますし、その中に数字等々もあ
りましたが、それぞれのカテゴリーの事業規模といいま
すか、そのような数字とご理解いただければよいのでは
と思います。

また、今後米国にて生産をするかしないか、あるいは
需要がどのように出てくるのかというのは、今のところ
まだ分かっておりません。もちろん、今後米国と連携し
ながら進めていくということだけは事実だと思いますの
で、その中で、個社がそれぞれその案件に対して入札
をしながら対応していくということになるのではないか
と思います。

それに合わせて、必要に応じて個社としての設備投資
が米国に必要だということがあれば、そういうことが発
生していきますし、今の日本で持っている、あるいはそ
の他外国に持っているそれぞれの企業の生産力が追従で
きるのであれば、それはそれぞれで対応していただくと
いうことでご理解いただければと思います。
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気最後の年で、まだ日本全体に好景気感が残っており、
多くの製品で高価格帯への需要シフトが続いていたこと
も、出荷金額を押し上げた要因の一つではないかと考え
ております。

以上、30 年以上前のため、当時の市況を分析した資
料などが残っておらず、あくまで推察となりますことをご
容赦お願いいたします。

Q5　先ほどの日本成長戦略本部の文脈で、17 分野の
重点投資対象、多くの分野で貢献しているというお話を
いただきましたが、特にどのような分野でしょうか。もし
何か具体的に期待される分野がございましたらお伺いで
きますと幸いです。

A5（漆間会長）これは全般的にということなのですが、
例えば原子力発電に関してもいろいろな言及がなされて
います。そのほか、例えば防衛分野もございますし、デー
タセンター等の関連機器など、そしてそれらにまつわる
変圧器や受配電機器等の重電機器も出てまいります。

そういう意味では、それらを強化しようとすると、電
機メーカーである JEMA 会員各社は、それぞれ自分たち
が取り組んでいることによって貢献することができるの
ではないかと考えています。そのようにご理解いただけ
ればと思います。

Q6　最近の日中関係悪化による下期見通しへの影響に
ついて、お伺いできればと思います。

A6（漆間会長）日中関係については皆さんもご承知の
とおり、いろいろなカードを中国政府が切っているという
現実があります。そして、今後どのような形で進むのか
については、JEMA としても予測が非常に難しいところ
ではあります。

いずれにしましても、これが将来ずっと続くのかどう
かということについても、予測が難しいです。特に希少
資源については、ずっと止まってしまうとなった時に、こ
れは間違いなく生産に影響してまいります。

生産に影響してくる場合、例えば磁石等については、
できるだけこれを使わないような努力をすることで解決
しようとします。この開発には時間がかかるわけですが、
いずれにしてもまずは磁石の量を減らす努力をそれぞれ

A3-3（栗田 技術戦略推進部長）トップランナー変圧器
につきましては、各社は生産体制をかなり増強されてい
ると伺っております。

例えば、OB の方などを動員して、ラインを高負荷で
維持することで、3 月まで目一杯の生産を続けていると
伺っております。

そして納期につきましては、各社が、個社としてお客
さまといろいろな話をされているということを聞いており
ます。JEMA としては、とにかく法律で決められたルー
ルがありますので、それでやってくださいということを確
認させていただいております。ここは誠意を持ってお客
さまとご対応くださいというお願いをしているところです。

Q3-4　年度内の納品が間に合わなかった場合の対応は、
数量や納期、コスト、新基準での納品に関してお客さま
と相談していくことになるという理解でよろしいですね。

A3-4（栗田 技術戦略推進部長）はい。どの部分を新
基準で出すかなどは、個社ベースで話をされているとい
うのは聞いております。しかし JEMA では、それがどう
なっているかについては分かりかねます。

Q4　白物家電機器の 2025 年度上期国内出荷に関して、
上期としては 1991 年に次ぐ過去 2 番目の出荷金額と書
かれていました。1991 年が過去最高の出荷金額となっ
た要因としては、どういったものが挙げられますか。

A4（浅井 家電部長）調べる必要があるため、後ほど回
答いたします。（注）

（〈注〉企画部追記：本記者発表ご出席者に対し、後日以
下のとおり回答しました）

1991 年度の年間出荷金額は、2 兆 7083 億円、前年
比 105.8％の実績です。この年も全体を大きくけん引し
たのは、エアコン（前年比 111％）の出荷でした。

エアコンは 6 ～ 7 月中旬までのボーナス商戦が最大の
商戦期となるのですが、気象庁のデータを見ると、6 月
が記録的な高温で推移していることから、ちょうどこの
商戦期でエアコンの出荷が大きく伸びたのではないかと
推察しております。

また、冷蔵庫、洗濯機、炊飯器等で前年より平均単価
が大きく上昇しています。これは、1991 年がバブル景
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JEMA ウェブサイト「統計」をクリック

https://www.jema-net.or.jp/stat/index.html　▶

のメーカーがすることになります。あるいはその磁石の
入った製品に対して、エンドユーザーの皆さんにもご理
解いただくことになります。その中で一緒になって減らし
ていく工夫をしなければいけないのではないかと思います。

一方で、われわれ経済界および JEMA としては、実
際に中国とビジネスが行われています。これについて、
われわれは、今後ともきちんと継続していく上で、中国
側パートナーと一緒に議論をしながら、そしてお互いに
しっかりと理解をしながら進めていくことが、今、産業
界では必要なのではないかと思います。

（文責　企画部）

一般社団法人 日本電機工業会

各種統計データのご紹介

［ハイライト］／［各種統計データのご紹介］　51

取扱製品（重電機器、白物家電機器、原子力プラント、新エネルギーシステム）に関する各種統計データを、
JEMA ウェブサイトで公開しております。

「統計」をクリックすると以下「公開統計一覧」の情報を入手できます。

公開統計一覧� ※ データは定期的に更新されます

大分類 小分類
官庁統計

（生産／出荷／在庫・輸出入）
電気機器　生産／出荷／在庫 実績

電気機器　輸出入 実績

電気機器の見通し 電気機器の見通し （ニュースリリース・データ）

JEMA 自主統計 重電機器受注生産品　受注実績

産業用汎用電気機器　出荷実績

民生用電気機器　国内出荷実績

原子力発電設備関連統計

加速器関係統計

新エネルギーシステム関係統計

定置用リチウムイオン蓄電システム 出荷 実績

お問い合わせ方法
JEMA ウェブサイトのトップページ左下にある「お問い合わせ」をクリック
してお問い合わせフォームを開き、「お問い合わせ内容」の「統計データに
関するお問い合わせ」を選択して必要事項をご記入し、送信願います。

https://www.jema-net.or.jp/stat/index.html


2025年度（第74回） 

電機工業技術功績者表彰 
正会員会社 最優秀賞および優秀賞の紹介

電機工業技術功績者表彰は、一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）正会員会社の業務に従事し、電力部門、 
産業部門、家電部門、ものづくり部門、IoT・AI・DX 部門の各分野において、新製品 ･ 新技術開発などによって
優れた成果を挙げ、電機工業の進歩発達に貢献した方々を表彰するもので、1952 年以来、毎年 1 回実施し、今回
で 74 回目となります。
本稿では、「正会員会社 最優秀賞および優秀賞」受賞会社様のご寄稿を紹介いたします。

なお、2025 年 10 月 16 日、東京會舘にて開催された式典の模様と全受賞者リストは、2025 年 11 月号に掲載
いたしました。当会ウェブでもご覧いただけます。

JEMAウェブサイト　トップページ▶技術と電機▶表彰事業
https://www.jema-net.or.jp/engineering/jema-commendation/2025.html

電力部門
再生可能エネルギーの導入に関する技術革新・価値向上、電力のレジリエンスを向上させる技術等、
社会課題の解決に直結する製品開発が多数見られました。

産業部門
産業部門は、重電部門から分かれて最初の年となりますが、多岐にわたる領域から推薦があり、会員企
業の広範かつ高度な技術力がうかがえました。EMC 対策や効率向上、大容量化などの性能向上に加え、
省スペース化や環境に配慮した製品も多く見られました。

家電部門
AI 搭載により日々を快適・便利に過ごせる高付加価値製品や、さらなる省エネ・高効率・小型化等
カーボンニュートラルの実現に向けた技術が多数推薦されました。

ものづくり部門
応募数が 15 件と昨年に引き続き高い水準を維持しています。内容も AI を活用した新たな検査手法、
工場のスマート化、重要工程の自動化など多岐にわたりました。

IoT・AI・DX 部門
AI・IoT を活用し、限られた資源を有効に活用する技術や機器・設備の効率的制御など多岐にわたり、
DX によって人の生活に寄り添う技術も数多く見られました。

出所：『2025 年度（第 74 回）電機工業技術功績者表彰受賞者及び功績概要』（抜粋し、一部修正）

【 審 査 総 評 】
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1．はじめに

脱炭素社会の実現に向け、産業分野におけるさらなる
省エネルギー化が求められている。ターボブロワやコン
プレッサなどのターボ機械は、汎用モータと増速ギヤの
組み合わせによってインペラを毎分数万回転で駆動する
構造が一般的であるが、増速ギヤで発生する機械損失
はエネルギー変換効率向上の妨げとなっていた。さらに、
システムによってはモータを商用電源によって駆動する
場合があり、この場合モータは一定速度で運転されるた
め、風量はバルブやダンパーの絞り量によって調整され
る。しかしこの方式では、風量を低減しても系統の圧力
損失が増加するため、モータの軸動力は大きく低減せず、
省エネルギー化が困難である。

そこで当社はこれらの課題を解決するため、大型ター
ボ機械を対象に、高速モータと高圧・高周波インバータ
を組み合わせたメガワット級高速ダイレクトドライブシ
ステムを開発した。

2．製品概要

2．1　高速モータ概要
図 1 に開発した高速モータの仕様およびカットモデル

を示す。本モータは定格出力 1.3MW、定格回転速度
11,500min-1、定格電圧 6kV の高圧仕様である。ロー
タ構造は、高効率化と危険速度向上の観点から、軸径
を太く設計しやすい表面磁石同期モータ（SPMSM：
Surface Permanent Magnet Synchronous Motor）

株式会社 明電舎 
電動力ソリューション営業・技術本部　開発部 
回転機開発部　開発第二課

松尾　圭祐

株式会社 明電舎 
電動力ソリューション営業・技術本部　開発部 
回転機開発部　開発第三課

松本　忠弘

株式会社 明電舎 
電動力ソリューション営業・技術本部　開発部 
インバータ開発部　開発第一課

宮本　恭昌

最優秀賞

大型ターボ機械用メガワット級 
高速ダイレクトドライブシステムの開発

項 目 製品仕様

モータ方式 永久磁石モータ

軸 受 磁気軸受（社外品）

出 力 1,300kW

回転数 11,500min-1

電 圧 6,000V

冷却方式 ハイブリッド冷却（空冷・水冷）

図 1　高速モータ概略図

ステータコア

ロータ
表面を非磁性CFRP 飛散防止リングで保護
（CFRP: 炭素繊維強化プラスチック）

水冷配管

吸気口

ラジアル
磁気軸受

スラスト
磁気軸受

ラジアル
磁気軸受

磁気軸受
磁気軸受

非接触で摩耗部品なし、潤滑オイル不要

軸受
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3．技術課題とその対応

3．1　高周速ロータ開発
図 3 に本モータのロータ断面の模式図を示す。大容量

かつ高速回転を実現するロータ構造を SPMSM で設計
するに当たり、遠心力による永久磁石の飛散を防止する
保護部材として、軽量かつ高強度であり、電気的損失が
小さい利点を有する CFRP で成形された保護リングを
採用した。CFRP はゴルフクラブのシャフトや航空機の
主翼など幅広い分野で使用されているが、当社において
SPMSM のロータ構造部材に CFRP を採用するのは今
回が初であり、強度のバラつきや劣化特性の把握、長期
信頼性の評価方法確立が課題となった。そのため、強度
評価に当たっては、CFRP リング専用の破壊試験治具を
製作し、荷重をリング内径側から印加することで、リン
グの拡径量とヤング率から CFRP リングの破壊応力を算
出する手法によって、初期状態の強度バラつき評価や熱
劣化後の強度評価などを実施した。加えて、材料選定か
ら製造工程の管理に至るまでを包括的に実施し、今回の
仕様に耐えるロータ構造を開発した。

を採用した。さらに、遠心力による永久磁石の飛散を防
ぐため、炭素繊維強化プラスチック（CFRP：Carbon 
Fiber Reinforced Plastic）で成形した保護リングを
ロータ表面に配置し、十分な耐遠心力強度を確保してい
る。冷却方式は空冷と水冷を組み合わせたハイブリッド
冷却方式とし、高速回転に伴う高出力密度化によって増
大する温度上昇を抑制している。加えて、軸受には磁気
軸受を採用し、ロータを非接触で支持することで潤滑オ
イルやグリースを不要とする構造を実現した。

2．2　高圧・高周波インバータ概要
図 2 に開発した高圧・高周波インバータの仕様および

構造イメージを示す。本インバータでは当社にて実績の
あるセル直列多重構成を採用し、複数のインバータセル
をスター結線で接続することで電圧を分担し、高効率化
とサージ電圧の低減を実現している。また、スイッチン
グ制御にマルチレベル固定パルスパターン方式を適用す
ることで、スイッチング損失を抑制するとともに、さらな
るサージ電圧の低減を実現している。

図 3　ロータ模式図 図 4　高圧高周波絶縁システムの検証コイル

CFRP 飛散防止
保護リング

シャフト

永久磁石
模擬鉄心 コイル

図 2　高圧・高周波インバータ概略図

項 目 製品仕様

回路方式 セル直列多重

方 式 マルチレベル固定パルスパターン

容 量 1,300kW

定格出力電圧 6,000V

制 御 PM モータセンサレス制御

冷却方式 空 冷

セル直列多重
・高効率
・低サージ電圧
・低圧パワーデバイス利用可
・電源高調波低減

マルチレベル固定パルスパターン
・高効率（スイッチング損失抑制）
・出力電圧 2段変化サージ防止

インバータ内部
（イメージ）
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3．4　磁気軸受の採用
モータの高速回転に伴い、従来の転がり軸受を使用し

た場合は摩擦損失が増大し、効率低下の懸念がある。ま
た、ダイレクトドライブ方式により増速ギヤを排除した
場合でも、モータ側の軸受には定期的な潤滑オイル供給
が必要となり、メンテナンス性に課題が残る。

これらの課題に対し、本モータでは磁気浮上原理を利
用し、ロータを支持・案内する磁気軸受を採用した。こ
れにより、従来の軸受に対して、物理的な接触面が存在
しないため摩耗がなく、摩擦損失を低減することで高効
率化を図れる。さらに、潤滑オイルが不要かつ軸受交換
作業も不要となり、メンテナンス性の向上が期待できる。

3．5　マルチレベル固定パルスパターン
図 6 に、現行の PWM 制御からマルチレベル固定パ

ルスパターン制御へ変更した際の出力電圧波形を示す。
現行の PWM 制御で高周波出力を制御する場合、主

に以下の二つの課題が生じる。

【PWM制御】電圧波形

【マルチレベル固定パルスパターン】電圧波形

図 6　マルチレベル固定パルスパターン制御

① 電圧レベルの二段変化によるサージ電圧の増大
② 基本波 1 周期あたりのパルス数減少による電流高

調波の増大

これらの課題に対し、本開発では、出力電圧の二段変
化を抑制しつつ、低キャリア周波数でも高調波を低減で
きるマルチレベル固定パルスパターン制御を開発した。

3．2　高圧高周波絶縁
本モータの駆動周波数は定格回転速度において

400Hz 近くに達し、商用周波数の約 8 倍となる。この
ため、従来の商用周波数で運転される 6kV 級の高圧モー
タに対し、同等の絶縁構成ではコイルの絶縁寿命が低下
する懸念があった。そこで本開発では、耐電圧性能の強
化および電界緩和システムの再設計を行い、高圧・高周
波対応の絶縁システムを構築した。そして図 4 に示す検
証用コイルを用いて、課電寿命試験などの検証試験を実
施し、製品寿命にわたり十分な絶縁性能を確保できるこ
とを確認した。

3．3　冷却システム
図 5 にモータ冷却構成の概略図を示す。高速回転化

により、本モータは従来の当社製同出力モータに対して
モータ体積が約 5 分の 1 に小型化されたが、その結果、
損失密度が増加するため温度上昇の抑制が課題となっ
た。損失分析の結果、本モータはロータとステータのエ
アギャップで発生する風損、またステータコア内部で発
生する鉄損の影響が大きく、これらの損失の放熱性を高
めるため、空冷と水冷を組み合わせたハイブリッド冷却
方式を採用することとした。具体的には、外気を吸気し
てコイルエンドやモータ内部を直接冷却する空冷と、フ
レーム内に設けた水路への通水によってフレームおよび
ステータコアを冷却する水冷を併用することで、目標と
する温度上昇値を満たすことができた。

水冷配管

空冷ファン

ブロワ

高圧高速モータ

熱
交
換
器

図 5　モータ冷却構成概略（空冷＋水冷）
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5．おわりに

本稿では、ターボブロワやコンプレッサなどのターボ
機械向けに開発した高速モータと、高圧・高周波イン
バータを組み合わせたメガワット級高速ダイレクトドラ
イブシステムについて紹介した。

今後は今回開発したシステムをベースに、IoT を活用
した予防保全技術の確立や、さらなる高速化・大容量化
を目指し、カーボンニュートラル社会の実現に寄与して
いく所存である。

この方式を採用することで、システム全体の効率向上、
サージ電圧の抑制、さらに出力電流高調波（THD）の
低減を実現した。

4．本システムの適用効果

本システムの適用効果について以下に述べる（図 7）。

（1）省エネルギー化（高効率化）
増速ギヤを使用しないダイレクトドライブ方式、イ
ンバータの可変速運転による流量制御などにより、
ブロワ用途にて従来方式（ギヤ式多段速など）と比
較して 10 〜 30％の消費電力削減

（2）省スペース化
従来の同出力モータと比較し、モータ体積を約
80％削減（当社比）

（3）省メンテナンス化
ギヤレス、磁気軸受の採用により潤滑オイルが不要
となり、保守負担を軽減

省エネ（効率向上）
省スペース

ブロワ
高速モータ

省メンテナンス

ブロワ
増速ギヤ

カップリング

汎用モータ

従来システム方式

ダイレクトドライブ方式

図 7　システム方式
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1．はじめに

脱炭素社会・カーボンニュートラルの実現に向けて、
太陽光発電・風力発電などの再生可能エネルギーや蓄電
池の導入、さらには送電効率の高い直流送電システムの
構築がますます進んでいる。半導体デバイスで交流／直
流変換する系統連系変換器は、これらと電力系統との接
続に不可欠であるが、電力系統の複雑化や状態変化が安
定運転上の課題になっている。例えば、図 1 のように、
系統インピーダンス（送電線や需要家などの抵抗、イン
ダクタンス、キャパシタンス）は、発電所との距離や需
要家負荷の状況などによって変化する。その結果、系統
インピーダンスと変換器との意図しない相互作用によっ
て高調波共振（特定の周波数の電圧や電流が異常増幅さ
れる現象）が発生する場合がある。

高調波共振は、変換器の運転を不安定化させるだけで
なく、系統に接続された機器の焼損や誤動作を引き起こ
す恐れがある。従来、このような問題の多くは変換器設
置後に顕在化するため、十分な事前対策が困難であった。
変換器回路上の対策として大容量の高調波フィルタを設
けることは有効であるが、コストや体積の増加につなが
る。また、変換器制御の変更も考えられるが、時々刻々
と変化する系統状態への対応は困難であった。

これらの課題を解決するために、制御演算上の工夫で
変換器特性を動的に調整する高調波共振抑制制御を開発
した。開発制御は、高い安定性を実現する高調波共振の
増幅防止・積極抑制機能、および系統状態の変化に対応
する制御特性の自動調整機能を備える。

株式会社 東芝 
総合研究所 
インフラシステム R&D センター

関口　慧

株式会社 東芝 
技術企画部　技術戦略企画室 

真木　康次

東芝エネルギーシステムズ株式会社 
グリッド・ソリューション事業部 

石黒　崇裕

優秀賞（電力部門）

系統連系変換器の円滑導入を可能とする 
系統状態に応じた高調波共振抑制制御の開発

図 1　系統連系変換器と高調波共振現象

（a）安定な系統状態の例 （b）系統状態変化の例
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2．開発制御の構成と特長

図 2 に、開発した高調波共振抑制制御の機能を等価
的に表現した系統連系変換器システムの構成を示す。従
来の変換器制御は交流電流制御部のみを備え、あらかじ
め設計された特性は固定である。交流電流制御部は、変
換器と系統を流れる電流の系統周波数（50Hz または
60Hz）成分だけでなく、高調波成分にも作用する。従っ
て、系統状態や設計によっては高調波共振が増幅される
場合もあり、系統状態の変化には対応できない。

開発制御は、新たに共振周波数分析部、ディジタル
フィルタ部、仮想インピーダンス部を導入した独自構成
であり、以下の特長を有する。

（1）小型・低コスト
全ての安定化のための処理を制御装置のソフトウエ
ア上で実行し、変換器回路の設計変更を不要とした。

（2）高安定性
高調波共振の増幅を防止するディジタルフィルタ部
と、高調波共振を積極的に抑制する仮想インピーダ
ンス部とを組み合わせ、複雑化する電力系統条件下
でも安定運転を可能とした。（図 2：特長①）

（3）系統状態変化への対応
共振周波数をリアルタイムに分析し、ディジタルフィ
ルタ部と仮想インピーダンス部の特性を最適に自動
調整することで、系統状態の変化に対応可能とした。

（図 2：特長②）

3．開発制御の作用と安定化理論

開発制御では、最初に系統電圧を検出し、リアルタイ
ムに実際に発生している共振周波数を分析する。それに
合わせ、ディジタルフィルタ部と仮想インピーダンス部
の特性は最適調整される。調整されたディジタルフィル
タ部は、系統と変換器の間に流れる電流の検出信号を、
共振周波数成分を含まない信号と含む信号とに分離し、
それぞれ交流電流制御部と仮想インピーダンス部に入力
させる。

交流電流制御部は、共振周波数成分を含まない信号の
みに基づいて動作するため、その作用によって高調波共
振が増幅されることはなくなる。一方、仮想インピーダ
ンス部は、交流電流制御部から分離された共振周波数成
分に対して、これを抑制する抵抗のように作用する。

この安定化効果は制御理論からも説明できる。安定性
の状態には、不安定、安定限界、安定の 3 段階がある。

図 2　開発した高調波共振抑制制御とその特長
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ディジタルフィルタ部は高調波共振が増幅する不安定な
状態を安定限界まで改善し、さらに仮想インピーダンス
部は安定限界から安定な状態まで改善する。これらの組
み合わせによって、電力系統側のダンピング抵抗が小さ
い場合にも高調波共振のない安定な運転が可能となる。

以上より、開発制御を適用した系統連系変換器は、高
い安定性で系統状態の変化にも対応した運転が可能とな
り、高信頼化と小型化・低コスト化を実現する。

4．シミュレーション検証

開発制御は、低圧・中小容量変換器から高圧・大容量
変換器まで幅広く応用できる。ここでは、数百 kV の特
別高圧系統に適用される直流送電用変換器に開発制御を
適用した場合の動作を、実機相当（制御演算遅延などの
非理想要素を含む）に詳細模擬したシミュレーションに
て解析検証した。

図 3 に、系統状態（共振周波数）変化時の系統電圧
および交流電流の解析波形を示す。系統状態変化前は、
周波数 50Hz の安定した交流電圧・電流を示している。
図 3（a）は、開発制御を適用しない従来制御での解析波
形である。系統状態が変化した直後に、顕著な高調波共

振が発生し、制御発散傾向を示した。系統連系変換器は、
系統過電圧を検知し、故障防止のために保護停止に至っ
ている。

一方、図 3（b）は、開発制御を適用した場合の解析波
形である。系統状態が変化した直後には、十数 ms だけ
高調波共振が見られるが、当該共振周波数にあわせて高
調波共振抑制制御が高速に最適化される。高調波共振は
高速（20ms 以内）かつ十分（1％未満）に抑制される
ことを示した。系統連系変換器は、安定に運転を継続し
ている。

5．おわりに

開発制御は、複雑で変化する電力系統に対しても、系
統連系変換器を用いた電源・送配電システムを円滑に導
入可能とする。系統連系変換器導入時の高調波共振トラ
ブルのリスクを大幅に低減し、滞りない運転開始を実現
する。また、将来的に電力系統の状態が変化した場合で
も、系統連系変換器は最大限安定した運転を維持できる。
さまざまな系統連系変換器製品に適用し、電力系統の高
信頼化や運用効率向上、再生可能エネルギーの導入促進
に貢献していきたい。

図 3　系統状態変化時のシミュレーション解析波形

（a）従来制御 （b）開発制御

［ハイライト］　59



1．はじめに

近年、工場の省人化・自動化に伴い、産業設備の台数
や無線ネットワーク通信量は増加の一途をたどっている。
設備から発生するノイズによる誤作動や、ネットワーク
の混線リスクが高まっており、電磁環境は悪化している。
設備設計ではノイズを最小化するためにさまざまな手立
てが取られているものの、その後の設計変更のたびにノ
イズ測定、ノイズ源特定、追加のノイズ対策が必要とな
り、設計を複雑化させている。また、RFID タグを用い
て物流現場や店舗で物品・在庫管理を行う場面も増えて
いるが、RFID リーダー側ではカウントしたい領域を限
定することが難しく、領域外のタグもカウントしてしまう
という課題があった。このような背景から、設備やエリ
アの内外を区切ることでノイズや電波を遮蔽（しゃへい）
する電磁波シールドのニーズが高まっている。

電磁波シールドには、一般的に金属などの導電性材料
が用いられる。この電磁波シールドを設備の窓や保護カ
バーに設置することにより、外部からのノイズの侵入の
抑制（EMS）と、内部で発生するノイズの漏えいの抑制

（EMI）の両方が可能となり、電磁環境両立性（EMC）
の対策が可能となる。また仕切りとして設置することで、
RFID のエリアを区分けすることもできる。

電磁波シールド性能は、空間に対する金属の面積率や
導電性で決定される。例えば金属板を用いると高いシー
ルド性能を実現できるが、不透明であるためシールドで

囲われたエリア内部を目視できなくなり、安全面や使い
勝手で課題があった。そのため、ノイズとなる電磁波は
遮蔽しつつ可視光は透過する、透明導電フィルムを用い
た電磁波シールドが求められるようになったが、透過性
とシールド性能を高いレベルで両立することは難しかった。

当社はこのような課題を解決するため、高い透明性と
高い導電性を両立したメタルメッシュタイプの透明導電
フィルム FineX（ファインクロス、図 1）を開発し、透
明電磁波シールドへの展開を目指した。

図 1　透明導電フィルム FineX®

2．開発技術

2．1　独自構造をもつメタルメッシュの開発
従来、透明導電フィルムには酸化インジウムスズ

（ITO）の薄膜が用いられてきた。ITO は液晶ディスプ
レイやタッチパネル、太陽電池などに幅広く用いられる
汎用的な透明導電材料である。しかし ITO は高透明な

パナソニック インダストリー株式会社 
メカトロニクス事業部 
ファインエレメント総括部
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パナソニック インダストリー株式会社 
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宮下　貴裕

パナソニック インダストリー株式会社 
メカトロニクス事業部 
ファインエレメント総括部

瀬川　諒

優秀賞（産業部門）

高い視認性とEMC性能を両立する 
透明導電フィルム「FineX」の開発
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同時に、非透明部では L/S ＝ 8/8μm の高密度な配
線の形成も実現した。この非透明部はメッシュ配線を形
成した透明部と一括形成が可能である。デバイス外周部
の引き回し配線や GND 配線を細くすることができ、配
線パターン設計やデザインの自由度向上に貢献する。

2．2　Roll to Roll 工法の実現
この配線埋め込み構造の量産化には、Roll to Roll 工

法で加工プロセスを実現することが不可欠であった。フィ
ルム基材を連続的に巻き出しながら加工し、再びロール
に巻き取る Roll to Roll 工法では、大面積化、生産効
率向上、コスト削減が可能となる。しかし、シートを 1
枚 1 枚加工する枚葉式の工法に比べて採用可能な加工
プロセスが限られ、工程管理も難しくなるという課題が
ある。

われわれは開発当初から Roll to Roll 工法の実現を目
指し、材料・工法の開発を同時に行ってきた。その結果、
大面積のフィルム上に連続的に最小 2μm の溝を形成
した後、その中に金属材料を埋め込む独自工法を、Roll 
to Roll によって内製化することに成功した（図 3）。

図 3　独自の Roll to Roll 工法

3．商品展開

3．1　新たな領域への展開
FineX では、高い透明性と高い導電性を両立する特

徴を生かし、新たな商品領域への展開が可能となった。
一般的に、メタルメッシュはタッチパネル用のタッチセ

反面、セラミックであるため導電性が低いことが課題で
あり、代替材料の開発が盛んに行われてきた。

そこで、銅や銀など低抵抗な金属を、透明なフィル
ムやガラスの基材上に数 μm 幅のメッシュ状の細線に
加工した「メタルメッシュ」と呼ばれる透明導電フィル
ムが開発されてきた。金属を導電体として用いるため、
ITO と比べて 2 桁以上導電性が高いことが特徴である。
最も一般的なメタルメッシュの形成方法はエッチング法
である。基材上に蒸着などでベタ状の金属膜を形成し、
フォトマスクによりパターニングした後、薬液でエッチン
グすることで不要な部分の金属を溶かしてメッシュ状の
細線にする。しかしながら、数 μm 幅の金属の細線を
大面積に安定的に形成することは難しく、金属細線が視
認できてしまう、量産安定性に欠ける、といった課題が
あった。また、低アスペクト比の太く薄い配線となるた
め、透明性と導電性の両立には限界があった。

そこでわれわれは半導体の配線構造に着目し、フィル
ム表面に形成した微細な溝に金属材料を埋め込む独自の
構造を採用することで、最小 2μm 幅の金属配線を安定
的に形成することに成功した。細く深い溝を形成するこ
とにより、細く厚い、目視できないが導電性が高い金属
配線を実現できる（図 2）。従来は難しかった透明性（開
口率 96％）と導電性（2Ω/sq.）の両立を高いレベルで
達成した（表）。

図 2　配線断面構造の比較

表　従来品との比較

項 目
従来品 開発品

ITO 酸化インジウムスズ エッチング法 メタルメッシュ 独自構造 メタルメッシュ

特 徴 高透過性だが高抵抗 低抵抗だが配線が見える 低抵抗で配線も見えない

外観品位／最小線幅 ◎ − × 4μm ◎ ≦ 2μm

メッシュの開口率 − − △ 92％ ◎ 96％

透過率（基材含む） ◎ ～ 90％ ○ 87％ ◎ 89％

シート抵抗（面抵抗率） × ～ 150Ω/sq. ◎ 2Ω/sq. ◎ 2Ω/sq.
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ラックに貼ることにより、無線ネットワーク環境の構築に
も活用できる（図 4）（図 5）。

従来の電磁波シールドでは、可視光透過性と電磁波
シールド性能はトレードオフの関係にあった。電磁波シー
ルド性能を高めるほど可視光透過性が低下し、両方を高
いレベルで両立することは難しかった。FineX では透明
電磁波シールド向けの高密度なメッシュ状の微細配線パ
ターンを開発することで、可視光透過性と電磁波シール
ド性を高いレベルで両立した（図 6）。回路・モーター・
液晶などの低周波のノイズから、5G ミリ波、高精度レー
ダーなどの高周波の電磁波までの幅広い周波数帯を、1
枚の標準設計品でバランスよく遮蔽することが可能と
なった（図 7）。

4．まとめ

透明導電フィルム FineX は、その高い透過性と高い
導電性により、さまざまなデバイスに応用展開が可能で
ある。本稿で紹介した用途以外にも、5G/6G 通信の普
及に貢献する透明アンテナやメタサーフェス電波反射板、
調光パネル用透明電極、透明ディスプレイ用 LED 実装
基板などとしても活用できる。安全性、意匠性、設計自
由度の向上など多様な価値を提供し、成長市場で幅広く
貢献していく。

ンサとして開発されてきたが、より大電流、大面積を必
要とする領域にも応用展開できるようになった。

例えば、金属配線に大電流を印加するとジュール熱
が発生することから、透明なヒーターとして使用できる。
自動運転車の目となるカメラや LiDAR に設置すること
で、低温時・悪天候時の防曇・解氷機能を持たせること
ができる。ITO でも透明ヒーターは実現できるが、高抵
抗なため昇温速度に限界がある、LiDAR やミリ波レー
ダーで使用される帯域の波長を吸収するためセンサ性能
の低下を招く、といった課題があった。FineX は 2 桁以
上高い導電性によって高速昇温が可能で、かつ赤外光・
ミリ波帯域でも高透過性を確保できるため、自動運転の
安全性向上に貢献できる。

3．2　電磁波シールドへの展開
FineX の高い透明性と高い導電性は、視認性はその

ままに高いシールド性能を実現することができ、EMC
対策のための電磁波シールドにおいてもメリットとなる。
例えば産業設備においては、設備の窓や保護パネルに
FineX による透明電磁波シールドを貼ることで、視認性
はそのままに電磁波の侵入・漏えいの両方を抑制するこ
とができる。RFID においては、読み取りエリアを透明
電磁波シールドで囲うことで、視認性はそのままにカウ
ントしたい領域を限定することができる。窓やサーバー

図 4　FineX による透明電磁波シールド 図 5　透明電磁波シールドの使用イメージ

図 6　電磁波シールド性能の比較 図 7　FineX の電磁波シールド性能
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1．はじめに

より省エネで快適なエアコンの開発のために、一般に
赤外線や可視画像などのセンサ搭載に加え、エアコン
の使用実績や運転環境の学習機能による運転の最適化
が行われている。これらは室内の熱的快適感に影響する
要素（温度、湿度、気流、放射温度）を所定の状態に
することを目的としたものであり、人を快適にするとい
う目的を直接的に達成しようとするものではない。例え
ば、温度や湿度等を一般的に理想とされる所定の状態
としても、個人差により不快と感じる人は存在する。ま
た、同一人物であってもくつろぎたいシーンや生産性を
高めて集中したいシーンなどにより最適な空調設定は変
化し、理想とされる所定の空調設定では不快な状態が
発生してしまう。従って、快適性を軸とした空調能力の
最適化については新たな視点での運転制御の開発が必
要となっていた。

これまで当社では、高精度なサーマルダイオード型赤
外線センサ「ムーブアイ」を搭載し室内や人体の温度分
布を測定することにより、放射熱を含む温度制御性、省
エネ性を高めてきた。しかし、最適な温度環境や気流感
の制御目標については画一的な理想的目標を定めざるを
得なかった。リビングのような多目的空間では、くつろ
ぎや集中などシーンごとに最適な空調が異なるため、個
人差・シーン差を考慮した制御が求められる。そこで、
個人差やシーン差により生じる快適性の根本解決を目指

し、使用者の感情推定と運転への反映というこれまでに
ない新しい機能を搭載したルームエアコン「霧ヶ峰 Z シ
リーズ」（図 1）を開発した。

図 1　「霧ヶ峰 Z シリーズ」外観

2．エモコアイの開発概要

これまでエアコンに感情推定センサは搭載例がなく、
センシング手法の検討から始めた。本開発では、文化や
プライバシーの影響が少なく、属性や設置制約も少ない
脈波測定の生体解析を選択した。脈波測定にはウエアラ
ブルと非接触の二つの方法があり、今回は被測定者に与
える負荷が小さく家庭内の不特定人体も計測できる非接
触方式を採用した。しかし、家庭用エアコンに搭載可能
な小型・低価格の非接触脈波センサは未開発で、新たな
ハードと解析アルゴリズムの開発を必要とした。

三菱電機株式会社 
静岡製作所　ルームエアコン製造部 

手塚　元志

三菱電機株式会社 
静岡製作所　ルームエアコン製造部 

岡崎　淳一

三菱電機株式会社 
静岡製作所　ルームエアコン製造部 

森岡　怜司

優秀賞（家電部門）

人の感情を推定し快適性と省エネ性を高めた 
ルームエアコン「霧ヶ峰 Zシリーズ」
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2．1　感情推定モデルの確立
生体解析の感情推定では「ラッセル感情円環図」を基

に、覚醒−眠気と快−不快の二軸で感情をマッピングす
る手法が多い。本開発でもこれを応用し、縦軸を「没入
−眠気」、横軸を「落ち着く−緊張」とした（図 2）。「没
入−眠気」軸については脈波形状ゆらぎカオス解析のリ
アプノフ指数化（初期状態から時間的な変動によって離
れていく度合いの数値化）から脳活動の状態を把握する
集中度の測定が可能となった。「落ち着く−緊張」は脈拍
間隔変動のパワースペクトルの高周波成分（HF）と低
周波成分（LF）の比率で表現し、HF 比率が高いほど落
ち着いた状態と判定する。このモデルにより多様な感情
推定が可能となった。

没入

落ち着く緊張

眠気

はかどる

くつろぐ

図 2　感情円環図

2．2　感情推定センサハードウエアの開発
本機種では量産性と製品内での計算リソースを考慮し

ドップラー方式のセンサを採用し、この方式の長所であ
る微量な動きを測定可能という長所を生かしながらセン
サのアンテナ設計を行った。実用的に部屋内の人を測定

するには 5 メートル程度の検出範囲が必要であるため、
試作を繰り返し人体の脈波測定に特化した周波数特性
設計やノイズ除外アルゴリズムなどの観点からアンテナ、
ハード、アルゴリズムを改良し、小型のセンサでエアコ
ンの設置環境における十分な範囲の生体情報測定を可能
とした。

これにより世界で初めて（注 1）、センサ単体で生体情報
の計測から感情の分析・見える化までの情報処理をセン
サ内の処理（エッジ処理）で完結させる「エモコアイ」
の開発に成功した（図 3）。またサイズも独自の実装技術
により 44mm×22mm とエアコンに実装容易な小型化、
量産性を実現した（図 4）。

3．気流感を最適化することによる 
省エネ運転の実現

感情（くつろぎ度）によって最適な運転状態を検知し、
一人一人に合わせた快適なエアコンでの環境づくりを目
標とし、空調要素の変化と使用者の感情の変化、その際
のエモコアイが推定するくつろぎ度の変化との相関につ
いての被験者での検証を行った。その結果、最適な気流
感とエモコアイの推定するくつろぎ度について有意な相
関を得ることができ（注 2）、気持ちに寄り添う気流制御（エ
モコアイのくつろぎ度による気流感の最適化制御）を実
現した。具体的制御方法は従来最適と想定していた気流
感「中」の状態から、気流角度を変化させながら気流感
を「弱」「強」と変化させ、この際にエモコアイで最もく
つろぎ度の高くなった風向を最終的に採用するというも
のである（図 5）。

図 3　非接触バイタルセンサによる脈波検出 図 4　エモコアイセンサ外観
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ここで、使用者が気流感「強」の状態でくつろぎ度が
高いと判断した場合には、気流感を強めた風向が採用さ
れる。この際には冷房時には気流感の増加により体感温
度が低下し、暖房時にはエアコンからの暖風がより人に
届きやすくなることによって人体周辺の室温が上昇し体
感温度が上昇する。このためエアコンの能力としては冷
房時、暖房時共に従来制御に比べて空調能力を設定温度
で 0.5℃分だけ控え目にしても同一の体感温度を維持で
きることを確認している。これらから、本機種ではエモ
コアイが最適化する気流感に対して、空調能力の再調整
を行う新制御を搭載し、気流感「強」が好ましいと判断
された場合には空調能力の最適化を行うことで、従来の
気流感「中」と同一体感温度とする場合に冷房時 7.0％、
暖房時 3.1％の省エネ効果を確認している（注 3）。

またシーンに合わせた空調機能として、仕事・学習
のはかどる気流を使用者に当てることによって、使用者
を覚醒させ作業の効率を高める「フレッシュモード」を
備えている（2023 年以降の Z シリーズ他より）。さら
に、これらの感情推定の情報をスマホアプリにて確認す
ることができるスマートフォン用アプリを提供している

（図 6）。使用者が、自身の状況を確認することができ、
生活の改善に活用することが可能である。また、クラウ
ドにアップロードされたデータを他機器で活用すること
により、将来的にも SDGs の課題の一つでもあるウエル
ビーイングの達成のためにさまざまな分野でこのデータ
を使用することが可能である。

4．おわりに

省エネ性や快適性の向上のために、使用者の感情推定
と運転への反映というこれまでにない快適性の機能を追
加したエアコンの開発について説明した。感情推定の検知

の精度向上や推定できる感情の種類の拡充により、将来
的にはエアコンや空調機のみならずさまざまな機器の運
転の最適化や省エネ化が可能になるものと考えている。

（注 1）2022 年 9 月 6 日のエモコアイ技術発表当時、当社調べ。一つのセンサ
に感情推定マイコンを実装した 24GHzドップラーセンサにおいて。

（注 2）MSZ-ZW4023S（MSZ-ZW4025S 他とエモコアイに関して同等機種）
において。冷房時。当社環境試験室（16 畳）において、外気温 35℃・
湿度 70％・室温設定 28℃、被験者 77 名に対し 3 回の試験を行い、延
べ 231 人相当に評価を実施。従来の風向制御をした後、「エモコアイ」
を搭載した新風向制御を加え、「エモコアイ」から出力されるくつろぎ度
を確認。「エモコアイ」を搭載した新風向制御により、さらにくつろぎ度
が向上した人が、延べ 19 人（約 8.2％）（有意水準 p ＜ 0.05 で有意差
を確認）。暖房時。当社環境試験室（16 畳）において、外気温 7℃・室
温設定 23℃、被験者 58 名に対し 2 回の試験を行い、延べ 116 人相当
に評価を実施。従来の風向制御をした後、「エモコアイ」を搭載した新
風向制御を加え、「エモコアイ」から出力されるくつろぎ度を確認。「エ
モコアイ」を搭載した新風向制御により、さらにくつろぎ度が向上した
人が、延べ 15 人（約 12.9％）（有意水準 p ＜ 0.05 で有意差を確認）。

（注 3）MSZ-ZW4025S。当社環境試験室（14 畳）において。
冷房時、外気温 35℃、設定温度 28℃での消費電力の比較。従来制御
での 60 分間安定運転時：536Wh、本機種で気流感「強」が最適とエ
モコアイで検知された場合の 60 分間安定運転時：498Wh。
暖房時、外気温 7℃、設定温度 23℃での消費電力の比較。従来制御で
の 60 分間安定運転時：825Wh、本機種で気流感「強」が最適とエモ
コアイで検知された場合の 60 分間安定運転時：799Wh。

図 5　エモコアイによる感情推定と省エネ制御

図 6　感情推定結果のスマホアプリ表示
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1．はじめに

近年、少子高齢化に伴う労働力不足が深刻化しており、
製造現場における自動化ニーズが急速に高まっている。
当社の低圧遮断器（図 1）の製造ラインでは、既に多く
の工程が自動化されているが、完成品に対する最終外観
検査は熟練検査員による目視で実施されている。この目
視検査では、傷や汚れといった欠陥の大きさを基準値で
評価し、基準値以上なら不良、未満なら良品と判断する。
しかし、低圧遮断器を構成する樹脂成型部品には形状ば
らつきが存在し、そのばらつきが上記の基準値と同程度
であるため、従来型の画像検査装置では欠陥を精度良く
検出することが難しいという問題があった。そこで、欠
陥の検出および形状計測を高精度で行い、熟練検査員と
同等の検査が可能な自動外観検査装置を開発した。

図 1　低圧遮断器

2．開発のポイント

2．1　AI とルールベースを組み合わせた 
欠陥検出アルゴリズムの開発

画像による外観検査では、あらかじめ取得した良品画
像を基準として、検査対象品の画像との差分をとり、違
いのある箇所を異常として検出する「ルールベース手法」
が従来用いられている。高解像度のカメラを使用するこ
とで微小な欠陥形状を正確に計測することが可能になる
が、一方で正常範囲の形状ばらつきにも敏感に反応する
ため、結果として過検出が増加する問題がある（図 2）。

図 2　ルールベース手法

富士電機株式会社 
技術開発本部　デジタルイノベーション研究所 
AI 研究部

髙橋　洋輔

富士電機株式会社 
インダストリ―事業本部　情報ソリューション事業部 
DX 推進室　企画部

徳増　匠

優秀賞（ものづくり部門）

低圧遮断器の欠陥形状を正確に計測可能な 
AI外観検査装置の開発
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することが可能になる。しかしながら、検出可能な解像
度は小領域の大きさにより制限されるため、形状計測の
精度が本検査で求められるレベルに届かないという課題
が残る。

そこで本開発では、ルールベース手法と AI 手法それ
ぞれの利点を生かすべく、これらを組み合わせた欠陥検
出アルゴリズムを開発した（図 4）。

本アルゴリズムの処理フローは以下のとおりである。

①AI 手法により異常度の高い領域を欠陥候補として
検出する。

②欠陥候補領域に対してルールベース手法による差分
処理を行う。

③差分処理で検出された箇所の形状を計測し、検査基
準値に基づいた良否判定を行う。

近年、AI を活用することで、このような正常範囲の形
状ばらつきを許容しつつ、欠陥のみを正しく検出する技
術が発展している（図 3）。

一般的な AI 手法のフローを以下に記す。

①正常範囲のばらつきを含む多数の良品画像を深層学
習モデルに入力し、小領域ごとに特徴量分布を得る。

②検査対象品の画像からも同様に特徴量を抽出し、①
で作成した特徴量分布からの距離に応じた異常度を
算出する。

③異常度に閾（しきい）値を設け、閾値以上となった
場合は不良品と判定する。

AI 手法は、多数の良品画像から得た特徴量を基に判
定を行うため、正常範囲のばらつきと欠陥を正しく選別

図 3　AI 手法

図 4　開発したアルゴリズム
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2．3　検査結果の透明性向上に寄与する 
可視化機能の整備

AI を用いた検査手法では、判断の根拠が分かりにく
い「ブラックボックス性」が問題視されており、品質保
証や製造現場における受容性向上の妨げとなっている。

今回開発した検査アルゴリズムは、欠陥候補を AI に
より検出し、最終的な良否判定は形状の計測値を基準に
行うため、判定根拠を明確に提示することが可能である。
検査結果の表示画面には、不良判定の根拠となった欠陥
および形状計測値を明示する構成とした（図 6）。さらに、
一定期間に検査された製品の AI 異常度の分布や欠陥サ
イズの統計情報を表示し、個々の製品の判定結果だけで
なく、製造ライン全体の状態を俯瞰（ふかん）できるよ
うにした。これにより、品質の変動傾向や工程異常の兆
候を早期に把握することが可能となり、品質保証部門に
よる工程管理にも活用できる。

以上のように、個々の製品の判定根拠を明確にする
透明性と、工程全体の把握に活用できる統計的視点を
提供することで、AI 検査技術の実用性と価値向上を実
現した。

図 6　表示画面のイメージ

3．おわりに

今回開発した外観検査装置を約 4 カ月間生産現場にて
評価した結果、不良の見逃し数ゼロかつ良品の過検出率
も熟練検査員と同等以下に抑制できた。本装置の導入に
より、検査員は装置が提示する結果の確認や最終判断に
専念できるようになり、従来複数名で対応していた検査
工程をより少人数で効率的に運用することが可能となる。

今後は、低圧遮断器の複数機種への水平展開に加え、
医薬品・金属製品・ゴム製品等への適用拡大も視野に入
れ、幅広い分野における生産性向上に寄与する技術開発
を進めていく。

これにより、AI 手法の選別能力とルールベース手法の
形状計測能力を両立させ、従来の AI 手法に対して約 3
倍の解像度で正確な形状計測が可能となった。

2．2　高速化のための AI 並列処理技術の開発
今回採用した AI 手法は、深層学習モデルによる小領

域ごとの特徴抽出および異常度の算出を必要とするた
め、その計算量は単純な差分処理であるルールベース
手法よりも大きくなる。そのため、AI 処理がボトルネッ
クとなり、要求される検査速度を満足できない。一般的
な AI 高速化の手法として、深層学習モデルの小型化や、
内部計算を単純化する量子化が知られているが、これら
は計算量を減らせる一方で精度低下を伴う。そこで本開
発では、計算量の削減は行わず、検査装置が持つ計算資
源を最大限活用して高速化する手法を検討した。

具体的には、画像を構成する小領域に対する AI 処理
を、従来の逐次的実行から、CPU や GPU に搭載され
た複数の演算コアに分散させ、並列実行を可能にした

（図 5）。さらに、小領域ごとの AI 処理が一定のまとまり
をもって連続的に実行されるようにデータを配置し、演
算コア間での待ち時間やばらつきを抑える構成とした。
これにより、装置が本来保有する演算性能をより引き出
すことが可能となった。

図 5　AI 処理の並列化

これらの工夫により、AI 処理速度が当社従来比で 10
倍以上向上し、生産ラインで求められる検査速度に十分
対応できる性能を達成した。
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1．はじめに

日本国内における年間食品廃棄量は約 600 万トンに
達し、そのうち家庭から排出される割合は約 46％に上る

（消費者庁、2023）。特に野菜や果物など冷蔵庫内で保
管される生鮮食品は、購入後に在庫状況が把握しづらい
ために使い忘れや過剰購入が生じ、廃棄ロスの大きな要
因となっている。こうした背景を踏まえ、本開発では「業
界初」の野菜種類の自動認識技術を備え、在庫状況を常
時可視化する AI カメラ搭載冷蔵庫システムを既存機器
へ後付け可能な形で開発し、家庭における無駄のない購
入・消費行動を促すことを目的とする。

2．技術的背景・課題

国内の家庭から発生する食品ロスはその総量の約
46％を占めており、とりわけ冷蔵庫内に保管された野
菜の廃棄が深刻な課題となっている。ユーザは庫内の
在庫状況や賞味期限を手軽に把握できず、購入タイミ
ングや使用優先度を見誤ることで、結果として多くの
野菜が無駄になっている。既存の在庫管理可能な機能
を持った冷蔵庫は、冷蔵庫自体に機能として組み込ま
れた一体型であるため、普及コストや導入のハードル
が高い。

本開発ではこれらの課題を解決するため、まず既存機
器に後付け可能な AI カメラユニットを開発し、冷蔵庫

内可視化から食材認識・レシピ提案までを一貫して自動
化するシステムの構築を目指した。

3．技術的取組み 
（新規性・開発ポイント・改良点）

3．1　冷蔵庫内可視化・画像自動撮影
本システムでは、扉の開閉時に得られる開閉検知信号

と引き出し扉位置検知情報を統合的に解析し、広角と望
遠の両カメラで庫内の見える面積が最大となるタイミン
グを自動判定することで、最も広い庫内領域を確保する
撮影を実現した。さらに、複数回撮影した画像群から最
適な写真を自動的に抽出・記録し、広角カメラで冷蔵室

（棚・ドアポケット）、望遠カメラで野菜室（上段・下段）と
冷凍室（上段・下段）のエリアごとに画像を分類する機能
を備えた。記録された画像はスマートフォンアプリを通
じていつでも閲覧可能とし、ユーザが庫内の在庫状況を
リアルタイムに把握できる仕組みを構築している（図 1）。

3．2　食材自動認識・在庫管理・ 
使い切りレシピ提案

家庭ごとに異なる照明条件や、食材の配置、カット状
態、重なり合いなどの課題を克服するため、60 種類の
野菜を高精度に識別可能な AI モデルを開発した。また、
各野菜の傷みやすさを独自の指標化尺度で評価し、入庫
日からの経過日数と品質劣化リスクを組み合わせて「消

パナソニック株式会社 
くらしアプライアンス社 
くらしプロダクトイノベーション本部 
システムテクノロジー開発センター 
AI・センシング開発部

仮屋崎　拓

パナソニック株式会社 
くらしアプライアンス社 
くらしプロダクトイノベーション本部 
コアテクノロジー開発センター 
冷熱作用制御開発部

堀井　慎一

パナソニック株式会社 
くらしアプライアンス社 
キッチン空間事業部　冷蔵庫・食洗機 BU 
冷蔵庫 SBU　グローバル技術総括 
草津 R&D センター　制御開発部

三並　俊満

優秀賞（IoT・AI・DX部門）

食品ロス削減に貢献！ 
AIカメラ搭載冷蔵庫と食材認識技術の開発
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費優先度」を算出することで、ユーザが早急に使い切る
べき食材を的確に把握できるようにした。消費優先度の
高い食材については、庫内残量やユーザの過去利用履歴、
嗜好（しこう）傾向を考慮した使い切りレシピ・献立を
リアルタイムに生成・提示し、同時に在庫不足が想定さ
れる野菜については買い足しタイミングをスマートに通
知するリマインド機能も実装している（図 2）。

3．3　後付け対応による普及促進技術
本技術は新規冷蔵庫の購入を必要とせず、既存の家庭

用冷蔵庫を AI カメラ搭載機へ転換できる後付けユニット
を実現している。冷蔵庫は背が高いものから幅が広いもの、
ドア数や棚レイアウトが異なるものまで多様なバリエーショ
ンが存在するが、カメラ取り付け構造や開閉検知機構はこ
うした個体差に極力依存しない汎用完全独立設計を実現
した。これによって、現在までにパナソニック製過去モデ
ル 121 機種への対応を完了しており、これらに加えて今
後さらに対応機種の拡充を図ることで、より多くの家庭へ
の普及と食品ロス削減への貢献を目指している（図 3）。図 1　冷蔵庫内可視化・画像自動撮影

図 2　食材自動認識・在庫管理・使い切りレシピ提案 図 3　後付けによる既存冷蔵庫から 
AI カメラ搭載冷蔵庫への普及促進
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ではイオンネクスト株式会社（以下、イオンネクスト）
と連携し、在庫管理から EC 連携までを一貫して実現す
るサービスの実証実験を行っている。また B2G 領域に
おいては、環境省や横浜市と本カメラを活用した家庭用
食品ロス削減に向けた実証実験・調査を実施している。
このように B2C にとどまらず、B2B、B2G の各領域で
幅広く展開し、より一層のフードロス削減に貢献する取
組みを強化している（図 4）。

4．成果および考察

本開発で開発した後付け対応 AI カメラ搭載冷蔵庫シ
ステムは（1）冷蔵庫内可視化・画像自動撮影（2）野菜
60 種の自動認識および在庫管理・レシピ提案（3）既存
機器への後付け普及技術という三つの革新的要素を統合
することで、家庭内における食品廃棄ロスを削減してい
る。さらに本冷蔵庫カメラは、まず B2C 向け商材として
市場に投入され、家庭向けに展開されているが、B2B領域

図 4　展開事例
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JEMAの福島復興支援活動 
～2025年度の取組み～

1．はじめに

「ふたばワールド」は福島県双葉郡のシンボルイベント
であり、1999 年の開催後、休止するまでは毎年持ち回
りで、双葉郡 8 町村住民の交流の場として、地域の趣向
を凝らした催し物を披露し、郷土の特産品を販売するな
ど伝統ある行事であった。

東日本大震災および福島第一原子力発電所事故によ
り、全国に分散避難している双葉郡の人々や地域をつな
ぎ、絆を強め、「ふるさとふたば」の復興に向けた再会・
交流機会の創出と、地域復興に向けた意識を高めること
を目的として、14年ぶりに2013年に広野町から復活した。

2020 年と 2021 年は新型コロナウイルス感染症により
中止されたが、2022 年から再開され、4 年連続かつ復
活後 11 回目の開催を川内村の田ノ入工業団地で迎えた。

2．川内村地区

2．1　川内村の概要
東京からは直線距離で 200km 余り、福島県浜通りに

位置し、東は富岡町と楢葉町、西は田村市滝根町、南
はいわき市、北は田村市都路町と大熊町に隣接してい
る。東西およそ 15km、南北およそ 13km、総面積
197.38km2 の約 90 パーセントが山林、原野で占められ
ている。

人口は約 2 千人。米・畜産・高冷地野菜を種々に組み
合わせた複合経営がほとんどであるため、生産組織の育
成、経営の規模拡大、流通の合理化など総合的な改善を
図ることによって、若者が農業に魅力を感じる、自然と
文化が調和した新しい村づくりを目指している。

2．2　川内村と震災および原子力発電所事故
福島第一原子力発電所事故により 2011 年 3 月 15 日

に同発電所の半径 20km から 30km 圏内に屋内退避指
示が出され、村全域が 30 km 圏内にあったため、既に
避難指示が出されていた 20km 圏内の村民や隣町から
の避難者への対応が困難になるとともに、事故の深刻化
に伴い徐々に避難指示区域が拡大される状況下で隣町と
共に 3 月 16 日に郡山市への集団避難を余儀なくされた。
4 月 22 日には警戒区域と緊急時避難準備区域が設定さ
れた。9 月 30 日には緊急時避難準備区域が解除され、
2012 年 1 月末に避難自治体の中で最初に「帰村宣言」
を発表した。2012 年 3 月 31 日に警戒区域の解除によ
り、避難指示解除準備区域と居住制限区域に再編された。
その後、2014 年 10 月 1 日に避難指示解除準備区域が
解除され、居住制限区域は避難指示解除準備区域に再編
された。

2．3　川内村復興の状況
東日本大震災と原子力発電所事故からの復興に向けて

これまで歩みを進めており、現在、帰還率は 8 割程度と
なっており、原子力災害に伴い長期避難が余儀なくされ
たことから、子育て世代の流出による若者世代の帰還が
進んでいない。

また、令和 7（2025）年産米の作付は震災前の約 7
割に当たる 219ha までの再開にとどまり、営農再開率
も依然約 6 割にとどまる中、農家世帯の高齢化と農業の
担い手不足等の問題が一層顕在化している。

本計画を策定し都市住民等村外からの観光・交流の拠
点として、ワインを核としたにぎわいを創出する施設を
整備していくことで、後継者や担い手の帰村や新たな移
住・定住者の増加を目指している。

一般社団法人 日本電機工業会
原子力業務委員会

委員　豊 崎 庄 二◇

◇カナデビア株式会社　脱炭素化事業本部　プロセス機器ビジネスユニット　プロセス・原子力営業部　原子力機器営業グループ
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3．ふたばワールド 2025

3．1　概 要
一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）原子力業務

委員会は、双葉郡 8 町村の地域復興に向けた「ふたば
ワールド」の支援活動を行っている。

2023年の大熊町での開催をもって持ち回りが一巡した
ため、今年は、改めて川内村が当番役となり、2025 年 10
月 11 日川内村田ノ入工業団地の特設会場にて行われた。
「ふたばワールド 2025 in かわうち Go Beyond！―

今を乗り越え、その先へ―」をコンセプトに、伝統芸能
等のステージや来場者体験企画、復旧・復興の展示 PR
コーナーなど多様な催し物が実施された。

メインステージで行われるスペシャルライブには、演
歌界の大御所、伍代夏子さん。そして、力強い歌声で
人気の実力派シンガー、May J．さんが登場。会場で
は、50 以上のブースが並ぶ「ふたばふるさとマルシェ」

を開催し、地元グルメや特産品が勢ぞろい。また、お笑
いショーや地元伝統芸能の披露、そして、子ども向けの
楽しい企画もいっぱいだった。司会は、テレビユー福島

（TUF）の佐藤玲奈アナウンサーと、福島放送（KFB）
の鍜治谷琴音アナウンサーが務めた。

May J．さんのスペシャルライブにおいて、公演の途
中から雨が降り出したが、その中でもたくさんの人が楽
しんでいたのが印象的であった。

3．2　JEMA の支援活動
開催当日は終日雨降りにもかかわらず、当日来場者数

は約 3000 名と、悪天候の中多くの皆さまにご来場いた
だき盛況だった。

原子力業務委員会からは 12 名が参加し、恒例の大鍋
1000 食無料配布に向け、会場テーブルの整備・テント
出入口の誘導・分別ゴミの搬出・写真撮影等の支援活動
を行った。

本イベントは、「ふたばワールド」の呼び物である。大
鍋は直径約 1.5 メートル。この大鍋で作るのが「ふた
ば西鏡鍋（さいきょうなべ）」である。川内村の特産が
盛りだくさんのオリジナル大鍋で、サッカーなどの日
本代表帯同シェフ・西芳照さんと、TUF の「ふくしま
SHOW」でおなじみの鏡田辰也アナウンサーが共同で
プロデュースした。気になる中身は、川内村の清らかな
水で育てられたイワナや、特産のそばでつくった団子、
キノコや野菜、そして川内村のコメで作った米麴による
味わい豊かな味噌でできあがっている。午前 10 時から
1000 人分の整理券が配布され、30 分足らずで整理券
はなくなるほどの人気だった。会場出入口

ふたばふるさとマルシェ 大鍋料理の配布
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なお、応援に駆け付けた福島県に住むよしもと芸人が
一般客と歓談したり、記念写真を撮ったりしていた様子
も地元密着感があった。

大鍋料理の喫食

JEMA 支援活動参加者

4．おわりに

ふたばワールド 1000 人の大鍋料理ボランティアの喫
食エリアで来場者との会話が弾み、楽しい時間を過ご
すことができた。毎年双葉の皆さまの人間味あふれる温
かさを感じるこのイベントが大好きである。また、大鍋
料理喫食エリア横では、ワインや日本酒の試飲ブースが
あった。試飲関係者に話を聞くと生業（なりわい）再生
のけん引役に成長した「かわうちワイン」は、2015 年
から圃場（ほじょう）の整備をはじめ、2021 年にワイナ
リーをオープンしたとのこと。また近年は着実に生産数
を増やし、大手コンビニ店でも販売されるようになった
そうで、家族へのお土産に「かわうちワイン」を持ち帰っ
たところ大変好評だった。

JEMA の「ふたばワールド」支援活動も、双葉郡 8 町村
の二巡目に入ったこともあり、支援内容については現状
のままで良いのか、住民や自治体等からどのような支援
を求められていて、その中で何ができるのかを思料しつ
つ、福島復興支援について継続的に取り組んでいきたい。
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中堅企業政策委員会 
チェコ、オーストリア海外調査概要

1．本調査の目的

1．1　目 的
一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）の中堅企業

の経営者で構成される海外調査団は、1953 年以来、経
営者が国際情勢や対象国の社会状況、経済状況、生産
現場、文化、歴史などを直接肌で感じることにより、今
後の経営判断に資する情報を提供することを目的として
実施している。

2025 年度は、中央ヨーロッパに位置し（図 1）、工業
国として知られるチェコおよびオーストリアを調査対象
国に選定した。記録が残る 1989 年（平成元年）以降に
おいて、両国とも初めての訪問となる。

チェコは、第 2 次世界大戦後にチェコスロバキアとし
て一つの国家を形成していたが、1993 年に独立を果た
した。EU に加盟しており、工業が盛んな国である。特
に、自動車、機械、エレクトロニクス、ICT、航空宇宙
分野が主要産業である。近年では、ICT 人材の育成に
力を入れており、ソフトウエア開発拠点の設立も増加し
ている。

オーストリアは、第 2 次世界大戦後の 1955 年に主権
を回復し、永世中立国として国連に加盟した。1995 年
には EU に加盟し、欧州統合を通じて地域の安定と繁栄
に貢献している。経済の主要部分はサービス産業である
が、機械、鉄鋼、食品加工、化学、自動車産業なども活
発である。

このような背景の下、今年度も調査団（団長：山本
茂生氏〈山洋電気株式会社 代表取締役会長〉）を編成
し、10 月 19 日（日）から 25 日（土）にかけて、チェ
コのプラハおよびオーストリアのウィーンに滞在し、
自動車メーカーのシュコダ（Skoda Auto a.s.）など
を訪問した。

1．2　訪問スケジュール、参加者
10 月 19 日（日）～ 10 月 25 日（土）の 5 泊 7 日

で実施した。チェコの首都プラハとオーストリアの首都
ウィーンの 2 都市を訪問した。また、参加者は、以下の
とおり 10 名が参加した（表 1）。

一般社団法人 日本電機工業会
中堅企業政策委員会

2025 年度 中堅企業海外調査団

表 1　中堅企業海外調査団名簿
（敬称略・順不同）

会 社 名 役 職 名 氏 名

山洋電気株式会社 代表取締役会長 山本　茂生

株式会社 日本電機研究所 代表取締役　会長兼社長 福地　裕文

株式会社 かわでん 代表取締役会長 相澤　利雄

株式会社 ケー・シー・シー・商会 代表取締役社長 姫野　泰宏

株式会社 精工社製作所　 取締役会長 和 田 　 修

株式会社 戸上電機製作所 代表取締役社長 戸上　信一

日本電機株式会社 代表取締役社長 倉持　康壽

一般社団法人 日本電機工業会 専務理事 中嶋　哲也

一般社団法人 日本電機工業会 企画部長 兼 広報室長 一色 勇紀夫

一般社団法人 日本電機工業会 企画部 次長 笹子　雅純
出所：Google マップを一部加工

図 1　ヨーロッパ諸国

イスタンブール

オーストリア
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2．各種情報

2．1　基本情報
（1）チェコ

チェコ共和国は中央ヨーロッパの内陸国で、ポーラ
ンド、ドイツ、オーストリア、スロバキアと国境を接す
る。1989 年のビロード革命で社会主義体制が崩壊し、
1993 年にチェコスロバキアから独立。政治体制は多数
政党による議会制民主主義で、二院制（上院・下院）を
採用し、大統領が国家元首、首相が政府の長を務める。
歴史的に工業国として発展し、現在も製造業が GDP の
約 35％を占める。主要産業は自動車、機械、エレクトロ
ニクス、ICT、航空宇宙で、EU 加盟国の中でも工業化
が進んだ国の一つである。外国直接投資（FDI）が盛ん
で、特にドイツ、日本、米国などからの投資が多い（注 1）。

（2）オーストリア
オーストリア共和国は中央ヨーロッパに位置し、8 カ

国と国境を接する内陸国。国土の約 3 分の 2 をアルプス
山脈が占め、ドナウ川が北部を横断する。首都ウィーン
は国際都市で、国際原子力機関（IAEA）や国連工業開
発機関（UNIDO）など国連機関の本部が置かれる。歴
史的にはハプスブルク家が 650 年間支配し、第 1 次世
界大戦まで欧州列強の一角を占めたが、敗戦後に帝国が
解体され共和制へ移行。1938 年にナチス・ドイツに併
合され、第 2 次世界大戦後は連合国による分割占領を経
て、1955 年に独立回復と永世中立を宣言。現在は議会
制共和国で、二院制（国民議会・連邦議会）を採用し、連
邦大統領が国家元首、連邦首相が政府の長を務める（注 1）。

（3）基本データ比較
両国（チェコ、オーストリア）に日本を加えて、基本

データを比較する（表 2）。
表 2　基本データ比較（チェコ、オーストリア、日本）

項 目 チェコ オーストリア 日 本

面 積 78,866km2 
（日本の約5分の1）

83,870km2 
（北海道とほぼ同じ） 378,000km2

人 口 1,088 万人 917.8 万人 1.24 億人

首 都 プラハ 
（人口 128.8 万人）

ウィーン 
（人口 202 万人）

東 京 
（人口 1,427 万人）

通 貨 コルナ ユーロ 円
言 語 チェコ語 ドイツ語 日本語

宗 教 カトリック 10％ 
無信仰 68.3％

カトリック約 55％ 
プロテスタント約 4％ 
イスラム約 8％

―

出所：外務省　ウェブサイト　https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/index.html

2．2　経済状況
（1）チェコ

経済面では、新型コロナ禍で落ち込んだ実質 GDP
成長率は回復傾向にあり、2023 年は前年比 0.1％増、
2024 年は同 1.0％増と緩やかな成長を示している。1 人
当たり GDP は約 3 万ドルで中央ヨーロッパでは高水準
である。失業率は EU 最低水準、賃金上昇率も高く、消
費市場としての魅力がある。製造現場では省人化・自動
化需要が高まるが、ロボット導入率は低く、今後の成長
余地が大きい。インフレ率は 2022 年に前年比 10％台
後半まで上昇したが、2024 年にはチェコ国立銀行の目
標である同 2％増程度に沈静化した。

貿易では EU 向けが輸出の 8 割超、輸入の 5 割超を
占め、ドイツが最大の取引相手。輸出入品目は機械類・
輸送用機器が中心で、自動車産業は基幹産業である。
チェコ国内では VW（フォルクスワーゲン）傘下のシュ
コダ、現代自動車、トヨタが乗用車を生産し、2023 年
の生産台数は約 140 万台で EU 第 3 位。EV シフトも
進み、EV は生産台数の約 13％を占める。

日系企業は約 280 社が進出し、うち製造業は 105 社
（2023 年末）。進出時期は EU 加盟前後に集中し、その
後は横ばい。近年は電気機器・自動車分野で追加投資が
目立ち、環境配慮製品や高付加価値製品の生産拡大が特
徴である。経営課題は労務問題に加え、インフレや輸送・
調達コスト、エネルギー価格の上昇が懸念される。IT 人
材の競争力も高く、欧米企業によるソフトウエア開発拠
点設立が増加。2024 年 7 月から日本人の労働許可が免
除され、高度人材受け入れが促進されている（注 1）。

具体的な日系企業の動きとして、パナソニックはヒー
トポンプ式温水給湯暖房機の新棟を建設し、2025 年
8 月に本格稼働させている（注 2）。ヒートポンプは欧州
で主流の省エネ暖房システムで、脱炭素社会に対応
する成長市場である。ヤンマーエネルギーシステムは
2024 年 11 月、チェコのコージェネレーションメーカー
TEDOM を買収し、分散型電源や持続可能なエネルギー
ソリューション事業を強化している（注 3）。日立エナジー
はブルノ工場で約 69 億円を投じて生産能力を前年比で
40％拡張し、再生可能エネルギー統合に対応する送配
電機器の増産を進めている（注 4）。

チェコは製造業中心の経済構造を維持しつつ、グリー
ン・デジタル分野での成長を目指しており、日本企業に
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とっては自動化、省エネ、再生可能エネルギー、IT 分野
で商機が広がっている（表 3）。

（注 1）ジェトロ　地域分析レポート 
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2024/33b467ac1110e670.html

（注 2）パナソニック https://news.panasonic.com/jp/press/jn250829-3
（注 3）ヤンマー 

https://www.yanmar.com/jp/energy/news/2024/11/19/144824.html
（注 4）日立エナジー 

https://www.jetro.go.jp/biznews/2024/12/a42273b6b18208f3.html

表 3　チェコの主な経済指標
項 目 単 位 2022 年 2023 年 2024 年

実質 GDP 成長率 （％） 2.9 0.1 1.0

1 人当たり GDP （＄） 27,876 31,630 31,543

消費者物価上昇率 （％） 15.1 10.7 2.4

失業率 （％） 3.4 3.6 3.8

貿易収支 （100 万＄） △ 859 13,047 18,001

経常収支 （100 万＄） △ 13,643 △ 432 6,050

為替レート （1 ＄につき
コルナ） 23 22 23

出所：ジェトロ　概況・基本統計 
https://www.jetro.go.jp/world/europe/cz/basic_01.html

（2）オーストリア
2024 年の名目 GDP は 4842 億ユーロ（約 87 兆円）

で、実質 GDP 成長率は前年比 1.2％減。工業生産を含
む多くの分野で前年を下回り、2022 年下半期から 10
四半期連続でゼロまたはマイナス成長が続き、第 2 次世
界大戦後最長の不況となった。背景には個人消費の低迷
と工業生産の不振がある。耐久消費財の減少が顕著で、
賃金上昇にもかかわらず労働市場の不透明感から貯蓄率
が上昇。一方、工業生産は金融引き締め、主要貿易相手
国の需要減、競争力低下などが足かせとなった。

2025 年第 1 四半期には前期比 0.2％増とプラス成長
に転じ、工業生産（0.6％増）、輸出（1.4％増）が回復
をけん引。ただし通年では前年比 0.3％減とマイナスを
見込む。貿易では 2024 年の輸出が前年比 4.8％減の
1910 億ユーロ、輸入は 6.1％減の 1892 億ユーロで、
輸入減が輸出減を上回り、貿易収支は 17 億ユーロの黒
字に転換（17 年ぶり）した（注 5）。

輸出品目では機械・輸送機器（構成比 37.2％）が
5.6％減、特に乗用車は 9.8％減。国内自動車生産は
37％減である。電気・電子機器は 7.5％減、産業用機械
は 10.9％減と不振が続いた。地域別では EU 向け輸出
が 6.7％減、最大の相手国ドイツは 3.0％減。主要品目は
軒並み減少したが、化学品（9.8％増）、食料品（6.6％増）

が下支えした。イタリア向けは 5.4％減、ハンガリー・
チェコ・ルーマニア向けも減少した。

観光立国のイメージが強いオーストリアだが、製造業
は GDP の 28.8％を占める。長期不況からの回復は緩や
かで、輸出構造の変化や競争力強化が課題となっている

（表 4）。

（注 5）ジェトロ　オーストリアの貿易投資年報 
https://www.jetro.go.jp/world/europe/at/gtir.html

表 4　オーストリアの主な経済指標
項 目 単 位 2022 年 2023 年 2024 年

実質 GDP 成長率 （％） 5.3 △ 1.0 △ 1.2

1 人当たり GDP （＄） 52,609 56,290 56,915

消費者物価上昇率 （％） 8.6 7.8 2.9

失業率 （％） 6.3 6.4 7.0

貿易収支 （100 万＄） △ 20,593 △ 2,022 1,740

経常収支 （100 万＄） △ 3,862 6,345 11,665

為替レート （1 ＄につき
ユーロ） 0.95 0.92 0.92

出所：ジェトロ　概況基本統計 
https://www.jetro.go.jp/world/europe/cz/basic_01.html

2．3　電力事情
（1）チェコ

チェコの電源構成は石炭と原子力が中心であるが、将
来的には原子力と再生可能エネルギーを拡大する意向で
ある。エネルギー自給率は、石炭の採掘縮小に伴い年々
低下している。一方で原油や天然ガスの輸入依存度が高
く、原油は 50％、ガスは 100％をロシアに依存してい
る。政府はロシア産エネルギーへの依存度の低下を図る
一方で、足元のエネルギー価格高騰への支援を打ち出し
ている。

2024 年の電力構成比は、石炭が 36.3％、原子力
が 40.2％と二つの電源に大きく依存している状況であ
る。再生可能エネルギーでは、バイオ燃料・廃棄物が
7.5％と高く、太陽光が 4.9％、風力が 1.0％となってい
る。チェコでは、風車を見かけることがほとんどなかっ
た（表 5）。

2024 年に「国家エネルギー・気候計画」を発表し、
2030 年、2040 年、2050 年の電力構成計画は、表 6
のとおりである。石炭は、2030 年に 9％まで縮小し、
2040 年以降には 0％となっている。石炭を縮小する代
わりに再生可能エネルギーの構成比が、2030 年 31％、
2050 年には 52％と増えていく計画となっている。
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表 5　チェコにおける電源別の発電量
（単位：GWh、％）

電 源
発電量 構成比

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2024年

化石 
エネルギー

天然ガス 6,848 7,291 4,311 3,664 3,754 5.1％

石 炭 32,686 34,807 37,444 30,392 26,817 36.3％

石 油 89 92 81 89 72 0.1％

原子力 30,043 30,731 31,021 30,410 29,696 40.2％

水 力 3,436 3,619 3,083 3,427 3,584 4.9％

再生可能
エネルギー

太陽光 2,294 2,249 2,626 2,892 3,592 4.9％

風力 699 601 641 701 716 1.0％

バイオ 
燃料・ 
廃棄物

5,308 5,485 5,506 5,310 5,535 7.5％

その他 118 136 132 114 109 0.1％

合 計 81,521 85,011 84,845 76,999 73,875 100.0％

出所：IEA　https://www.iea.org/countries/czechia/energy-mix

表 6　チェコにおける 2050 年までの電源別構成
（単位：％）

2024 2030 2040 2050

石 炭 36.3 9 0 0

天然ガス 5.1 15 3 3

原子力 40.2 44 68 46

再エネ 13.4 31 29 52

その他 0.1 1 1 1

合 計 100 100 100 100

出所：Czechia - Final updated NECP 2021 - 2030（submitted 2024）から作成
https://commission.europa.eu/publications/czechia-final-updated-necp-2021-2030-submitted-2024_en

（2）オーストリア
オーストリアの電源構成は水力と再生可能エネルギー

が中心である。国際原子力機関（IAEA）が、ウィーン
に設置されており、原子力を推進しているが、オースト
リアは、脱原子力の国である。オーストリアの電源構成
は、水力発電、火力発電、風力発電、バイオマス発電な
どが占めているが、原子力発電はゼロである。

2024 年度の電源構成を見てみると、水力が 60.3％と
アルプス山脈の地形と豊富な水資源を生かし、国内のエ
ネルギー供給において中心的な役割を担っている。次に
多いのが、再生可能エネルギーの風力である。ウィーン
国際空港の周辺では、移動中の車窓から大規模な風力発
電設備を見ることができた（表 7）（図 2）。

表 7　オーストリアにおける電源別の発電量
（単位：GWh、％）

電 源
発電量 構成比

2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2024年

化石 
エネルギー

天然ガス 9,954 10,617 10,873 7,495 7,536 9％

石 炭 2,356 2,157 1,961 1,928 1,959 2％

石 油 725 709 665 781 718 1％

原子力 − − − − − −

水力 45,343 42,678 39,140 44,523 49,355 60％

再生可能
エネルギー

太陽光 2,042 2,773 3,782 6,394 7,644 9％

風 力 6,791 6,740 7,241 8,036 9,257 11％

バイオ 
燃料・ 
廃棄物

5,330 5,193 5,511 5,286 5,425 7％

その他 11 16 14 12 4 0％

合 計 72,552 70,883 69,187 74,455 81,898 100％

出所：IEA　Austria - Countries & Regions - IEA

図 2　ウィーン郊外の風力発電設備

3．シュコダ（Skoda auto a.s.）訪問

3．1　基本情報
訪問日：10 月 20 日（月）
場　所：�ムラダーボレスラフ（Mladá Boleslav）工場

プラハから北東およそ 50km にある
スケジュール：�工場見学　 10：30 ～ 12：00 

博物館見学 12：00 ～ 12：30

3．2　企業概要
シュコダの起源は 1895 年、ヴァーツラフ・クレメン

トとヴァーツラフ・ラウリンが創業した自転車メーカー
「ラウリン＆クレメント」社にさかのぼる。当初は「スラ
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ヴィア」ブランドで自転車を製造し、1899 年にオート
バイ、1905 年に初の自動車「ヴォワチュレット A」を
発表。第 1 次世界大戦期に急成長し、オーストリア・ハ
ンガリー最大の自動車メーカーとなった。1924 年の工
場火災で経営難に陥り、1925 年に国内大資本シュコダ
工業に買収され、自転車・オートバイ製造を終了。1991
年にフォルクスワーゲングループ傘下となり、2024 年
の世界生産台数は約 92 万 5000 台、うちチェコ国内で
約 89 万 7000 台を生産。ムラダーボレスラフ工場は本
社・開発拠点を兼ね、試作から量産まで一貫対応。大型
モデルや SUV はクヴァシニー工場で生産されている。

3．3　工場見学
工場見学は、専属のガイドがバスに乗車し、プレス工

場、最終組み立てラインの見学を行った。工場見学時に
ガイドから説明があった内容を以下に記載する。工場内
は、撮影禁止であったため、見学時の写真がないのが残
念である。

プレス工場での説明

・自動車用の鋼板は、主にインドから輸入している。

・プレスに使用する金型は、自社で製造している。

・プレス工場のシフトは、3 シフトで 24 時間操業、日
曜日も稼働している。

・ルーフのプレスの完成品の確認は、ラインの横で従業
員が外観検査を行っていた。

・不良品があった場合は、ラインから出して、直ぐにス
クラップにすることにしている。理由は、不良品が市
場に出ないようにするためである。

最終組み立てライン

・ラインに流れている自動車は、既にオーナーが決まっ
ている。そのため、オーナーが要望した仕様に基づき、
組み立てをしている。

・仕様の指示書は、大きな紙とバーコードで管理してい
るようである。

・1 工程は 1 分で作業が終わるように配置されている。
もし終わらない場合は、管理者が関与して遅れないよ
うに管理している。

・ラインの従業員は、3 色の服に分けられている。正規
社員、期間社員、学生ごとに色が異なる。

・部品メーカーなど協力会社は、約 800 社に上る。

・一番小さな車（車種：ファビア）でも、使用するケー
ブルは、3km にもなる。

・ラインに立ち入る前には、静電気を取るための装置を
通過する必要がある。

・作業ラック、作業治具などは、トヨタ自動車の生産ラ
インで採用されているものを参考にしているとの説明
があった。

・通路と通路の間には、休憩スペースが配置されていた。
休憩スペースは個人のロッカー、シンク、電子レンジ、
冷蔵庫、自動販売機が完備されており、従業員が休憩
しやすいように配置されていた。

工場内の情報

・工場の敷地内には、22km の鉄道が敷設されており、
完成車の約 60％を鉄道で出荷している。

・エンジンは、1.0 ～ 1.6L のガソリンエンジンを 5000
台製造している。そのうち 2500 台をドイツ、チェコ、
英国などに外販している。

・工場内には、高校と大学が併設されている。本日説明
しているガイドもそこの大学生であった。

・シュコダ社の給与は、チェコ国内で一番高い水準のた
め、憧れの職場となっている。

・工場内には 19 の食堂がある。
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3．4　博物館の見学
工場に併設されている博物館（シュコダミュージアム）

も見学した（図 3）。創業間もない頃の自動車など、歴史
的に価値のある車が多く展示されていた。

図 3　集合写真（シュコダミュージアムを背に）

4．おわりに

チェコ、オーストリアを訪れた印象は、似ているところ
も多くあるが、隣の国同士ではあるものの、歴史的背景
の違いから、印象が少々異なるところも感じた（表 8）。
チェコは、戦前はハプスブルク帝国に、また戦後はロシ
アに支配されていた歴史があり、自立する意識が強いよ
うに感じた。

一方、オーストリアは、ハプスブルク帝国の歴史が色
濃く出ていた首都のウィーンは、音楽の都として知られ、
モーツァルト、ベートーベン、シューベルトといった作曲
家が活躍するなど、ハプスブルク帝国の誇りを保ちなが
ら、芸術、文化を大切にしている感じを強く受けた。

チェコとオーストリアで製造業を比較すると、チェコ
の方が多く進出しており、パナソニック、ヤンマー、日
立エナジーなどの日本メーカーも多い。欧州の中でも工
業国として、しっかりとした地盤があるように感じた。

表 8　チェコとオーストリアの比較

項 目 チェコ オーストリア

言 語 チェコ語（スラヴ系） ドイツ語（ゲルマン系）

宗 教 非宗教的傾向 カトリック中心

飲食文化 ビール中心 カフェ文化・ワインも

芸 術 マリオネット・文学 音楽・オペラ

歴史意識 自立・抵抗の歴史 ハプスブルク帝国の中心としての誇り

チェコでは、自動車メーカーのシュコダ社を訪問した。
日本では、見かけることがあまりないメーカーであるが、
チェコでは登録台数が多く、人気の会社である。2024
年度のシュコダの国内登録台数は、7 万 8097 台、構成
比 33.7％と圧倒的にシェアを誇っている（表 9）。チェ
コで走っている車もシュコダを多く見かけた。

シュコダ社を訪問する前は、日本で同社の車が走って
いるのを見かけなかったため、どのようなモノを生産し
ているのか関心が薄かった。しかし、工場見学した結果、
最新の設備で生産していること、省力化を図りつつ、モ
ノづくりに対する力量があることなどが分かり、フォルク
スワーゲングループの一企業として、大きな役割を果た
していると感じた。

表 9　チェコの自動車登録台数

メーカー、ブランド
2023 年 2024 年

台 数 台 数 構成比 前年比

シュコダ 77,490 78,097 33.7 0.8

現 代 20,068 20,309 8.8 1.2

トヨタ 17,435 18,994 8.2 8.9

フォルクスワーゲン 18,938 15,555 6.7 △ 17.9

起 亜 11,424 10,743 4.6 △ 6.0

出所：ジェトロ　地域分析レポート 
https://www.jetro.go.jp/biz/areareports/2024/33b467ac1110e670.html

最後に、この海外調査事業の成果として得られた事例
をご紹介する。毎年調査に参加している山洋電気株式会
社は、2025 年 9 月 19 日にベトナムで新工場を建設す
ることを発表した。同社は 2024 年、本調査事業でベト
ナムを訪問しており、その際の調査結果が新工場建設の
検討において参考になったと伺っている。

このような具体的な成果が得られたことは、非常に喜
ばしい事例である。今後も本調査事業を継続し、会員企
業にとって有益な情報を提供できるよう、積極的に海外
調査を実施していきたいと考えている。
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1．まえがき

太陽光発電（PV）システムの出荷量動向調査は、
1987 年に旧通産省工業技術院委託事業である新発電シ
ステムの標準化に関する調査研究の一環として、社団法
人 日本電機工業会（JEMA、当時）の「太陽光発電シス
テム・機器分科会」が調査内容を審議し、1987 年度出
荷分より本格的な調査を開始した。

2001 年度からは JEMA の自主事業として実施してい
たが、システム数の増加および流通経路の複雑化により、
システム単位での出荷量を把握することが困難になって
きた。そのため、JEMA 太陽光発電システム技術専門委
員会で調査方法および調査内容について審議し、2008
年度より対象をシステムから構成機器の一つであるパ
ワーコンディショナ（以下、PCS）に絞り調査を行うこ
ととした。

2011 年度以降は、コンプライアンスの観点から、同
製品の統計を専門に扱う「PV パワコン統計委員会」を
新たに設置し、JEMA 会員を対象に調査を行った。さら
に 2012 年度からは、より確度の高い調査を行うため、
対象を JEMA 会員以外にも拡大した。2013 年度からは
国内生産品および輸入品の区分を追加し、電気事業法上
の低圧および高圧区分の境となる「直流 750V 超か否
か」も併せて追加した。

2014 年度からは、より詳細な動向調査のため、年度
を上期・下期の 2 期に分けての調査を開始した。また、
2020 年度上期より、入力電圧の集計区分を三つに増や
した調査を開始した。本報告は、2025 年度上期の結果
をまとめ、データを分析したものである。

2025 年度上期調査では、合計 36 社に対して調査票
を送付し、25 社（表 1）からの回答を得た（注 1）。

（注 1）調査の結果、自社生産のなかった会社および取り扱いのなかった会社も
含まれている

2．太陽光発電システム用 PCS 
出荷量の調査方法

a）調査対象期間：2025 年度上期分 
（2025 年 4 月 1 日～ 9 月 30 日）

b）調査項目：上記対象期間中に出荷された太陽光発電
用 PCS を対象に、次の項目について調査した。
・仕向け先（国内住宅向け・国内非住宅向け・海外

向け）別の出荷台数・容量
・国内生産品・輸入品、AC 定格出力容量、出力電

圧方式（単相・三相）、定格入力電圧（750V 以
下・750V 超～ 1500V 以下、1500V 超）、自立
運転機能の有無

2025年度上期 太陽光発電用 
パワーコンディショナの出荷量動向調査報告

一般社団法人 日本電機工業会
PV パワコン統計委員会

表 1　2025 年度上期 太陽光発電用 PCS 出荷量動向調査　回答会社一覧表
（五十音順）

㈱ ウエストホールディングス シャープエネルギーソリューション ㈱ 日新電機 ㈱
㈱ エクソル ㈱ 正興電機製作所 パナソニック ㈱ 　エレクトリックワークス社
SMA ジャパン ㈱ ソーラーエッジテクノロジージャパン ㈱ ㈱ 日立産機システム
㈱ NF ブロッサムテクノロジーズ ㈱ ダイヘン 富士電機 ㈱
エリーパワー ㈱ ダイヤゼブラ電機 ㈱ ㈱ 明電舎
オムロン ソーシアルソリューションズ ㈱ ㈱ TMEIC ㈱ 安川電機
㈱ 三社電機製作所 デルタ電子 ㈱ ㈱ YAMABISHI
山洋電気 ㈱ 東芝 IT コントロールシステム ㈱
㈱ GS ユアサ ニチコン ㈱

（計 25 社）
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3．調査結果

3．1　はじめに
本調査結果においては、仕向け先の区分け（〈2. b〉

参照）のうち、一部項目の集計結果が統計規約を満たさ
ないことから、「非公開」となっていることに留意いただ
きたい（表 2）。

3．2　総出荷容量・台数
2025 年度上期の総出荷容量（図 1）は 1.14GW と

なり、前年同期の 1.28GW に対して 89.4％と減少し、
総出荷台数（図 2）は 18 万 7330 台で、前年同期の
18 万 3264 台に対して 102.2％と増加した。

また、用途別出荷容量（図 3）および用途別出荷台
数（図 4）を見ると、国内住宅向け出荷は容量ベースで
前年同期比 107.9％（台数ベースで 105.8％）、国内非
住宅向け出荷は前年同期比容量ベースで 53.3％（台数
ベースで 79.7％）となった。容量帯別出荷容量（図 5）
および容量帯別出荷台数（図 6）を見ると、10kW 未
満の容量ベースで前年同期比 104.8％（台数ベースで
103.0％）、10kW 以上 100kW 未満の容量ベースで
前年同期比 89.6％（台数ベースで 77.6％）、100kW
以上の容量ベースで前年同期比 16.7％（台数ベースで
36.0％）となった。

1.14（89.4%）

1.22（91.8%）

1.28（93.8%）

1.33（63.1%）

1.36（70.6%）

2.11（104.1%）

1.93（78.7%）

2.03（100.1%）

2.46（117.9%）

0.00 0.50 1.00 1.50 2.00 2.50 3.00

2025年度 上期

2024年度 下期

2024年度 上期

2023年度 下期

2023年度 上期

2022年度 下期

2022年度 上期

2021年度 下期

2021年度 上期

図 1　総出荷容量［GW］（対前年同期比）
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図 3　用途別出荷容量［kW］（対前年同期比）

表 2　非公開項目および非公開期間一覧表
項 目 非公開期間

仕向け先別 海外向け 2021 年度～ 2025 年度上期

AC 定格出力容量

500kW 以上 750kW 未満 2023 年度～ 2025 年度上期
750kW 以上 2023 年度～ 2025 年度上期
750kW 以上 1500kW 未満 2023 年度～ 2025 年度上期
1500kW 以上 2024 年度～ 2025 年度上期

定格入力電圧
750V 超 1500V 以下 2022 年度～ 2023 年度
1500V 超 2022 年度～ 2023 年度
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3．3　PCS の各仕様の内訳
（1）単相・三相

単相・三相の区別について図 7（容量ベース）、図 8
（台数ベース）に示す。国内住宅向けは従来どおり単相の
みとなっている。国内非住宅向けでは、容量ベース、台
数ベースとも三相の割合が高い結果となった。

（2）定格直流入力電圧（750V 以下・750V 超
1500V 以下、1500V 超）

2020 年度上期より調査区分を 750V 以下・750V 超
1500V 以下、1500V 超の 3 区分に分け調査を開始し
た。また、2022 年度より入力電圧の範囲を明確にする
ため、「定格入力電圧」として調査を行った。

定格入力電圧の割合（図 9）は、容量ベースで 750V
以下が 97.9％（1120MW）、750V 超 1500V 以下が

2.1％（24MW）、台数ベースでは 750V 以下が 99.9％
（18 万 7156 台）、750V 超 1500V 以下が 0.1％（174
台）となった。

（3）自立運転機能
自立運転機能の有無を図 10（容量ベース）、図 11

（台数ベース）で示す。自立運転機能「あり」の割合が国
内住宅向けでは容量ベース・台数ベースともに 100％、
国内非住宅向けにおいてもおよそ半分を占める結果と
なった。

しかし、本調査を 50kW 未満に限定した場合の国内
非住宅向けの自立運転機能「あり」の割合は容量ベース

（図 12）で 50.9％、台数ベース（図 13）で 49.3％と
なり、2023 年度をピークに減少傾向にある。
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図 7　単相・三相の容量割合［％］
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図 8　単相・三相の台数割合［％］
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図 5　容量帯別出荷容量［kW］（対前年同期比）
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図 6　容量帯別出荷台数［台］（対前年同期比）
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図 11　自立運転有無の台数割合［％］
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図 10　自立運転有無の容量割合［％］
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図 9　定格入力電圧 750V 以下、750V 超 1500V 以下、
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3．4　国内生産品・輸入品の割合
用途別国内生産品・輸入品の割合を容量ベース

（図 14）、台数ベース（図 15）で示す。国内住宅向けで
は輸入品の割合が容量ベースで 11.1％から 3.2 ポイン
ト下がり 7.9％（台数ベースでは 11.8％から 3.2 ポイン
ト下がり 8.6％）となった。国内非住宅向けでは、輸入
品の割合が容量ベースで 20.9％から 1.8 ポイント下がり
19.1％（台数ベースでは 4.9％から 0.6 ポイント上がり
5.5％）となった。

次に、容量別国内生産品・輸入品の割合を容量ベー
ス（図 16）、台数ベース（図 17）で示す。10kW 以上
100kW 未満の容量帯において輸入品の割合が高い状況
が続いていたが、2022 年下期を境に減少傾向にある。

なお、本調査では、輸入品の定義として次の事項を定
めている。

1）国内企業が海外の生産拠点で生産し日本に輸入し
たもの

2）一度海外に輸出したものの再度日本に輸入された
もの

3）海外メーカの日本法人、または代理店が仲介し出
荷するもの

※ 海外で生産し、海外に輸出したもの（アウト－アウト品）は除く

3．5　容量帯別出荷量
図 5 および図 6 をさらに細かく分類した、容量帯

別出荷量を容量ベース（図 18）、台数ベース（図 19）
で、さらに分類した容量帯別出荷量を容量ベース

（図 20）、台数ベース（図 21）で示す。100kW 未満の
うち、「5kW 以上 10kW 未満」および「50kW 以上
100kW 未満」の容量帯は容量ベース、台数ベースと
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図 14　用途別国内生産品・輸入品の容量割合［kW］
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図 15　用途別国内生産品・輸入品の台数割合［台］
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図 16　容量別国内生産品・輸入品割合［kW］
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図 17　容量別国内生産品・輸入品割合［台］
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図 13　50kW 未満の自立運転有無の台数割合［％］
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図 12　50kW 未満の自立運転有無の容量割合［％］
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も増加となったが、100kW 以上の容量帯においては容
量ベース、台数ベースともに大幅な減少となった。また、
前述のとおり、今期調査において一部の容量帯が統計規
約を満たさないことから、「500kW 以上 750kW 未満」

「750kW 以上」「750kW 以上 1500kW 未満」および
「1500kW 以上」を「非公開」としている。

4．あとがき

2025 年度上期の PV パワコンの出荷量動向調査結果
は、総出荷容量は減少、総出荷台数は増加となった。
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図 21　容量帯別出荷台数［台］（対前年同期比）

10kW 未満の小容量帯の出荷は 2023 年度の下期以
降減少で推移していたが、今期は増加となった。逆に、
100kW 以上の大容量帯が増加傾向であったが減少に転
じている。小容量帯が微増している理由として、政府・
自治体の住宅用太陽光および蓄電池導入支援などが一助
となっていると考えられるが、動向は不明瞭であり、引
き続き注視していきたい。

JEMA PV パワコン統計委員会では、今後も社会動向
を注視しつつ、関係者の意思決定など公共の利益に資す
る活動を目指し、市場の状況をできる限り見える化すべ
く本調査を継続していく所存である。
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■ 第 7 次エネルギー基本計画が 
閣議決定　JEMA 要望が反映� 2月

［参考］第7次エネルギー基本計画（案）
および GX2040 ビジョン（案）に 
対する JEMA 意見 1月

https://www.jema-net.or.jp/about/
policy/250124.html ▶

■ JEMA コーポレート広報の刷新

https://www.jema-net.or.jp▶

→ JEMA ウェブサイトを 
全面リニューアル 14 年ぶり 4月

→ JEMA 規格類の新販売サイト 
運用開始 4月

→ 機関誌『電機』の表紙を一新 
記事のカラー化を推進 7月〜

■ 次世代型太陽電池（ペロブスカイト） 
市場導入に向けた 
ガイドライン策定開始� 6月〜

■ 原子力白書 
エネルギー分野に加え、 
医療、農業、工業等の日常生活を 
支える技術も特集として掲載� 6月

■ 定時総会 
初めてセルリアンタワー東急ホテル
で開催� 6月

■ 冷蔵庫買い替え需要促進キャンペーン 
特設サイトのユニークユーザ数が 
目標・前年を上回る� 6〜7月

■ 2030 年に向けた家電 4 品目の 
再生プラスチック利用目標を策定
国に対し実現のための政策を提言
� 9月

■ IIFES2025 
盛況裡に終了 
来場者数は前回比約 3 千人増� 11月

https://iifes.jp▶

■ 2025 年度上期（4 ～ 9 月）　 
重電機器（生産）、 
白物家電機器（国内出荷） 
ともに前年同期を上回る� 11月

■ 水力発電講演会 
初のパネルディスカッションを併催 
� 12月

2025年　電機業界とJEMAを取り巻く出来事
2025 年 1 ～ 12 月における電機業界と JEMA を取り巻く出来事を、本誌編集部にてピックアップしました（順不同）。

 ［トピックス］　87

https://www.jema-net.or.jp/about/policy/250124.html


国際標準化活動紹介

大会の参加者登録者数は 2722 名を数え、表 1 に示
すようにコロナ禍以降で最大規模となった。なお、前年
の IEC エディンバラ大会は「コンパクト開催」を志向し
て開催されており、今回のような大規模開催が今後の傾
向として続くのかは現時点では不明である。

表 1　近年の IEC 大会参加登録者数

開催場所 参加 
登録者数

うち、 
日本 備 考

2015 ミンスク 1289 110

2016 フランクフルト 3227 410

2017 ウラジオストク 1381 194

2018 釜 山 3375 471

2019 上 海 3614 494

2020 ジュネーブ（リモート） 790 34 リモート開催

2021 ドバイ（ハイブリッド） 890 37 ハイブリッド開催

2022 サンフランシスコ 2218 306

2023 カイロ（リモート） 1977 162 リモート開催

2024 エディンバラ 1908 133

2025 ニューデリー 2722 230

大会期間中に、総会（GA：General Assembly）を
はじめ、評議会（IB：IEC Board）、標準管理評議会

（SMB：Standardization Management Board）、適
合 性 評 価 評 議 会（CAB：Conformity Assessment 
Board）、市場戦略評議会（MSB：Market Strategy 
Board）などの IEC 上層の各委員会が開催された。ま
た、各国 NC が課題を共有し議論する IEC Forum、
アジア太平洋地域の NC が連携を図る Asia Pacific 
Cooperation Forum（APCF）などの各種の会議が実
施された。

本稿では、IEC の最高意思決定機関である総会（GA：
General Assembly）を中心に今回の IEC ニューデリー
大会の概要を報告する。

1．はじめに

第 89 回 IEC 大会が 9 月 15 日から 9 月 19 日の期
間（執行委員会〈PresCom〉や各上層委員会の CAG

〈Chairman Advisory Group〉等を除く）に開催された。
本大会はインドの首都、ニューデリーにて対面開催さ

れ、会場は大会のメインとなるマネジメント会議（各上
層委員会等）を開催する Bharat Mandapam（図 1）
と、大会に併催する TC/SC（技術委員会／分科会）を
開催する別の会場 3 カ所（図 2）に分かれて用意された。

出所：IEC General Meeting

図 1　Bharat Mandapam

出所：Google マップを一部加工

図 2　IEC ニューデリー大会の開催場所

第89回 IEC大会（ニューデリー〈インド〉大会）

一般財団法人 日本規格協会 
 IEC 活動推進会議事務局長

小 坂 英 明
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2．概 況
2．1　主要会議日程

今年度大会での主要な会議・イベントの日程を表 2 に
示す。

表 2　今大会での主要な会議・イベント
会議・イベント名 時間（GMT）

9/14

PresCom AM

APCF 13：00〜15：30

APCF Reception 16：00〜19：00

9/15

SMB 08：30〜17：30

CAB 08：30〜17：30

MSB 08：30〜17：30

Open Ceremony & Welcome reception 19：30〜22：30

9/16
IEC Forum 09：00〜13：00

Joint CAB MSB SMB Strategic Session 14：00〜17：00

9/17 IB 08：30〜17：00

9/18

IEC Academy & Capacity Building 
workshop 09：00〜12：30

MSB White Paper Session 14：00〜15：30

NC Presidents' Forum 14：00〜15：30

9/19

General Assembly 08：30〜15：30

Open Session 15：45〜18：30

Closing Ceremony & Farewell 19：30〜22：00

9/20 PresCom AM

2．2　日本からの参加状況
国別の大会参加者数を表 3 に示す。参加者数ではイ

ンド勢が一番多く、日本は中国に次いで 3 位となってい
る。日中韓など東アジア勢の参加者は安定的に多い傾向
にあるが、デンマーク、スウェーデンなどの北欧からの
参加者も増加している。

表 3　今大会の国別登録者数（上位）

1 インド 530 7 イタリア 76

2 中 国 339 8 フランス 74

3 日 本 230 9 英 国 61

4 ドイツ 174 10 カナダ 48

5 米 国 128 11 デンマーク 39

6 韓 国 106 12 スウェーデン 36

日本からの参加者（いわゆる、日本派遣団）は、表 4
に示すとおりである。

表 4　上層委員会対応の日本派遣団

JISC
遠藤会長、小太刀事務局長（METI） 
猿橋国際標準化交渉官（METI）
前田課長補佐（METI）

IB 委員：西田（東芝）、委員補佐：吉田（東芝）

SMB 委員：岡本（日立）、オルタネート：池田（METI）

MSB 委員：岡本（東電）、委員補佐：馬橋（電力中研）

CAB 委員：高橋（富士電機） 
オルタネート：平田（富士フイルム BI）

その他
野田（IEC/BAC 委員、JSA 理事） 
三上（JISC 会長補佐） 
佐藤主席専門職（JETRO ジュネーブ駐在 /JSA）

※JISC：日本産業標準調査会、METI：経済産業省、BI：ビジネスイノベーション

なお、ここに示す以外で、IEC 大会に合わせて開催が
予定されていた TC/SC への参加者等により、総勢 230
名となる。

3．IEC 総会概要

図 3　IEC 総会の様子

IEC 大会期間中に予定されていた IB（評議会）、
SMB（標準管理表議会）、CAB（適合性評議会）、MSB

（市場戦略評議会）など評議会やその他の多くの会議が
総会（General Assembly）（図 3）に併催して開催さ
れ、日本からは JISC（Japanese Industrial Standards 
Committee：日本産業標準調査会）関係者として遠藤
会長をはじめ、経済産業省の関係者、各上層委員および
オルタネートが出席した。本稿では主に総会について報
告する。
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総会は現地時間の 9 月 19 日 8：30 ～ 15：30 に開
催された。開会宣言の後、議題案の承認、監査人の総会
出席免除の確認があった。

IEC 運営については、Cops 会長と Metzger 事務総
長から報告があり、続いて 2024 年の収支報告、2026
年の予算案の説明、2026 年の各国分担金案の説明が
あった。

続いて各評議会（MSB、SMB、CAB など）からの報
告や IEC 規約および施行規則の改定の説明があり、次
期 IEC 会長や IEC 上層委員の選挙案件について、各国
NC によるオンライン投票が行われた。選挙の内容は以
下に示す。

4．選挙案件と投票結果

（1）現 IEC 財務監事の Pierre SELVA 氏（フランス）
の再任（2 期目）を承認（2026 ～ 2028）

（2）現 SMB 議長の Vimal Mahendru 氏（インド）の
再任（2 期目）を承認（2026 ～ 2028）

（3）IEC 評議会（IB）委員：グループ A 国選出／再選
（2026 ～ 2028）
東京電力 PG 岡本副社長を含む 5 名（日本、フラン
ス、米国、英国、ドイツ）が承認された。

（4）ビジネス諮問委員会（BAC）委員（グループ A 国）
再選 2 名を承認（2026 ～ 2028）（米国、英国）

（5）ビジネス諮問委員会（BAC）委員（非グループ A
国）選出／再選 3 名を承認（2026 ～ 2028）（オー
ストラリア、オランダ、ノルウェー）

（6）標準管理評議会（SMB）委員（グループ A 国）再
選（2026 ～ 2028）
日立製作所岡本チーフアーキテクト（2 期目）を含
む 6 名を承認（日本、フランス、米国、英国、ドイ
ツ、イタリア）

（7）標準管理評議会（SMB）委員（非グループ A 国）
選出 3 名を承認（2026 ～ 2028）（オーストラリア、
オランダ、スウェーデン）

（8）適合性評価評議会（CAB）委員（グループ A 国）
選出 2 名承認（2026 ～ 2028）（フランス、米国）

（9）適合性評価評議会（CAB）委員（非グループ A 国）
再選 2 名を承認（2026 ～ 2028）（ブラジル、スイス）

5．財政関係

IEC の財政状況についての報告は以下のとおり。
（1）2024 年監査済み IEC 法定財務諸表の承認が求め

られた。連結総収入は 34.3 百万スイスフラン（約
58.7 億円）で 2023 年比 +4.6％、総支出は 37.9
百万スイスフラン（約 64.8 億円）で、2023 年比
+8.5％となり、収支としては 3.5 百万スイスフラン

（約 6.0 億円）の赤字となった。
（2）2026 年の予算案の承認が求められた。連結総収

入は 38.0 百万スイスフラン（約 65.4 億円）で、
2025 年予算比 +10.2％、総支出は 41.3 百万ス
イスフラン（約 71.0 億円）で、2025 年予算比
-0.6％、収支としては -3.3 百万スイスフラン（約
-5.7 億円）の赤字を見込む。

（3）2026 年の各国分担金は、世界的なインフレ率を考
慮して 2025 年比 1.0％増で承認が求められた。日
本は中国、フランス、ドイツ、英国、米国と共に最
大負担国として 8.18％で 0.99 百万スイスフラン

（日本円で 1.7 億円相当）である。なお、負担割合
は 2025 年度から変更はない。

上記 2024 年決算、2026 年予算・分担金について承
認された。

6．今後の IEC 大会について

2026 年の IEC 大会は 11/14 ～ 11/20 にドイツ（ハ
ンブルク）で開催される予定。

2027 年の IEC 大会はシンガポールで開催される予定。
2028 年の開催地については未定であり、各 NC に対

して前向きな検討が求められた。
なお、JISC の遠藤会長より 2029 年大会の日本招致

意向が表明された（表 5）。

表 5　2024 年以後の IEC 大会開催予定国
開催年 開催国（都市）

2026 年 ドイツ（ハンブルク）11/14 ～ 11/20
2027 年 シンガポール
2028 年 未定
2029 年 日本が招致意向を表明
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7．IEC 大会期間中の GA 以外の 
主なイベント

今大会期間中に総会（GA）以外でリモート参加した
主なイベントを以下に紹介する。

7．1　トーマス・エジソン賞
トーマス・エジソン賞は IEC の技術委員会や適合性

評価活動で顕著な成果や貢献が認められる専門家に対し
て贈られるもので、2010 年に創設された。最多で 7 名

（SMB 選考枠）が受賞できるが、今年は 7 名が受賞した。
2025 年のトーマス・エジソン賞を、日本からは

TC82（太陽光発電システム）国際議長の早稲田大学教
授の近藤道雄氏が受賞し、SMB 会議において Vimal 
Mahendru 議長より紹介された。（図 4）。

日本人の受賞は 11 年連続であり、IEC 標準化活動に
おける日本のプレゼンスの高さをアピールすることがで
きた。

図 4　トーマス・エジソン賞紹介の様子（右から 4 人目が近藤氏）

8．おわりに

今回の大会は、もともとイスラエルでの開催予定で
あったが、地政学的な事象の影響で急きょインド開催と
なったものである。

今年初めの段階では、準備にかなりの遅延が見られ
たが、実際に開催された大会では大きな混乱もなく、あ
る意味でインドの底力を見せつけたものとなった。また、
インドの大臣が、モディ首相の方針に触れつつ、インド
の経済成長における標準化の重要性および持続可能社
会・循環型社会へのコミットメントし、さらに、Quality
と Sustainability の重視についてスピーチしていた。こ
のことは、今回インド政府が、主催者であるインド標準
規格局（BIS）を全面的にバックアップしていたことを意
味すると思われる。

今回の IEC 大会では、昨年に引き続き、① SMART、
OSD＊等の DX を活用した規格開発に関するセッショ
ンが設けられたとともに、② SMB、MSB における将来
の標準化テーマ、AI セミナーなどが行われた。

DX により国際規格開発の現場、および、規格利用
サービスが大きく変わりつつあると同時に、同じ文脈と
もいえる AI 等への標準化アプローチを活発に議論する
場が多く設けられた。
＊ SMART：Standards Machine Applicable Readable and 

Transferable（機械による適用、読み取りおよび移動転送が可能な規格）
OSD：Online Standards Development（ISO と IEC が共同開発したオ
ンライン基盤）
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IEC/TC8/SC8A, SC8B, SC8C 
2025　プレナリ 
ニューデリー（インド）会議

IEC/TC8/JWG10 エキスパート

高 橋 浩 一◇

【概　要】

開催会議	 IEC/TC82/WG3・WG6、 IEC/SC8A 
JWG4・WG6・WG7

開催期間	 2025 年 9 月 8 日～ 12 日
開催地	 ニューデリー（インド）
出席者	 中国、フランス、ドイツ、イタリア、インド、

日本、韓国、カナダ他

【背　景】

一般社団法人 日本電機工業会（JEMA）の DER デー
タ情報伝送運用性検討 WG では、経済産業省委託事
業「分散型電源系統連系に係る情報伝送・相互運用性
に関する国際標準化」において、分散型電系統連系に
関わる情報伝送・相互運用性に関する新規規格として

“Technical requirements for Facility EMS and 
Facility DERMS”の提案・具体化の活動と関連規格の
調査を行っている。

【目　的】

提案中の新規規格は、SC8A に提案する方針で進
めているが、特に SC8B で規格化している IEC TS 
63189（VPP 関連）、IECTS 629898（マイクログリッ
ド）との重複が指摘されており、提案スコープに重複が
ないことを説明し、SC8A にて PWI の立ち上げの可能
性と関連 TC/SC との協調について議論する。

【成　果】
1．会議スケジュール

本会議は以下のスケジュールで行われた。

・9 月 8 日：IEC SC8A　プレナリ
・9 月 9 日：IEC SC8B　プレナリ
・9 月 10 日：IEC SC8C　プレナリ
・9 月 11 日、12 日：IEC TC8　プレナリ
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2．“�Technical requirements for Facility EMS 
and Facility DERMS”提案概要

新規提案は、分散電源により提供されるフレキシビリ
ティサービスを系統運用に活用するための、複数の再生
可能エネルギー、蓄電池などの分散電源群を制御するた
めの技術要件に関するものである。

・配電系統以下に接続される比較的小規模な分散電
源群をアグリゲーションして、仮想発電所（VPP：
Virtual Power Plant）の技術要件や、マイクログ
リッドを形成する分散電源群を制御するための技術仕
様については、SC8B で議論されている。

・SC8B では、需要家に近い配電系統以下に接続される
分散電源や、一般家庭や工場などの需要家敷地内に設
置された分散電源を対象としているのに対し、新規提
案は配電系統以上の特高・高圧系統に接続する、主に
電力供給を目的とした再生可能エネルギー設備や蓄電
所を対象としており、SC8Bとのすみ分けはできている。

・周波数制御、混雑管理、電圧管理などのフレキシビリ
ティサービスの機能要件については、SC8C で議論さ
れており、ここで定義される機能要件を実現するため
の技術要件を新規提案では定義していく。

・フレキシビリティサービスを実現するための機能要件
として系統運用側とのインタラクションは重要な要素
の一つであるが、SC8B としては、VPP 内、マイクロ
グリッド内の需要サイドのマネジメントが議論の中心
であるため、既存の規格における記載は不十分であり、
需要家サイドの分散電源を系統運用に活用する場合に
は、SC8B と協調した議論をしていく必要がある。

3．各プレナリでの審議結果
（1）IEC SC8A プレナリ
・上記提案内容について、富士電機・吉岡氏によりプレ

ゼンテーションを実施、系統運用と再生可能エネル
ギーとのインタラクションに対するインタフェースの重
要性が理解され、SC8A JWG5 で PWI 登録するこ
とで合意し、Decision List にも記載された。

（2）IEC SC8B プレナリ
・SC8B では、改めてプレゼンテーションは不要という

ことで新規提案については特に議論なし。

・WG6 の活動報告では、当方提案の関連として DSR
をアグリゲーションによるアンシラリサービス市場参
加への技術指針の議論が紹介されていた。

・DMES（Decentralize multi-energy system） の
技術仕様に関する提案があった。電気、熱、ガスの最
適化運用のための技術仕様で、異なるエネルギー媒
体のコストを最適化するため情報交換のためのインタ
フェースが必要という趣旨であり、WG3 での議論の
重複が指摘されていた。

（3）IEC SC8C プレナリ
・富士電機・吉岡氏による新規提案のプレゼンが実施さ

れた。議長の早稲田大学石井先生より、8C は系統運
用の視点で、周波数、電圧制御、将来的には慣性力の
運用に関するフレキシビリティサービスに必要な要求仕
様をまとめていくもので、新規提案は分散電源を束ねる
ことでどう供出していくかというものであり、8C として
重複はなく協調していくものだというコメントを頂いた。

（4）IEC TC8 プレナリ
・SC8A プレナリの報告において、Decision List に登

録されていることを確認し、8A、8B、8C 等と連携す
ることを条件に進めることで合意した。

・TC8 国際幹事から、「SC8B や SC8C との連携およ
びすみ分けを明確にして、2026 年の TC8 総会にて
CAG 合意事項として NP 発行の承認を得るのがよい
のではないか」とコメントを頂いた。

【今後の対応】

関連 SC との連携およびすみ分けを明確にしていくた
め、TC8、SC8A、SC8B、SC8C および CAG からコ
メントのあった SyC SE/ahG11 で発行した文書、審議
中の文書を調査し、調査結果を基に国内外の各 SC 関係
者と議論していく。
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IEC/TC23/SC23E/WG12 
（家庭用過電流保護装置付き 
半導体式漏電遮断器） 
デルフト（オランダ）会議

IEC/TC23/SC23E/WG12 エキスパート

栗 栖 皐 貴◇

【概　要】

開催会議	 SC23E：Circuit-breakers and similar 
equipment for household use

	 WG12：Protective devices based 
on semiconductor technology for 
household and similar use

開催期間	 2025 年 10 月 14 日～ 17 日
開催地	 デルフト（オランダ）
出席者	 7 カ国 17 名

【背　景】

昨今、欧州ではカーボンニュートラル実現に向け、太
陽 光 発 電（Photovoltaic Power Generation：PV）
や風力発電等の再生可能エネルギーによる発電装置の
導入が進んでいる。また、これらの発電装置は気象条件
に左右され、安定性に欠けるため、蓄電池や電気自動車

（Electric Vehicle：EV）を併用しつつ、従来の交流
（Alternate Current：AC）方式から、再生可能エネル
ギーや蓄電に相性の良い直流（Direct Current：DC）
へ置き換えることで、効率的かつ安定的な給電を目指し
ている。

このような直流送配電システムを実現する上で大きな
課題となるのが、短絡事故時の保護をどう実現するかと
いう点である。これは、直流送配電システムにおける短
絡電流が、回路の抵抗成分と、インダクタンス成分によ
る時定数に応じて大きくなるので、可能な限り高速で遮
断することが要求されるためである。

この要求を達成するために、高速かつアークレス遮断
を実現する半導体遮断器（Semiconductor circuit-
breaker：SCCB）が世界で注目されている。半導体遮

断器は、従来の機械式遮断器と異なり、グリッドや機構
部品がほとんど存在せず、パワー半導体のみで電流を遮
断する製品である。

IEC 規格としては、SC121A/PT60947-10（産業用
半導体遮断器）が先行して審議が進められており、これ
に続く形で、2023 年 11 月より家庭用過電流保護装置
付き半導体式漏電遮断器（Semiconductor residual 
current operated circuit-breaker with integral 
overcurrent protection：SC-RCBO）の審議が開始
している。

【審議内容】
1．サージ電流試験について

IEC 61009-1：2024 の 9.19.2 では RCBO のサー
ジ電流試験が規定されており、SC-RCBO の極に対して
も同様の試験を検討している。本項目では、3kA までの
8/20µs サージ電流波形を印可することになっている。

しかしながら、本規格では最大の Uimp は 4kV であ
り、対地抵抗 Rearth を厳しめの 2Ω としても、推定短
絡電流は 2kA となり、3kA のサージ電流が流せない。
この点をいかに対応するかが議論となったが結論は出な
かったため、1st CD への記載は見送りとなった。

2．Intertripping の報告

Intertripping について、本 WG の DC タスクフォー
スのメンバーでもあり、直流送配電システムに関するア
ライアンス（Current/OS）のメンバーであるオランダ
のエキスパートから説明があった。

◇三菱電機株式会社　福山製作所
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Intertripping とは、ある保護機器がトリップした際
に、他の保護機器も同時または連動してトリップさせる
機能を指し、IEC 60364-8-82/AMD1 ED1 §82.3.23
に基づき、過電流（過負荷＋短絡）、残留電流などの
イベントを対象として適用される。これらのイベントの
他に、アークフラッシュ検知やシステム故障（M 線断
線など）、プラグ抜去時のアークフラッシュ防止にも効
果的な機能であることが説明された。これらの機能は
Current/OS で 10 年の実績があるとのことで、本規格
にもこれらの要件を織り込みたいとの思惑が感じられた。

DC プラグの例は、会場で口頭説明があった。IW
（Intertripping wire）線を他の L ＋線や M 線より数
mm 短くしておくことで、DC プラグを抜くと IW 線が
断路されたことを Logic 回路で検出する。これにより、
SC-RCBO を遮断させた後に、L ＋線や M 線が断路さ
れることで、アークフラッシュの発生を抑えることが可
能となる。一見理にかなってはいるが、DC プラグの前
に SC-RCBO を設置するとなるとコストアップが避けら
れないが、市場に受け入れられるのかは疑問である。

【課　題】

会議の場で、欧州各国は直流送配電システムに関する
アライアンスを形成し、豊富な実証データを背景に規格
提案を行う一方、日本は具体的なデータを提示できず、
議論の主導権を握れていない現状であった。今後は直流
に関連する IEC の審議内容を体系的に把握し、日本とし
てどのように直流送配電システムを普及させていくかを
具体的に検討する必要がある。

【今後のアクション】

次 回 の 2025 年 12 月 会 議 で は、WD（Working 
Draft）の中で審議が未実施の箇所について議論される
目標となった。この会議後に、1st CD 発行予定となって
いる。万が一、次回会議で問題が発生した場合は、12
月会議で解決し、CD 発行はその後に行われる。

将来の JIS 化を想定し、日本に不利な提案が 1st CD
に織り込まれないよう、前広に低圧直流分科会等の国内
の関連委員会へ情報を展開し、日本の業界の状況・課題
を把握しつつ、必要に応じて日本意見を提案していく。

IEC/TC121/SC121A/MT5, 
WG10（低圧開閉装置、制御装置 
通則）ヴェゾナ（スイス）会議

SC121A 国内対応委員会

柿 迫 弘 之◇

【概　要】

開催会議	 IEC/TC121/SC121A/MT5, WG10
開催期間	 2025 年 10 月 22 日（WG10）、 

23 日（MT5）
開催地	 ヴェゾナ（スイス）
出席者	 WG10：8 カ国 13 名 

（うち、オンライン参加 2 名）
	 MT 5：10 カ国 17 名 

（うち、オンライン参加 3 名）

【背景・目的】
1．製 品

低圧開閉装置、制御装置 通則

2．IEC 規格
IEC 60947-1：�Low-voltage switchgear and 

controlgear -Part 1：General 
rules

◇三菱電機株式会社　福山製作所
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3．対応 JIS
JIS C 8201-1：低圧開閉装置および制御装置 - 第 1

部：通則

4．背景（全般）
国土交通省の各種仕様書をはじめとする国内基準の国

際整合化が進み、国際規格（IEC 規格）の重要性が増
している。

IEC 規格の改訂は、JIS の規定・製品設計に直接影響
するようになった。

IEC 規格の改訂審議に関わるとともに動向を把握し、
IEC 規格へ日本の意見が反映されるよう働き掛けを行う。

5．審議項目
SC121A/MT5 がメンテナンスを担当している IEC 

60947-1 の定期見直しにおいて、欧州 HAS コンサルタ
ント＊によるリスクアセスメントへの対応と、米国 UL 規
格との整合、準備中の新規格（半導体式漏電遮断器）へ
の対応が進められており、内容は、定義から構造一般、
EMC、さらにはセキュリティ対応まで含んだ大幅な見直
しである。

今回は、2024 年 12 月に回付され、コメント期限 2
月 28 日として前回（2025 年 4 月）対応検討グループ
で決めた 3rd. CD（CD3）に対して、各国から提出さ
れた 384 件のコメントに対する検討結果と、今後の計画
について審議した。
＊ HAS コンサルタント：Harmonised Standards（HAS）consultants

HAS コンサルタントは EU の委託業務で、CENELEC によって起草された
基準が欧州委員会の要求に準拠しているかどうか、および、それらが EU 調
和法（harmonisation legislation）の必須要件をサポートしているかどう
かを評価する。

【審議結果】
1．IEC 60947-1 ed7.0 の CD 

（121A/638/CD）審議

CENELEC 内などで事前に審議され派生コメントが
加わった 448 件（64 件増、うち 32 件以上が HAS コ
ンサルタント関連）について、対応検討 WG グループ
と製品規格チームからの報告と審議が行われ、規格内容
を決定した。

主な審議項目は、50Hz/60Hz 仕様の EMC 試験条件、
使用材料の選定基準、UL 整合で追加された構造要件、
セキュリティ、製品情報データベースの標準化であった。

1．1　50Hz/60Hz 仕様の EMC 試験条件
EMC 試験時の制御回路電源周波数 50Hz, 60Hz の

選択については 2023 年から関わり、データを提示して
EMC 試験結果に技術的な差異が生じないことを説明し
てきた。その結果、今回の会議で、HAS コンサルタント
に受け入れられ、今後再提起されることはないことを確
認し、IEC としても異論なく IEC TR 63216 の次版に
技術的見解を記載することを決定した。

1．2　使用材料の選定基準
WG10 と MT9 が事前にオンラインで審議してきた

結果について説明があった。選定基準を短期間と長期間
での影響を評価して決める提案については、UL が提案
している基準が長時間の評価を必要とし、種類も多くテ
ストラボも対応できない量になること、評価基準にあい
まいさが残ることから CDV では参考情報（note）とし
て記載し、基準にはしないことにした。

その場合、UL 規格との整合を推進する側に受け入れ
られない可能性もあることから、CDV に対するコメント
で確認する。

1．3　UL 整合で追加された構造要件
2nd. CD から試験対象の明確化をコメントし、会議

でも意見してきたが、基本的に見直しはされていない。
通則で見直しされない場合は、個別規格で明確にする必
要がある。

1．4　新方式（半導体式遮断器）について
機械式開閉器と、半導体式開閉器の挙動の違いから、

定義の補正や動作基準の見直しが行われているが、既存
の機械式に影響が出ないように、審議内容を確認していく。

1．5　セキュリティ
TC121_WG4 で準備した IEC 63208 が 2025 年 9

月に発行されたので、IEC 60947 シリーズのセキュリ
ティ要件として取り込まれた。
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後日 EN 規格としても発行されたが、欧州 CRA 対応
規格としては採用されていない。

2．課 題
JIS への影響を少なくするためには、各 MT、WG メ

ンバーと連携して取り組むことが重要になっている。
現状は、個別の製品規格がそれぞれの基準を持ってい

るが、通則がある規格シリーズの場合は、HAS コンサ
ルタントの考え方の影響もあり、共通の項目の考えを統
一するために通則に集める取組みをしている。個別の機
能に対する基準は個別規格に必要だが、共通部分につい
ては専門分野を担当する WG の決定を個別規格で変え
ることが難しくなっている。しかし、国際標準化が進ん
でいない頃に各国・地域で普及した製品を排除せずに、
実績に基づく基準が織り込まれているため、機種規格間
の整合がなかった製品群の基準をベースに統一を進める
と、他の基準を採用している製品群への影響が大きくなる。

IEC 規格ではあるが、実出席の多くは欧州メンバーで、
同時進行させている EN 規格の完成を急いでいる。そし
て米国のメンバーが UL 規格（UL508 基準）との整合
を推進するために出席している他は、中国（オンライン）
と日本から出席の 2 名（南アジアは新規）だけになって
いる。

IEC 規格は日本を含め他の国・地域も整合を進めてお
り、ローカル製造業者が受け入れることができ、試験機
関が対応できる基準になるように意見提出を行う。今後

も方向性を見誤らないように直接出席して意見を出すこ
とを継続する。

【今後のアクション】

今回の審議結果により、2025 年 12 月に CDV を回
付し、次の委員会までに意見募集を完了させる。

費用面と対応人員確保の面から、取組みの現状維持が
難しくなってきており、可能な範囲で効率良く関わるよ
うにする。

今後の会議開催場所と審議スケジュール
［WG10 MT5　会議予定］
・次回：2026 年 4 月 22, 23 日　ニューヨーク（米国）

対面＋オンライン（オンラインで出席予定）
・次々回：2026 年 5 月 21 日　12：00 ～ 16：00
（CET：中央欧州標準時）MT5 のみオンライン 
（オンラインで出席予定）

・その次：2026 年 11 月 17、18 日　ハンブルク 
（ドイツ）対面＋オンライン（実出席予定）

［IEC 60947-1 Ed.7.0 審議スケジュール］
・2025 年　12 月：IEC 60947-1 Ed.7 CDV 回付
・2026 年 4、5 月：CDV 意見確認
・2026 年　12 月：IEC 60947-1 Ed.7 IS 発行

なお、JEMA 会員企業の方は「【会員限定】情報について」から
2011年度以降のバックナンバーも PDF 版でご覧いただけます

機関誌『電機』 PDF版のご案内

https://www.jema-net.or.jp/publication/denki.html

最新号の PDF 版は、 
機関誌『電機』サイトから 
ダウンロードできます

［国際標準化活動紹介］／［機関誌『電機』PDF版のご案内］　97



理事会報告

2025年度 第3回 理事会
日　時：2025 年 11 月 20 日 ㈭ 　12：00 ～ 13：15
場　所：当会　6 階会議室
議　事：

Ⅰ．議決事項
1．会員異動（案）

以下の賛助会員 4 社の入会について、原案どおり
承認された。
1）賛助会員　株式会社 ACCESS
2）賛助会員　�三菱重工マリタイムシステムズ 

株式会社
3）賛助会員　YKK AP 株式会社
4）賛助会員　Enphase Energy Japan 合同会社

以上の入会の結果、会員数は次のとおり。

種　　別
2025 年 

9 月 17 日 
報告

入会 種別
変更 退会 増減

2025 年 
11 月 20 日 

現在

正会員 185 社 0 0 0 0 185 社

賛助会員 100 社 4 0 0 4 104 社

合　計 285 社 4 0 0 4 289 社

なお、以下の 1 社について、社名変更があった。
変更日 会員種別 旧社名

2025年
10月1日 賛助会員

デュポン・スペシャルティ・プロダクツ
株式会社

新社名

EKC アドバンスド ･ エレクトロニクス２
ジャパン株式会社

2．2025 年度収支予算追加（案）
小手川総務部長より、2025 年度収支予算の追加

分として、政治資金団体への協力支援について説明
があり、原案どおり承認された。

3．理事会等行事日程（案）
小手川総務部長より、2026 年 3 月、2026 年 9

月～ 2027 年 3 月の理事会等行事日程について説明
があり、原案どおり承認された。

1）2026 年 3 月

名　　　称 開催日時 場　　　所

2025 年度 
第 4 回理事会

3 月 13 日 ㈮ 
12：00 ～ 13：30 当会 6 階　会議室

2）2026 年 9 月

名　　　称 開催日時 場　　　所

2026 年度 
第 2 回理事会

9 月 17 日 ㈭ 
12：00 ～ 13：30 当会 6 階　会議室

3）2026 年 10 月

名　　　称 開催日時 場　　　所

2026年度（第75回） 
電機工業技術 
功績者表彰 

ポスターセッション

10月15日㈭ 
13：30～14：30

東京會舘表彰式 同日　15：00～15：30

受賞講演 同日　15：35～16：30

表彰祝賀パーティ 同日　16：40～18：00

4）2026 年 11 月

名　　　称 開催日時 場　　　所

2026 年度 
第 3 回理事会

11 月 19 日 ㈭ 
12：00 ～ 13：30 当会 6 階　会議室

5）2027 年 1 月

名　　　称 開催日時 場　　　所

2027 年 
年賀交歓会

1 月 5 日 ㈫ 
11：00 ～ 12：30

ANA インター 
コンチネンタルホテル東京

1 月 15 日 ㈮ 
12：00 ～ 13：30 中央電気倶楽部

※ 名古屋支部および九州支部は、現在、日程調整中。
6）2027 年 3 月

名　　　称 開催日時 場　　　所

2026 年度 
第 4 回理事会

3 月 18 日 ㈭ 
12：00 ～ 13：30 当会 6 階　会議室
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Ⅱ．報告事項
1．2025 年度上期主要活動報告

中嶋専務理事より、「2025 年度上期主要活動報告」
として、重点方針に沿った取組み状況について報告
があった。
・SF6 代替ガス適用開閉装置における環境負荷低減

の取組み
・水力発電の活用拡大に向けた関係省庁会合への参

画と提言
・原子力技術・人材の強化
・小売電気事業者から需要家間のあるべき姿を実現

するタスクフォース設立
・GX 製品「グリーンモータ・ドライブシステム」

の創出と普及による CO2 排出削減への貢献
・インド規格協会（BIS）強制認証制度への改善要望
・次世代太陽電池による産業創出と競争力強化
・電安法技術基準の別表十二（国際整合基準）への

一本化対応
・国際規格に準拠した空気清浄機の認証・表示制度

の構築
・資源循環経済への移行に向けた資源法改正への対応
・会員企業のカーボンニュートラル・環境対応の評

価向上・価値化への取組み／ JEMA-GX レポー
ト 2024 公開

・家電製品の 2030 年サーキュラーエコノミー目標策定

2．2025 年度上期の電気機器の状況
一色企画部長より、「2025 年度上期の電気機器の

状況」として、上期の電気機器の生産・出荷実績に
ついて報告があった。

3．今後の日程
1）2026 年 年賀交歓会

東　京：�2026年 1月 6日 ㈫� 11：00～12：30 
ANA インターコンチネンタルホテル東京

大　阪：�2026年 1月 9日 ㈮� 12：00～13：30 
中央電気倶楽部

九　州：�2026年1月13日 ㈫� 12：00～13：30 
西鉄グランドホテル

名古屋：�2026年1月15日 ㈭� 12：30～14：00 
コートヤード・バイ・マリオット名古屋

2）2025 年度 第 4 回理事会
2026 年 3 月 13 日 ㈮� 12：00～13：30 
当会　6 階会議室
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タイトル No. 発行年月 ページ

2025 年　年賀交歓会
844 2025.1 4

年頭所感
一般社団法人 日本電機工業会 会長 年頭所感 日本電機工業会 会長 近藤　史郎 844 2025.1 6
経済産業大臣 年頭所感 経済産業大臣 武藤　容治 844 2025.1 7
経済産業省 製造産業局長 年頭所感 経済産業省 製造産業局長 伊吹　英明 844 2025.1 11
経済産業省 商務情報政策局長 年頭所感 経済産業省 商務情報政策局長 野原　諭 844 2025.1 14

特集

変電機器の脱SF6化へ向けた最新動向 SF6代替ガス検討会
塚尾　茂之 
糸谷　亮祐 
内井　敏之

844 2025.1 16

白物家電におけるサーキュラーエコノミー（循環経済：CE）に関する取組み
総論  �サーキュラーエコノミー（循環経済）と 

JEMA家電部における取組みのご紹介 日本電機工業会 家電部 845 2025.2 4

各論  会員会社の取組み事例

パナソニックのサーキュラーエコノミーに関する 
取組み事例

パナソニック株式会社 
くらしアプライアンス社

稲田　剛士 
徳弘　憲一 
菊池　英明 
米野　範幸 845 2025.2 9

パナソニック マーケティング 
ジャパン株式会社 渡邊　暦

日立グループにおける循環型モノづくりに向けた 
リサイクル装置の開発

日立グローバルライフ 
ソリューションズ株式会社

井関　崇 
塩家　洋一

845 2025.2 13
株式会社 日立製作所 伊藤　大祐 

根本　武
シャープのサーキュラーエコノミーへの取組み事例 シャープ株式会社 　 845 2025.2 17
サーキュラーエコノミーポテンシャル評価ツール 

「CEポテンシャルスキャナー」の開発 三菱電機株式会社 奥田　勇 845 2025.2 20

2023～2024年会員企業各社の製品・技術開発とその成果 846 2025.5 8
第7次エネルギー基本計画の策定とJEMAの取組み 日本電機工業会 847 2025.7 6
電機産業のGX推進と「JEMA-GXレポート2024」 日本電機工業会 環境ビジネス部 847 2025.7 18
JEMA-GXレポートのご紹介
JEMA-GXレポート2024報告会 パネルディスカッション／対話録 日本電機工業会 環境ビジネス部 847 2025.7 26

GX時代における JEMAの重電・産業分野および 
新エネルギー分野の取組み 日本電機工業会 技術戦略推進部 848 2025.9 4

カーボンニュートラル実現に向けた新事業創出・ 
標準化推進活動 日本電機工業会 新事業・標準化推進部 849 2025.11 4

ハイライト
2024年度（第73回）電機工業技術功績者表彰 〜正会員会社 最優秀賞および優秀賞／審査総評〜
【審査総評】 844 2025.1 26

最優秀賞 溶接深さの全数保証を実現する 
微細レーザ溶接計測技術の開発

パナソニック 
ホールディングス株式会社

横山　潤 
武智　洋平

844 2025.1 27
パナソニック プロダクション 
エンジニアリング株式会社 川上 みずほ

優秀賞（重電部門） 世界最大級の連続定格トルクを実現した 
同期リラクタンスモータの開発 株式会社 TMEIC 

古賀　郁也 
若杉　直 
小山田 将亜

844 2025.1 30
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優秀賞（家電部門）  
ラムダッシュパームインの創出

パナソニック株式会社 
くらしアプライアンス社

村木　健一 
松元　宇宙 844 2025.1 33

優秀賞（ものづくり部門） 高効率・軽量・フレキシブルを 
実現した宇宙用太陽電池シートの開発

シャープエネルギー 
ソリューション株式会社

島田　啓二 
鈴木　喜之 
伊地知　亮

844 2025.1 36

優秀賞（IoT・AI・DX） 太陽光発電システムの 
余剰電力予測を活用した家電住設機器節電サービスの開発

シャープエネルギー 
ソリューション株式会社

森　正樹 
藤原　武史 
岡部　亮斗

844 2025.1 39

優秀賞（IoT・AI・DX）  
現場拡張メタバースの実用化

日立GEニュークリア・ 
エナジー株式会社
株式会社 日立プラント 
コンストラクション
株式会社 日立製作所

岡田　聡
 
羽鳥　文雄 

大橋　洋輝

844 2025.1 42

2025年度 国内外の経済見通し
日本経済、内需主導で緩やかな成長持続 
～米政権の政策変更リスクを警戒～

日本経済研究センター 福士　譲 845 2025.2 23

近藤会長記者発表 〜2025 年度電気機器の見通し〜 日本電機工業会 846 2025.5 36
第104回 定時総会 847 2025.7 39
2025年度（第65回）電機工業永年功績者表彰式および懇親パーティ 847 2025.7 40
会長交代記者会見 847 2025.7 42
2025年度（第74回）電機工業技術功績者表彰 849 2025.11 24

トピックス
2024年度上期 
太陽光発電用 パワーコンディショナの出荷量動向調査報告

日本電機工業会 
PVパワコン統計委員会 844 2025.1 45

第115回 新エネルギー講演会 開催報告 
〜水素・燃料電池の多用途展開ならびに社会実装の取組み〜 日本電機工業会 桜川　彩 844 2025.1 51

慣性低下対策PCSに関する米国調査報告
富士電機株式会社
株式会社 明電舎
株式会社 TMEIC

上村　浩文
田中　裕大

インスンサ・ルベン
845 2025.2 27

第116回 新エネルギー講演会　開催報告 
次世代につなぐ水力発電！ ～電機メーカのチャレンジ～ 日本電機工業会 穂谷　玲子 845 2025.2 32

欧州におけるEV電源活用サービスの動向 現地調査報告 日本電機工業会 綿貫　宏樹 845 2025.2 36

IFA2024（国際コンシューマ・エレクトロニクス展）視察報告 日本電機工業会 
IFA2024視察団 大鹿　康造 845 2025.2 42

2025年度（令和7年度）税制改正要望結果報告 日本電機工業会 総務部 845 2025.2 50
SPS2024（Smart Production Solutions展）視察報告 IIFES実行委員会　 髙柳　洋一 845 2025.2 51
展示会ビジネスに役立つ物品のパスポート 

「ATAカルネ」ご利用のご案内 日本商事仲裁協会 宮坂　智芳 
藤井　昌子 845 2025.2 55

第22回アジア大電力試験所会議 
ハイデラバード（インド）会議 出席報告 日本短絡試験委員会 田中　康規 

皆川　忠郎 846 2025.5 46

調査事業紹介 ESG視点での白物家電サステナブル・ 
サプライチェーン構築に向けた調査 846 2025.5 48

JEMAウェブサイトリニューアルのご案内 日本電機工業会 企画部 846 2025.5 52
SPS（Smart Production Solutions）広州2025 視察報告 IIFES実行委員会 高柳　洋一 846 2025.5 59
統合諸表から見る、イベント・スペースの新しい価値づくり 株式会社 電通ライブ 東　廣治郎 846 2025.5 63

『2024年度 モータ・インバータに関する ユーザ調査 
（相手機械調査）』報告書紹介 847 2025.7 47

『2024年度 PLC（プログラマブルコントローラ）ユーザ調査』 
報告書紹介 847 2025.7 50
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タイトル No. 発行年月 ページ
第117回 新エネルギー講演会 開催報告 
～再生可能エネルギー導入拡大への最新動向～ 日本電機工業会 川端　美和 847 2025.7 54

第9回 家電工業会国際円卓会議（IRHMA） 出席報告 日本電機工業会 家電部 847 2025.7 57
大阪・関西万博における消防活動支援体制 
～ IIFES運営事務局の視点から～ 日本電機工業会 村井　麻歩 847 2025.7 63

2024年度 
太陽光発電用 パワーコンディショナの出荷量動向調査報告

日本電機工業会 
PVパワコン統計委員会 848 2025.9 34

第118回 新エネルギー講演会 開催報告 
～国内風力産業のサプライチェーン構築に向けて～ 日本電機工業会 848 2025.9 40

銅線用棒圧着端子規格 JEM 1522の制定について 日本電機工業会 
端子技術専門委員会 古賀　義基 848 2025.9 45

風力発電関連産業の実態に関する調査報告（2024年度実施） 日本電機工業会 大野　晋吾 849 2025.11 40
インド機械・電気機器包括技術規則（OTR）の現状と課題 オムロン株式会社 竹島　昌俊 849 2025.11 48

IFA2025（国際コンシューマ・エレクトロニクス展）視察団報告 日本電機工業会 
IFA2025視察団 関　昌央 849 2025.11 52

国際標準化活動紹介
第88回 IEC大会（エディンバラ〈英国〉大会） 日本規格協会 小坂　英明 844 2025.1 57
IECエディンバラ（英国）大会 参加報告 先人への想い 
～適合性評価～ ヒトの育て方、そして団体のサステナビリティ 日本電機工業会　 矢座　正昭 844 2025.1 62

IEC/TC31（爆発性雰囲気で使用する機器〈防爆機器〉） 
エディンバラ（英国）会議

 第31小委員会委員会 
（TC31国内対応委員会） 

野田　和俊
門間　淳 
大塚　輝人 
石川　静

844 2025.1 66

IEC/TC82（太陽光発電システム）/WG3・WG6 
マドリード（スペイン）会議 IEC/TC82/WG6 梅野 千恵子 

長倉　孝行 844 2025.1 69

IEC Young Professionals 2024 Workshop 
エディンバラ（英国） 日本電機工業会　 出井　拓樹 844 2025.1 71

IEC/TC21/JWG7（定置用フローバッテリシステム） 
パリ（フランス）会議 IEC/TC21/JWG7 山田　雄一 845 2025.2 58

IEC/TC23/SC23E/WG12（家庭用過電流保護装置付き 
漏電半導体遮断器）デルフト（オランダ）会議 IEC/TC23/SC23E/WG12 坪井　俊治 

栗栖　皐貴 845 2025.2 60

IEC/TC21/JWG7（定置用フローバッテリーシステム） 
東京（日本）会議

J-RFB（フローバッテリー 
システム分科会）事務局 田渕　直哉 847 2025.7 66

IEC/TC32/SC32B（低電圧ヒューズ）プレナリ 
パリ（フランス）会議 日本電機工業会 出井　拓樹 847 2025.7 67

IEC/TC82/WG3（PVシステム）・WG6（PVシステム周辺機器） 
シンガポール会議 IEC/TC82/WG6 梅野 千恵子 847 2025.7 69

IEC/TC82/WG6/PT63409（PVシステム用PCSの系統連系試
験）およびIEC/TC8/SC8A/JWG4（再エネ発電所のグリッド接
続検証および評価方法）シンガポール会議

IEC/TC8/JWG10　 高橋　浩一 847 2025.7 70

IEC/SC121A/MT9（低圧遮断器、配線用遮断器、漏電遮断器） 
東京（日本）会議 SC121A国内対応委員会 柿迫　弘之 847 2025.7 72

IEC/TC121（低圧開閉装置・制御装置）プレナリおよび 
IEC/TC121/SC121Aプレナリ ソルナ（スウェーデン）会議 SC121A国内対応委員会 柿迫　弘之 847 2025.7 74

ISO/TC86/ SC6（エアコン・ヒートポンプの性能試験と称呼法） 
パームビーチガーデンズ（米国）会議 ISO/TC86/SC6対応WG　 片岡　修身 847 2025.7 77

IEC/TC22/SC22G/MT7（可変速駆動システムのEMC） 
カロ（フランス）会議 IEC/SC22G/MT7

大平　怜 
井上　博史 
出井　拓樹

848 2025.9 47

IEC/TC23/SC23E（家庭用および類似用途の保護装置）/  
WG1（配線用遮断器）・WG2（感電・故障保護装置） 
グルノーブル（フランス）会議

SC23E 国内対応委員会　 坪井　俊治 848 2025.9 50

IEC/TC23/SC23E/WG12（家庭用過電流保護装置付き 
漏電半導体遮断器）ウィーン（オーストリア）会議 IEC/TC23/SC23E/WG12 栗栖　皐貴 848 2025.9 52
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タイトル No. 発行年月 ページ
IEC/TC88（風力発電システム）プレナリおよび 
IECRE/WE-SWG ボストン（米国）会議 日本電機工業会 大野　晋吾 848 2025.9 53

IEC/TC23/SC23E/WG12（家庭用過電流保護装置付き 
半導体式漏電遮断器）サンドニ（フランス）会議 IEC/TC23/SC23E/WG12 栗栖　皐貴 849 2025.11 61

理事会報告
2024年度 第4回理事会 日本電機工業会 846 2025.5 66
2025年度 第1回理事会 日本電機工業会 847 2025.7 80
2025年度 第2回理事会 日本電機工業会 849 2025.11 64

フラッシュニュース
日本電機工業会 2025年 年賀交歓会

大阪支部 845 2025.2 62
名古屋支部 845 2025.2 63
九州支部 845 2025.2 64

一般財団法人 省エネルギーセンター 2025年度「省エネ大賞」募集について 846 2025.5 68

新会員紹介
株式会社 明電エンジニアリング 849 2025.11 63

支部だより
大阪支部 848 2025.9 56
名古屋支部 848 2025.9 57
九州支部 848 2025.9 58

お知らせ
JEMA刊行物コーナー（旧オンラインストア）のご紹介 844 2025.1 75
JEM 1425の廃止について（金属閉鎖形スイッチギヤおよびコントロールギヤ） 844（2025.1）～ 845（2025.2）号
JEMA刊行物コーナー（旧オンラインストア）運用終了のお知らせ 845 2025.2 22
JEM規格類等の入手方法・ メンバー登録制度・登録方法の変更について 845 2025.2 65

「〔会員限定〕情報ページ」へのアクセスは、新たなIDおよびパスワードが必要となります 846 2025.5 56
まもなく発行！『JEMAレポート2025-2026』 848 2025.9 59

一般社団法人 日本電機工業会 委員会体系図（2025 年 4 月 1 日現在）
847 2025.7 82

各種統計データのご紹介
844（2025.1）～849（2025.11）号

機関誌『電機』に関する各種手続きのご案内
844（2025.1）～849（2025.11）号

機関誌『電機』PDF 版ダウンロードページのご案内
844（2025.1）～849（2025.11）号

編集後記
844（2025.1）～849（2025.11）号

広告募集
機関誌『電機』に掲載する広告募集のご案内 847（2025.7）～ 849（2025.11）号

【広告出稿社一覧】� 847（2025.7）～ 849（2025.11）号
本誌の発行に当たり、広告掲載を通じて多大なるご支援を賜りました各社様のご厚意に深く感謝申し上げます。
飯田電機工業株式会社、株式会社 エイエイエス、山洋電気株式会社、株式会社 戸上電機製作所、株式会社 日経BP、 
株式会社 日本電機研究所、株式会社 日本旅行、株式会社 ムラヤマ　（五十音順・敬称略）
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� ［印刷所］港北メディアサービス株式会社　〒150-0002 東京都渋谷区渋谷2-7-7

当機関誌『電機』では、編集に当たり表記の統一を図っておりますが、一部記事につきましては、筆者様のご意向を尊重させていただいております。
� [2026 ⓒ 禁無断転載]

明けましておめでとうございます。
今年の干支（えと）は「午（うま）」ということで、今回は「馬」

についてのお話です。
かの有名なラスコー洞窟の壁画は約 2 万年前、クロマニョン人

の手によるものといわれていますが、そこには馬が数多く描かれて
います。人類と馬の歴史の長さや関係性の深さを示していますが、
当時は狩猟の対象であると同時に、神聖な存在だったと考えられ
ています。その後、約 5 千年前に馬は家畜化されましたが、依然
として神秘的な生き物と見なされていたことは、馬にまつわる神話
が多く存在することから容易に想像できます。

太古から伝承され旧約聖書にも記されているユニコーンは、ご
存じのとおり額の中央に一本の角がある白馬として描かれることが
多い、伝説上の一角獣です。ノアの方舟に乗らなかったため絶滅
したといわれていますが、その希少性から、企業価値が 10 億ドル
を超える新興企業や、唯一無二の存在を表す言葉としても定着し
ています。純粋さや神秘性の象徴です。

次に、ギリシャ神話に登場する馬としてあまりに有名なのが、翼
を持つ白馬ペガサスです。海神ポセイドンとメドゥーサの子で、最
高神ゼウスに仕えて稲妻を運ぶ役目を担ったとされます。ペガサ
スが蹴った地面から芸術や詩の力を得る泉が湧いたといわれ、自
由や創造性の象徴です。

一方で、馬は人類史に大きな影響を与えた存在でもあります。
乗馬技術の確立により、馬は兵器として強力な軍事力の中核となり、

騎乗できること自体が力や権威の象徴となりました。そして何とい
っても、人の移動速度が数倍になり行動範囲が飛躍的に拡大した
こと、また輸送力が増大したことで、産業革命期までは社会の基
盤を支える存在でした。

その産業革命期の「馬」といえば、蒸気機関を改良したジェー
ムズ・ワットの「馬力」です。いまさら説明するまでもありませ
んが、彼は新しい機械の力を人々に理解してもらうため、「馬力

（horsepower）」という単位を生み出しました。革新的な技術を一
気に広めるため、馬一頭がこなす仕事量という身近な表現を用い
たのです。当時はまだ、仕事率という概念も表す単位もありません
でした。仮に 1 馬力に相当する力を「1 秒間に 735J（ジュール）の
仕事をする能力」と説明していたなら、人々の理解は得られず、蒸
気機関の普及も大きく遅れていたはずです。馬に例えたワットは、
発明家であると同時に、有能な商売人だったといえるでしょう。

そのワットの名前が、やがて「W（ワット）」という電力や仕事
率を表す国際単位となったわけですから、馬と電機は切っても切
れない関係です。

つまり、やや強引ですが「2026 年は電機の年！」と言っても過
言ではないですね。何より、本年 5 月には日本電機工業会の前身
である「八日会」発足 90 周年を迎えます。さらに、2028 年 5 月
には日本電機工業会としての創立 80 周年が控えています。その
ため、今号から弊会の歴史を振り返るコーナー「温故知新」の連
載を開始しましたので、ぜひご高覧ください。

今年も『電機』をご愛読いただきたく、どうぞよろしくお願い申
し上げます。� （Y. I）

発　行	
THE JAPAN ELECTRICAL MANUFACTURERS, ASSOCIATION

編集兼発行人	 一色　勇紀夫

2026年 1月号� No.850
2026年1月23日発行

頒価660円（本体600円）送料別
※JEMA会員については会費中に本誌頒価が含まれています

■本 部	 〒102-0082	 東京都千代田区一番町 17 番地 4	 電機工業会館	 電話 03-3556-5882　本誌 編集部
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〈表紙の言葉〉
電機産業の構成要素を「DENKI」3D
オブジェクトに投影。オブジェクトの
上には小さなピープルフィギュアを多
数配置し、電機の“人々への関わり”
を表現しています。このオブジェクト
を大きくレイアウトすることにより、
シンプルかつ力強いメッセージ性を持
たせたいと考えました。

デザイン制作／lookstone design

〈誌面の文字〉
読みやすさを求め、多くの人が利用可能なデザインをコンセプトとした 

「ユニバーサルデザインフォント」を基本にしています。

水のチカラで未来を動かせ！　～水力発電の“これから”を語ろう～

第120回 新エネルギー講演会【水力発電】
2025 年 12 月 23 日に開催した水力発電講演会のうち、水力発電および揚水発電の 
最新技術動向を紹介した一般講演のアーカイブ動画を公開しています。
なお、本報告会の概要記事は、次号にて掲載予定です。

〈基調講演〉水力発電の利用拡大に向けて
〈講　演 1〉�揚水発電の未来を支える技術と投資 

～国内外の事例から～
〈講　演 2〉�発電量最大化を目指した 

最適発電計画方式の取り組みについて
〈講　演 3〉�環境・地域に調和した 

中小水力発電の事例紹介　春近発電所
〈講　演 4〉�未来のエネルギーを支える！ 

可変速揚水発電システム

制作／新エネルギーシステム委員会　水力発電 WG

JEMA 公式 YouTube チャンネル

編集後記
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機関誌『電機』では広告を募集しています。

本誌は、当会会員企業を中心とした、電気機械器具製造業および販売業の経営者・管理職・各事業部門
などに頒布しています。

さらに電力会社、大学、国会図書館をはじめとする全国の公立図書館、そして経済産業省などの官公庁
や各種団体など、さまざまな分野で活躍するリーダー層にも幅広くリーチしています。

また、直近発行号（PDF 版）を当会ウェブサイトに掲載しており、一般の方も無料で閲覧可能です。

このように、各方面において数多くの読者層を持つ本誌に、貴社の商品・サービスをお知らせしませんか。
ぜひ、広告出稿をご検討ください。

広告掲載媒体（機関誌『電機』）の特徴
創　刊 1948（昭和 23）年 7 月／ 2026 年 1 月発行号で通算 850 号

発行頻度／部数 隔月（奇数月）年 6 回／約 2100 部（毎号）

その他 当会ウェブサイトより、直近発行号 PDF（無料・一般公開）を約 2 カ月間掲載

広告スペース
裏表紙（表 4） カラー A4　1 ページ 上下 275mm × 左右 200mm

裏表紙裏（表 3） カラー A4　1 ページ 裁ち落とし可

後　付 カラー A4　1 ページ 裁ち落とし可

後　付 モノクロ A4　1 ページ 裁ち落とし可

後　付 カラー A4　2 分の 1 ページ 上下 130mm × 左右 180mm

後　付 モノクロ A4　2 分の 1 ページ 上下 130mm × 左右 180mm

お申し込み方法
お申し込みをされる方は、JEMA ウェブサイト「お問い合わせフォーム」にてお手続きください。
折り返し、費用やスケジュール等につきご連絡いたします。
なお、ご不明な点はお気軽にお問い合わせください。

JEMAウェブサイト「お問い合わせフォーム」

� https://www.jema-net.or.jp/contact/input.php ▶

その他
・広告掲載号およびスペースの決定は、原則として申込先着順とします。
・原稿はお申し込み会社様ご自身にて印刷用データをご提供ください。当会では、広告原稿制作はしておりません。
・提出いただいた広告原稿が掲載にふさわしくないと判断した場合はお断りさせていただきます。
・校正は原則 1 回のみとします。

機関誌『電機』 広告掲載のご案内
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